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令和２年度決算の概要 

 

令和２年度の国の予算は、「令和２年度予算編成の基本方針」及び「令和２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」に基づいて、

賃上げの流れと消費拡大の好循環、外需の取り込み、設備投資の拡大を含めた需要拡大に向けた取組や、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代に向け

た人材・技術などへの投資やイノベーションの促進、次世代型行政サービス等の抜本強化といった生産性の向上に向けた取組など、重要な

政策課題への対応に必要な予算措置を講ずるなど、メリハリの効いた予算編成を目指すこと、2025年度の財政健全化目標の達成を目指し、

「新経済・財政再生計画」で定める目安に沿ったものとすることとして編成された。 

一方、令和２年度の地方財政計画（通常収支分）については、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、歳出面においては、人づくり革

命の実現や地方創生の推進、地域社会の維持・再生、防災・減災対策等に対応するために必要な経費を計上するとともに、社会保障関係費

の増加を適切に反映した計上を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととし、また、歳入面においては、「経済財政運営

と改革の基本方針２０１８」で示された「新経済・財政再生計画」を踏まえ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる地方

の一般財源総額について、令和元年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、引き続き生ずる

こととなった大幅な財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補塡措置を講じることとして策定された。 

本市の令和２年度一般会計当初予算は、この地方財政計画を指針としながら行財政改革を積極的に進め、財政の健全化を推進していくと

ともに、ＳＤＧｓの視点を持って予算編成を行うことを明確にし、施政方針として 

（1） 安全で潤いとやすらぎのあるきれいなまちづくり 

（2） 快適で便利なコンパクトなまちづくり 

（3） 人と物が交流し、活力みなぎるまちづくり 

（4） 健康ですべての人々にやさしいまちづくり 

（5） 豊かな人間性と文化を育むまちづくり 

（6） 着実な歩みを進める連携と協働のまちづくり 

の６本を柱に、「第６次枕崎市総合振興計画実施計画」の着実な推進を図り、本市発展の基本構想実現を目指し、持続可能な財政運営の確

立を基本姿勢として、きめ細やかな施策を限られた財源の中で具体化することとし、道路など住民の生活に密着した環境整備の充実を図る
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ほか、「枕崎市公共施設等総合管理計画」に基づき、市営野球場改修事業や図書館改修事業を行うとともに、防災行政無線戸別受信機の補

助など防災・減災対策にも取り組むこととした。また、第２期「枕崎市地方創生総合戦略」の４つの柱に沿った事業へも取り組んだ。 

その結果、令和２年度一般会計当初予算は１４，４７６，７００千円となり、前年度当初予算（１１，７９２，０００千円）に比べ 

２，６８４，７００千円の増、率にして２２．８％の増となった。 

なお、国においては、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、特別定額給付金による支援や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金、新型コロナウイルス感染症対策予備費を創設するなど感染拡大防止対策などを盛り込んだ補正予算を３回編成した。 

本市においても、当初予算の編成後に、コロナ対策をはじめとした国の補正予算への対応、人事異動等に伴う職員人件費、国県支出金等

の精算返納、災害復旧事業、一部事務組合や企業会計、特別会計への負担金・繰出金、基金積立、ふるさと納税などにより１４回の補正を

行い、最終予算額は１８，６０５，０００千円となり、前年度からの繰越額４５５，６７４千円を加えた最終予算現額は 

１９，０６０，６７４千円となった。 

繰越明許費として、総合体育館競技環境整備事業５０，８２４千円ほか１３事業、総額２５２，９６４千円を令和３年度に繰り越し、翌

年度に繰り越すべき財源は３２，２５３千円となっている。 

 

令和２年度の一般会計の決算規模と決算収支の状況については、下表のとおりで、歳入総額は１８，４３４，９３５千円で、前年度 

（１４，８６４，４９８千円）に比べ３，５７０，４３７千円の増（２４．０％増）となっている。 

一方、歳出総額は１７，９８１，７７０千円で、前年度（１４，４９９，８９７千円）に比べ３，４８１，８７３千円の増（２４．０％

増）となっている。 

歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は４５３，１６５千円の黒字で、前年度（３６４，６０１千円）に比べ８８，５６４千円の

増（２４．３％増）となっている。 

形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は４２０，９１２千円の黒字で、前年度（３５９，７２７千円）に比べ 

６１，１８５千円の増（１７．０％増）となっている。 

実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、実質収支が６１，１８５千円の増となったことで同額の黒字となっている。 

この単年度収支に財政調整基金の積立と取崩し及び地方債繰上償還金を加味した実質単年度収支は１７４，３３６千円の黒字で、前年度

（７１，７２７千円）に比べ１０２，６０９千円の増となり、４年連続で黒字となった。 
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一般会計の決算規模と決算収支の状況 

                                                 （単位：千円） 

区      分 

令和２年度 

(A) 

 

令和元年度 

(B) 

 

差引増減額 

(A)－(B) 

（C） 

増減率 

(C)/(B)×100 

 

平成30年度 

 

 

（1）歳入総額 18,434,935 14,864,498 3,570,437 24.0％ 12,299,308 

（2）歳出総額 17,981,770 14,499,897 3,481,873 24.0％ 11,896,579 

（3）歳入歳出差引額 (1)－(2) 453,165 364,601 88,564 24.3％ 402,729 

（4）翌年度に繰り越すべき財源 32,253 4,874 27,379 561.7％ 2,416 

（5）実質収支 

 

ア 

420,912 

イ 

359,727 

 

61,185 

 

17.0％ 

 

400,313 

（6）単年度収支 

 

ア－イ 

61,185 

 

△40,586 

 

101,771 

 

△250.8％ 

 

16,284 

（7）積立金 142,150 156,650 △14,500 △9.3％ 129,600 

（8）積立金取崩し額 70,000 90,000 △20,000 △22.2％ 70,000 

（9）地方債繰上償還金 41,001 45,663 △4,662 △10.2％ 64,419 

（10）実質単年度収支 

     (6)＋(7)－(8)＋(9) 

 

174,336 

 

71,727 

 

102,609 

 

143.1％ 

 

140,303 

 

前年度決算額との比較による歳入・歳出の決算状況については、７７ページからの第３表「款別決算額前年度比較等調」のとおりとなっ

ている。 

 

歳入決算額の構成比は、国庫支出金２２．８％（前年度１０．２％）、地方交付税１９．３％（前年度２３．６％）、寄附金１８．３％
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（前年度１８．８％）、市税１２．０％（前年度１５．２％）、市債６．７％（前年度９．６％）の順に続いている。 

また、前年度決算額との比較において増減額の大きなものについては、国庫支出金が市営住宅建設事業等の減はあったものの、新型コロ

ナウイルス感染症対策として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業や特別定額給付金事業、ひとり親世帯臨時特別給付

金事業、子育て世帯への臨時特別給付金事業などが皆増となったほか、生活保護費の増などにより２，６８３，４２８千円の増 

（１７６．６％増）、寄附金がふるさと応援寄附金の増などにより５８７，７１９千円の増（２１．１％増）、繰入金がふるさと応援基金

繰入金の増などにより３４５，１３６千円の増（４８．８％増）、財産収入が臨空工業団地の３号用地の売却による土地売払収入の増など

により９６，６０１千円の増（５４７．９％増）、地方消費税交付金が消費税率増の影響が年間分となったことで８５，３１６千円の増

（２１．８％増）、地方交付税のうち普通交付税では、地方消費税交付金などの増により基準財政収入額は大きく増加したものの、基準財

政需要額が、新設の地域社会再生事業費の皆増や公債費で過疎対策事業債償還費が増となったことなどで、基準財政収入額以上に増加し、

その影響で普通交付税が増となったことに加え、特別交付税が増となったことにより、５８，８１９千円の増（１．７％増）となる一方で、

市債が市営野球場や図書館の整備、新クリーンセンター整備、水道事業会計出資債などの増はあったものの、防災行政無線デジタル化整備

事業や小中学校への空調整備、共同斎場大規模改修事業の減などにより１７９，８４５千円の減（１２．６％減）、市税が市民税法人税割

の減、固定資産税において償却資産が減となったことが大きく、市税総体で５５，７５３千円の減（２．５％減）となっている。 

 

 目的別の歳出決算額の構成比は、総務費４２．１％（前年度３２．１％）、民生費２２．４％（前年度２７．０％）、教育費７．９％

（前年度７．５％）、公債費６．０％（前年度７．６％）、土木費５．９％（前年度７．４％）の順に続いている。 

 また、前年度決算額との比較において増減額の大きなものについては、総務費が特別定額給付金事業やふるさと応援寄附金の増に伴うふ

るさと納税返礼事業とふるさと応援基金積立金の増などにより２，９１７，１６３千円の増（６２．７％増）、教育費が小中学校への空調

整備、国民体育大会推進費の減はあったものの、市営野球場や図書館の改修事業、小中学校へのタブレット整備事業の増などにより 

３３４，１０６千円の増（３０．９％増）、商工費が事業者応援資金支給事業の増などにより２４５，１１２千円の増（１４３．０％増）、

民生費がひとり親世帯や子育て世帯への臨時特別給付金事業や国民健康保険や介護保険などへの繰出金の増などにより１１９，１９８千円

の増（３．０％増）、災害復旧費が公共土木施設等の現年災害復旧事業の増などにより６０，８７５千円の増（３５２．５％増）となる一

方で、消防費が防災行政無線デジタル化整備事業の減などにより２０９，７０２千円の減（３０．６％減）、公債費がこれまでの計画的な

借入やここ数年の繰上償還の実施、借入利率の低水準に伴う償還利子の減などにより２４，５７５千円の減（２．２％減）などとなってい
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る。 

 

令和２年度の本市の決算統計による財政指数等については、９３ページの第９表「決算統計による指数等」のとおりとなっている。 

 

財政力指数（３箇年平均）は０．４２５で、前年度（０．４２３）に比べ０．００２ポイント高くなっている。 

 

標準財政規模は６，１９７，７２８千円で、標準税収入額が地方消費税交付金の増の影響などで増となったこと、普通交付税が新設の地

域社会再生事業費の影響などにより増となったことなどにより前年度（６，０１６，４５３千円）に比べ１８１，２７５千円の増 

（３．０％増）となっている。 

 

経常一般財源収入額は５，９３３，５５２千円で、市税等は減となったものの、地方消費税交付金や普通交付税等の増により、前年度 

（５，８６３，７０７千円）に比べ６９，８４５千円の増（１．２％増）となっている。 

また、標準財政規模に対する経常一般財源収入額（臨時財政対策債等を加えた額）の割合で示される経常一般財源比率は９９．７％で、

市税等の減により、前年度（１０１．３％）に比べ１．６ポイント低くなっている。 

 

標準財政規模に対する実質収支額の割合で示される実質収支比率は６．８％で、実質収支の増に伴って、前年度（６．０％）に比べ

０．８ポイント高くなっている。 

 

財政の弾力性を示す経常収支比率は９１．８％で、前年度（９３．６％）に比べ１．８ポイント低くなった。 

経常収支比率が前年度に比べ１．８ポイント低くなったことについては、比率を求める算式の分母となる臨時財政対策債等を加えた経常

一般財源収入額が地方消費税交付金や普通交付税等の増により増加したことに加え、算式の分子となる経常経費充当一般財源が、公共下水

道事業が令和２年度から地方公営企業法適用となったことから、公共下水道事業会計への繰出が繰出金から補助費等となったことで補助費

等は増加したものの、人件費などその他の経費の減により３５，８５８千円の減(０．６％減）となったこと等が要因となっている。 
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地方債現在高は１１，２００，４５３千円で、前年度までに引き続き、借入利率の比較的高い地方債の繰上償還を行うとともに、交付

税措置のない除却事業債の借入を取りやめ借入額の縮減に努めたものの、市営野球場や図書館の改修事業、新クリーンセンター整備事業、

水道事業会計への出資債等の増に伴い償還額を上回る借入を行ったことにより、前年度末（１１，００１，５１７千円）に比べ 

１９８，９３６千円の増となっている。 

しかし、交付税措置率の高い地方債の活用を図った結果、地方債残高に対する交付税措置等を除いた実質的な負担額は、将来負担比率

を算定するようになった平成１９年度から１３年連続で減少しており、将来負担比率の改善も図られている。 

 

積立金現在高は４，９０９，３６４千円で、ふるさと納税返礼事業などへの充当でふるさと応援基金を大きく取崩したほか、国民健康保

険特別会計への財源補填などで財政調整基金を取崩したものの、地方財政法に基づいた財政調整基金への積立や過疎対策事業債ソフト分の

発行による後年度の公債費負担への対応などの減債基金への積立を行ったほか、ふるさと応援基金を活用して庁舎整備基金への積立を行う

とともに、ふるさと応援寄附金の増に伴い、ふるさと応援基金への積立が大きく増加したことなどにより、前年度末（３，６０７，３１２

千円）に比べ１，３０２，０５２千円の増となっている。 

 

決算統計による歳入決算額（１８，４１９，６３７千円）の財源構造については、自主財源、依存財源とも増加しているが、自主財源は

４１．１％で、前年度（４４．６％）に比べ３．５ポイント低くなっている一方、依存財源は５８．９％で、前年度（５５．４％）に比べ

３．５ポイント高くなった。要因については、寄附金や繰入金、財産収入、諸収入が増となったことなどで、自主財源が前年度 

（６，６１８，７６１千円）に比べ９５３，０６０千円増（１４．４％増）の７，５７１，８２１千円となった一方で、国庫支出金が大き

く増となったほか、地方消費税交付金や地方交付税などが増となったことなどで、依存財源が前年度（８，２３０，２００千円）に比べ

２，６１７，６１６千円増（３１．８％増）の１０，８４７，８１６千円となったことによる。 

決算統計による歳出決算額（１７，９６６，４７２千円）の性質別経費の構成比は、義務的経費が３１．７％で、前年度（３９．５％）

に比べ７．８ポイント低くなっている。決算額自体が減少していることに加え、その他の経費が大幅に増加したことにより比率は大幅に減

少している。 

要因については、人件費が職員給や退職手当負担金は減となっているが、会計年度任用職員の増などで増となったものの、公債費がこれ

までの計画的な借入やここ数年の繰上償還の実施、借入利率の低水準に伴う償還利子の減などにより減、扶助費がプレミアム付商品券事業
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や児童扶養手当等の減により減となったことなどで、義務的経費が前年度（５，７１６，２６５千円）に比べ２５，７４４千円減の 

５，６９０，５２１千円となったことによる。 

投資的経費は１１．１％で、前年度（１４．１％）に比べ３．０ポイント低くなっている。決算額自体が減少していることに加え、その

他の経費が大幅に増加したことにより比率は減少している。 

要因については、普通建設事業費の単独事業費が防災行政無線デジタル化整備事業や小中学校への空調整備などが減となったものの、市

営野球場や図書館改修事業などにより増となっているが、補助事業費が浜の活力再生施設整備事業や市営住宅建設事業の減等により減、県

営事業負担金が県営農地整備事業負担金の減などにより減となったことなどで、投資的経費が前年度（２，０４６，４９０千円）に比べ 

４５，９６４千円減（２．２％減）の２，０００，５２６千円となったことによる。 

その他の経費は５７．２％で、前年度（４６．４％）に比べ１０．８ポイント高くなっている。 

要因については、繰出金は公共下水道事業が地方公営企業法適用となったことにより減少したものの、補助費等が特別定額給付金事業の

ほか、ふるさと納税返礼事業や公共下水道事業の地方公営企業法適用、新型コロナウイルス感染症対策関連事業などの増により増、積立金

がふるさと応援基金積立金等の増により増、物件費がふるさと納税返礼事業や小中学校へのタブレット整備、新型コロナウイルス感染症対

策関連事業などの増により増となったことなどにより、その他の経費が１０，２７５，４２５千円と、前年度（６，７２１，６０５千円）

に比べ３，５５３，８２０千円の増（５２．９％増）となったことによる。 

 

市税の徴収率は９５．８％で、前年度（９５．７％）に比べ０．１ポイント高くなっている。 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における健全化判断比率については、９４ページの第10表「健全化判断比率」のとおりと

なっており、実質赤字比率及び連結実質赤字比率については引き続き該当はなかった。 

 

実質公債費比率（３箇年平均）は９．３％で、前年度（９．９％）に比べ０．６ポイント低くなっている。要因については、比率を求め

る算式の分母となる標準財政規模から算入公債費を差し引いた額が前年度に比べ１７２，８１６千円増加したことに加え、分子について

は、一般会計の元利償還金の額が、これまでの繰上償還の影響などで減となったことや、交付税措置率の高い地方債の活用を図ってきたこ

となどにより、分子全体で２３，０１７千円減少したことによって、単年度の実質公債費比率が８．５％と、前年度（９．２％）に比べ



8 
 

０．７ポイント低くなったことによる。 

 

将来負担比率は２７．７％で、前年度（５６．６％）に比べ２８．９ポイント低くなっている。要因については、実質公債費比率と同様

に比率を求める算式の分母となる標準財政規模から算入公債費を差し引いた額が前年度に比べ１７２，８１６千円増加したことに加え、分

子については、債務負担行為に基づく支出予定額や公営企業債等繰入見込額、退職手当負担見込額、設立法人の負債額等負担見込額の将来

負担額は減少したが、一般会計の地方債の現在高が増加したことで、将来負担額が前年度に比べ９，６１７千円増加しているものの、将来

負担額から差し引かれる充当可能財源等については、充当可能基金がふるさと応援基金の影響で大幅に増加したほか、基準財政需要額算入

見込額も増加したことから１，４７９，０７０千円増加したことで、分子全体として実質的な将来負担額が１，４６９，４５３千円減少し

たことによる。 

しかし個々の数値を見ると、設立法人の負債額等負担見込額は減少しているものの、そのうち枕崎お魚センターは赤字により債務超過額

が拡大しているほか、公営企業債等繰入見込額のうち公共下水道事業の実質繰入見込額は５，９０４千円増加しており、今後とも、公共下

水道事業への負担金などの影響を注視していかなければならない。 

 

このように、令和２年度の本市の財政指数等や健全化判断比率について以前より改善傾向であるものの、県内の他市と比較すると厳しい

財政状況にあることに変わりはなく、第６次総合振興計画や第２期地方創生総合戦略にかかる施策をはじめ重点的に推進する施策を限られ

た財源の中で着実に推進していくためには、義務的経費を中心とした歳出の削減、基金の充実、財源の確保が引き続き不可欠であると言え

る。 

 

令和２年度決算の概要は以上であるが、今後の財政運営に当たっては、社会経済情勢の変化や新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う経

済等への影響など直面する課題、多様な市民ニーズに的確に対応するとともに、少子高齢化の進行等に伴う社会保障関係費の増加や老朽化

等による公共施設の維持管理経費の増加、広域で取り組む新ごみ処理施設の建設に伴う南薩地区衛生管理組合負担金の増加、国民健康保険

事業や公共下水道事業などの他会計への基準外繰出金の対応、第３セクター健全化への対応など中長期的な視点に立って、健全な財政基盤

の確立に一層努力していかなければならない。 
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令和２年度主要施策の成果 

 

決算の概要でも述べてあるとおり、厳しい財政状況の中ではあるが、本市では、「第６次枕崎市総合振興計画」を着実に推進していく

ため、多岐にわたる分野の様々な事業を実施してきた。その主要施策の成果を「第６次枕崎市総合振興計画」の基本構想の６つの柱にそ

って、以下説明する。 

 

第１の柱   生活環境「安全で潤いとやすらぎのあるきれいなまちづくり」 

１ 世代に合わせた快適な住環境づくりの推進 

○公営住宅の維持・改善 

快適な生活が営まれるよう市営住宅の維持管理を行い、良好な住環境の向上に努めた。 （事業費   ７，０９７千円） 

 

亀沢団地３号棟、亀沢団地４号棟の総合的な老朽化対策として長寿命化工事を行った。 （事業費  ４７，９６０千円） 

 

公営住宅長寿命化工事（亀沢団地４号棟、亀沢団地５号棟外壁・屋根）設計業務委託を行った。 （事業費   １，６２８千円） 

 

火之神団地（53年建築）３戸の耐震診断業務委託を行い耐震性を確認した。 （事業費   １，１００千円） 

 

桜山団地（木造）の解体工事を行い用途廃止して住宅の整理を行った。  （事業費   ２，７００千円） 

 

火之神団地の空き家の解体工事を行い団地内の住環境整備に努めた。 （事業費   ９，９００千円） 

 

亀沢団地501号の白蟻被害補修工事を行った。 （事業費   ２，８６０千円） 
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○民間住宅対策の充実 

空き家の有効活用の促進を目的とした枕崎市空き家情報登録制度（空き家バンク）について、市ホームページ及び広報紙での広報

により市民へ周知し利用促進に努めた。また、不動産事業者への協力の呼びかけを行いつつ物件登録依頼や事務手続のサポートを行

ったほか、家財撤去処分に係る補助制度をアピールして登録件数の増を図った。令和２年度は新規登録12件、契約成立10件となり、

累計では登録物件29件で契約成立21件となっている。 （補助金     １００千円） 

 

本市への移住を促進するための条件整備として、令和元年度から開始したⅠターン移住者の住宅確保に係る助成制度について、令

和２年度は７件の相談はあったものの、制度利用の実績はなかった。なお、令和３年度からＵターン移住者も本制度の対象とし、さ

らなる移住しやすい環境の整備に努めることとした。 

また、住宅金融支援機構による住宅資金貸付制度「フラット35 地域活性化型」と提携し、住宅建設及び取得に係る借入利率の優

遇を行うことにより、本市助成制度の利用促進を図った。 

移住希望者に本市の生活を体験してもらう「おためし住宅」及び「移住体験ツアー」については、新型コロナウイルス感染症の影

響を考慮し受け入れを行わなかった。また、例年都市部で開催される移住セミナー及び相談会等についても実施されなかったが、オ

ンラインによる移住セミナーへ参加し、移住を検討する方に対し本市のＰＲを行った。 

 

○都市公園の整備 

市内に点在する各公園のトイレや照明施設等の整備を行い、市民の健康づくりや憩いの場として快適に利用できるように努めた。 

 （事業費   １，４３２千円） 

 

公園施設長寿命化対策支援事業及び都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業により、都市公園の老朽化した運動施設や遊具施設

の更新とトイレのバリアフリー化を実施した。 

 （事業費 １０４，２００千円） 

塩浜公園野球場１塁側ベンチ改築工事（ＲＣ平屋 24.76㎡ Ｗ＝９ｍ Ｂ=3.1ｍ 倉庫 １箇所） 

塩浜公園野球場ベンチ外改築設計業務委託（野球場ベンチ・野球場バックネット改修設計） 
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塩浜公園テニスコートフェンス更新工事（Ｌ＝33ｍ Ｈ＝3ｍ） 

塩浜公園テニスコート改修工事（第４コート Ａ＝583㎡） 

味園公園外遊具更新工事（味園公園 ブランコ付き滑り台 １基）（新町公園 ブランコ付き滑り台 １基） 

（中村公園 シーソー １基） 

台場公園外照明灯更新工事（台場公園 ２基  片平山公園 ２基  塩浜公園 ２基） 

片平山公園展望台改築工事（木造床面積 ９㎡ テーブル １基  ベンチ ２基） 

片平山公園防護柵更新工事（Ｌ＝91ｍ） 

台場公園・瀬戸公園トイレ改修工事設計業務委託（トイレ改修設計） 

台場公園西側トイレ改修工事（多目的トイレ 延床面積 25.55㎡） 

台場公園東側トイレ改修工事（トイレ洋式化 延床面積 19.8㎡） 

瀬戸公園トイレ改修工事（多目的トイレ 延床面積 29.19㎡） 

久保公園トイレ改築工事設計業務委託（トイレ改築設計） 

久保公園トイレ改築工事（多目的トイレ 延床面積 11.82㎡） 

 

２ きれいな水環境の整備 

○浄化槽設置事業の推進 

公共下水道区域外において、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与するため、計67基の浄化槽の設置に対し補助金を交付した。 

また、単独浄化槽から合併処理浄化槽への転換に伴う単独浄化槽の撤去費及び宅内配管に対する費用について、限度額の範囲内で

補助を実施した。 （補助金  ３９，９７８千円） 

・５人槽 51基   ７人槽 13基   10人槽 ３基   計 67基   ・単独撤去 38基  ・宅内配管 42基 

 

水道事業会計への出資金については、片平山配水池更新事業に要する経費など、繰出基準に基づいて出資金を支出した。 

 （出資金  ５８，６００千円） 
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３ 環境にやさしい潤いのある社会の実現 

○地球温暖化防止及び地域エネルギー事業の推進 

太陽光・木質バイオマスなど、地域の再生可能エネルギーを地消し経済の地域内循環を促進するとともに、地域の防災力の強化や

脱炭素社会の実現を目指すため、地域新電力会社を中心とした地域エネルギー事業の推進に取り組むこととした。 

令和２年度は、県の「エネルギーをシェアするまちづくり事業」に参画し、得られた基礎データ等をもとに、令和３年度に本市の

地域エネルギー事業に関するマスタープランを作成するため、国の補助事業の採択に向けた事業計画書を作成し、総務省へ計画書の

事前提出を行った。 

 

○枕崎市環境基本計画の策定 

令和３年度から令和12年度までの10年間の計画として「脱炭素、循環、自然共生」の３つの柱と「安全・安心、生活環境保全、環

境共育」の３つの横串で構成する環境行政のマスタープランである「枕崎市環境基本計画」を環境保全審議会の意見を踏まえ策定し

た。策定にあたり、市民、小・中・高校生、事業者にアンケートを行い計画に反映した。 （事業費     ９９０千円） 

 

○自然環境保全対策の推進 

年間を通じての海岸清掃や６月から７月にかけてウミガメ保護監視員（２名）による保護監視活動を行い、海の豊かさを示す一つ

の指標動物であるウミガメ保護を通じて自然環境保全を推進した。 （事業費     ３８３千円） 

・ウミガメの上陸頭数31頭（産卵４頭） 

 

枕崎市環境保全促進事業により、環境保全活動を推進するとともに住みやすい地域環境づくり及び地域活性化に努めた。環境保全

事業として、森林、河川、海岸等の生物多様性及び環境学習分野で活動を行う２団体に補助金を交付し、環境美化事業では河川、海

岸等の清掃活動を行った３団体に補助金を交付した。 （補助金     ４９０千円） 

 

市単独事業として生活環境保全事業を実施し、ヤンバルトサカヤスデやハチ等の駆除対策、不法投棄防止パトロール及びごみ回収

や各地区のごみ集積所の定期的な清掃等を実施した。 （事業費   ４，９７１千円） 
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市内各地で大量発生しているヤンバルトサカヤスデの駆除剤購入者に対する購入費の２分の１補助を延べ人数４４３名に行った。 

 （補助金     ６５９千円） 

 

海岸線に多く発生する流木などの漂着ごみやプラスチックごみが景観を悪くしていることから、これらを回収し処分を行った。ま

た、ごみの発生抑制対策のための啓発用チラシ11,000枚を作成し市内全戸に配布するとともに、啓発用リーフレットを作成し、環境

体験学習の機会等を利用し活用を図った。 （事業費   １，３８７千円） 

 

○ごみの分別・収集・減量化・再利用対策の推進 

ごみの再資源化による循環型社会の構築を目指し、ごみ分別の徹底とリサイクルを推進するため、日本語、英語、ベトナム語に対

応できるスマホ用アプリ「さんあーる」を導入した。市民のごみに対する意識を高めるため、広報紙の枕エココーナーでごみ減量化

等に関する情報発信を行った。枕エコサポーターを募集するとともに、環境学習の一環として小中学校を対象としたポスターコンク

ールを実施し、入賞作品を市総合文化祭期間中南溟館に掲示するなど啓発に努めた。 （事業費     ２１３千円） 

 

○規制と監視の強化 

水質汚濁を防止するため、市内全域において河川等を含め延べ141回の水質検査を実施するとともに、事業所の排水基準の遵守に

ついて指導を行った。  

・水質検査（延べ回数 河川84回、海域20回、特定事業所等36回、追加検査１回） （事業費     ７７３千円） 

 

悪臭対策として、発生源の事業場敷地境界において臭気検査を実施した。 

・悪臭検査（市内９箇所 延べ回数15回） （事業費     ３３０千円） 

 

○市営墓地の整備 

市営墓地の環境整備を図るため、川路墓地ガードパイプ設置工事及び周辺の草木の伐採等の維持管理作業を実施し、墓参者の利便

性・安全性の向上に努めた。 （事業費   ３，７９４千円） 
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〇南薩地区衛生管理組合（仮称）南薩地区新クリーンセンター施設整備事業 

 令和６年９月運用開始予定の（仮称）南薩地区新クリーンセンター施設整備事業は、施設整備のための土地造成工事が開始され、

施設整備と20年間の施設運用・維持管理を行う事業者がプロポーザル方式にて選定された。 （負担金  ９４，４２０千円） 

 

 

４ 災害に強いまちづくりの推進 

○河川改修と危険箇所の整備 

家屋の浸水被害等を防止し、地域住民の安全を確保するため、県単砂防事業において、土石流危険渓流中洲川の測量設計を実施し、

地元負担金（事業費の10％）を支出した。 

・県単砂防事業負担金（中洲川）  （負担金   １，０００千円） 

豪雨・台風・高潮等の災害に備え、点検結果に基づき深浦排水樋門の老朽箇所の更新を行い、安心・安全の向上に努めた。 

 （事業費   １，８７０千円） 

・排水機場整備事業 

深浦排水樋門水位計取替工事 

 

○自主防災組織の結成促進・育成・充実 

「自助」・「共助」による災害に強い地域の実現を目指し、災害への備えを確立するため、自主防災組織の結成促進に努めた結果、

令和２年度末の自主防災組織の結成数は６組織増え64組織となり、組織率は96.8％（全世帯に対する組織率）となったが、引き続き

未結成地域の結成促進と実効性のある組織づくりに努めていく。 

また、災害発生時における効果的な防災体制の強化を目的とした市総合防災訓練（別府地区）は、新型コロナウイルス感染症拡大

防止のため中止とした。 

自主防災組織の自発的な防災活動等の実施に要する経費に対して補助制度を設け、自主訓練を実施した１団体に補助金を交付した。 

 （補助金      ２０千円） 
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○防災無線戸別受信機設置補助事業 

市民等への防災情報等の伝達強化のため、戸別受信機の普及促進を図ることを目的とした補助制度を設け、申請のあった37公民館

1,522世帯と高齢者等世帯３世帯に補助金を交付した。 （補助金  ２６，７０１千円） 

 

〇漁港海岸保全事業（高潮） 

漁港海岸保全事業により、離岸堤ブロック製作、パラペット嵩上工事を実施した。 （負担金  １２，３２０千円） 

 

 

５ 市民生活の安心・安全の確保 

○道路交通安全施設の整備 

歩行者及び自動車の交通安全を図るため、区画線（中央線・外側線等）や防護柵等の交通安全施設整備を実施した。 

 （事業費   ４，５００千円） 

・交通安全施設設置工事 

区画線（中央線・外側線等）           ８路線  延長 Ｌ＝ 728.6ｍ 

防護柵（ガードレール・転落防止柵等） ８路線   延長 Ｌ＝ 176.8ｍ 

道路反射鏡                         ６路線   ｎ＝７基 

 

○消防体制の強化 

市民の生命と財産を守るため、高機能簡易型指令システムの情報系機器の更新及び屈折はしご車のオーバーホールを行い消防設備

等の維持更新を図るとともに、女性消防士採用に伴い女性専用の仮眠室等を整備した。また、消火栓移設による消防水利の確保及び

消防団小型動力ポンプの更新を実施し装備の充実強化を図った。 

・高機能簡易型指令システム更新事業（３か年計画の１年目） （事業費   ４，９６９千円） 

・屈折はしご車オーバーホール事業 （事業費  ３３，５０４千円） 
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・消防署庁舎等整備事業（女性消防士採用に伴う庁舎改修工事） （事業費  １０，６４７千円） 

・消防団小型動力ポンプ資機材一式更新事業（２組） （事業費   ４，７５２千円） 

・消火栓設置費負担金（消火栓移設２基） （負担金   １，１７３千円） 

 

○防犯体制の確立 

地域の安全を確保するため20公民館の防犯灯設置（20基）に対し補助金を交付するとともに、防犯灯の維持費として73公民館に対

し助成を行い、明るく住みよい安全なまちづくりを推進した。 （補助金   １，２４８千円） 

 

また、台風第10号により、照明器具の破損、鋼管柱が倒れるなどの被害があり、取替等が必要なことから申請のあった23公民館に

対し補助金を交付した。 （補助金     ８２７千円） 

・照明器具 22公民館（54箇所） 鋼管柱 ３公民館（３箇所） 

 

○防犯活動の推進・広報 

地域の安全・安心を確保するため、地域安全運動等を通じ関係機関と連携協力し、市民に対し防犯意識の啓発を図り、各種犯罪・

事故の未然防止に努めた。 

 

○交通・地域安全活動の推進・広報 

地域の安全・安心を確保するため、交通・地域安全運動等を通じ関係機関及び団体と連携を図り、街頭指導や街頭キャンペーンの

実施やチラシ配布・防災行政無線等での広報により啓発活動を積極的に推進し、市民に対して交通事故防止と各種犯罪被害防止の徹

底に努めた。 

 

○空き家等の適正管理の推進 

市民の日常生活における安全・安心を確保する目的で、枕崎市危険空家等解体撤去事業補助金により、20棟が解体撤去された。 

 （補助金   ５，２６２千円） 
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空き家等の状態に起因して、人の生命・身体又は財産に危害が及ぶことを回避するため、延べ７棟の危険空家等に対し緊急安全措

置を行った。 （事業費   １，２８８千円） 

 

○消費生活保護施策の推進 

国の消費者行政が充実される中、本市においても、消費者行政活性化事業を活用して、消費生活相談窓口の機能強化・環境整備を

図るとともに、消費生活相談員がより専門的な知識を習得するための研修・啓発事業など、消費生活相談業務の強化に取り組み、多

様化する消費者トラブルから市民を守るため、市民の消費生活に関する相談、苦情について速やかに対処するとともに、広報紙等を

活用して消費者問題に関する情報提供や周知を図った。 （事業費   ２，００７千円） 

 

 

第２の柱   都市基盤「快適で便利なコンパクトなまちづくり」 

１ 社会的責任に基づく計画的な土地利用の推進 

○適正な土地利用の誘導 

大規模な土地売買、開発行為における市や県への届出、許可申請により、市民の環境保全に関する責務を明らかにするとともに、

調和の取れた開発及び総合的かつ計画的な土地利用を図ることを目的として、市民に対し広報紙等により土地売買、開発行為に関す

る様々な法令等の情報提供を行った。 （事業費      ６６千円） 

 

 

３ 交通ネットワークの整備 

○幹線道路の整備 

立神通線において、交通の円滑化と安全性を図り、住環境の質的向上や市民生活の利便性を向上させるため、道路整備を実施した。

本路線事業については、平成26年度から始まり今年度で完了となった。 （事業費  ２２，２８７千円） 

・歩道改築 Ｌ＝61m 
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立神通線道路改築工事                   ７，０００千円 

立神通線建物等調査業務委託（令和元年度繰越明許費分）    ７１５千円 

立神通線公有財産購入費（令和元年度繰越明許費分）      ６４２千円 

立神通線補償補填及び賠償金（令和元年度繰越明許費分） １３，９３０千円 

 

〇駅前広場駐輪場の整備 

駅前広場に駐輪場を設置し、利用者の利便性向上を図った。 （事業費     ９３５千円） 

 

○生活道路の整備と管理の充実 

市道の現況は、令和２年度末で路線数1,108線、延長Ｌ＝483.5kmで、舗装率88.2％、改良率63.3％となっている。 

市道整備については、日常生活に密着した路線において、路面の維持補修や側溝改修（蓋版設置等を含む）などを行った。 

また、過疎計画に基づいて計画的に道路の改良及び舗装工事等を実施した。 

・道路維持補修工事費 （事業費  ４８，０００千円） 

舗装補修            11路線 Ｌ＝ 544.1ｍ 

側溝改修（蓋版設置等を含む。）  42路線 Ｌ＝1,319.2ｍ 

交通安全施設（転落防止柵）    ３路線 Ｌ＝  98.3ｍ 

・市道整備事業（過疎）  （事業費  ８０，０００千円） 

  測量設計業務委託        １路線 Ｌ＝  100.0ｍ 

改良舗装工事          ８路線 Ｌ＝1,614.4ｍ 

 

市道の維持管理については、日頃の道路作業員による維持・保守とともに、シルバー人材センター及び公民館への委託による雑草

伐採などにより市道の安全対策と美観保持に努めた｡ （事業費  ２８，３７８千円） 

・市道維持管理業務（道路作業員、管理委託）  
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生活用道路の整備を促進するため、地区道路の舗装等を実施した７地区に対して補助金を交付した。 

 （補助金   １，５２８千円） 

・地区道路舗装等 ７地区 舗装工事 Ｌ＝19.0ｍ 排水路工事 Ｌ＝13.0ｍ 改修工事 Ｌ＝ 86.7ｍ  

 

防災・安全交付金事業により、街路3･6･15号線、街路４号線、街路104の1号線、及び小江平木場線外の道路改良事業と神浦木浦線

の測量設計業務委託を実施した。 

 （事業費  ９８，０７９千円） 

・街路3･6･15号線道路改良事業             一式  １３，９１２千円 

  道路改良工事 

・街路４号線道路改良事業               一式  ２８，４３０千円 

  道路改良工事 

・街路104の1号線道路改良事業             一式   ７，４８７千円 

  道路改良工事 

・小江平木場線外道路改良事業（冠水対策）       一式  ４２，７９９千円 

  送水管移設補償・道路改良工事 

・神浦木浦線道路改良事業               一式   ５，４５１千円 

  測量設計業務委託 

 

防災・安全交付金事業により、木口屋金山線の測量設計業務委託と若葉篭原線の法面変状対策工事を実施した。 

 （事業費  ６１，３３８千円） 

・木口屋金山線法面変状対策測量設計業務委託           ４，９６０千円 

・若葉篭原線法面変状対策工事                 ２６，３７８千円 

・若葉篭原線法面変状対策工事（令和元年度繰越明許費分）    ３０，０００千円 
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防災・安全交付金事業により、市道の橋りょう長寿命化修繕計画における、橋梁詳細点検、現場技術支援業務委託と、馬追橋外４

橋（竹中橋・二本木橋・円妙ヶ堀橋・瀧ノ下橋）の補修工事を実施した。 

 （事業費  ６３，０４４千円） 

・橋梁詳細点検業務委託（16橋）                      ６，９２５千円 

・橋梁補修技術支援業務委託（馬追橋外４橋）             ２，７６１千円 

・橋梁補修工事（馬追橋外４橋）                              ５３，３５８千円 

 

○バス交通網対策の充実 

市民の生活にとって必要不可欠なバス路線の運行の維持を図り、もって地域住民の福祉向上を確保するため、バス路線事業者に対

して補助金を交付した。 

また、バス事業者や県・関係自治体と連携を図りながら、廃止代替バスによる空港バス運行継続など、住民への影響を極力抑えた

利便性の高い交通手段の確保に取り組んだ。 （補助金  １４，０１０千円） 

 

○地域公共交通網対策の充実 

新たな地域公共交通網システムの構築に向け、九州運輸局鹿児島運輸支局と協議を重ねながら、本市の地域公共交通のマスタープ

ランとなる「地域公共交通計画」を策定するための「地域公共交通活性化協議会」を令和３年度に設立することとし、協議会設立に

向けた事前準備を行った。 

 

○ＪＲ利用喚起対策の充実 

指宿枕崎線輸送強化促進期成会の会長市として沿線市の要望事項を取りまとめ、ＪＲ九州本社及び鹿児島支社に対し、ＪＲ指宿枕

崎線の維持及び利便性向上等について要望活動を行った。また、鹿児島県鉄道整備促進協議会においても、県内鉄道沿線自治体及び

県と一体となってＪＲ九州への要望活動を行った。 （負担金      ５９千円） 

 

また、指宿枕崎線輸送強化促進期成会に設置された「指宿～枕崎線区」の利用促進に関する検討会では、ＪＲ、九州運輸局、県、
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期成会構成市と協議を重ね、具体的な利用促進策の検討を行った。 

市内の保育園等が実施する同区間を利用した社会見学活動に対して、乗車運賃の一部に補助を行う助成制度については、新型コロ

ナウイルス感染拡大防止のため積極的な勧奨は行わなかった結果、制度の利用実績はなかった。 

 

 

４ 高度な情報通信機能の整備 

○行政情報化の推進 

従来の対面型の会議・打合せの形態を、リモート非対面型に変えていくことで、感染症リスクの低減と、感染症発生下における業

務の維持・継続を図るとともに、時間の有効活用などによる業務生産性の向上を図るため、本庁舎及び出先機関に無線ＬＡＮアクセ

スポイント及びタブレット端末の整備を行った。 （事業費  １８，１２１千円） 

 

鹿児島県内において、同一の住民情報システムを利用している６市（鹿屋市・日置市・霧島市・伊佐市・姶良市・枕崎市）が共同

利用できる自治体クラウドを構築するため、機能・帳票様式の統一化・外部インターフェース設計や共同アウトソーシングにかかる

設計業務を委託し、住民情報システムの標準化や運用コスト削減について調査分析を行った。 （事業費   ４，２９０千円） 

 

第３の柱   産業経済「人と物が交流し、活力みなぎるまちづくり」 

１ 地域経済を牽引する水産業・水産加工業の振興 

○漁港機能の整備・充実 

広域漁港整備事業（特定）により、－９ｍ岸壁新設と－９ｍ泊地の整備を実施した。 （負担金  ２７，５１０千円） 

 

水産基盤機能保全事業により、白沢津漁港－１．５泊地の浚渫工事の実施に伴い、地元負担金を支出した。 

 （負担金   ３，８００千円） 

 

○水産加工業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業 
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輸出先のニーズに対応したＨＡＣＣＰ等の基準を満たすため、食品製造事業者等の施設の改修及び新設、機器の整備に必要な経費

を支援した。ＫＴＭ株式会社がロイン加工工場を新規で整備、株式会社ＭＲＣがカツオ節加工場を新規で整備した。（令和元年度繰

越明許費分） （補助金 ３５９，４３６千円） 

 

〇海外への農林水産物・食品の輸出のための機材整備 

新型コロナウイルス感染症の影響により毀損した輸出商流の維持・確保、海外ニーズの変化や仕向先転換に対応するため、必要な

施設の整備や機器の導入に必要な費用を支援した。枕崎市漁業協同組合が真空包装機１基、株式会社枕崎市かつお公社がハイブリッ

ドピストン充填機１基、小型トラックバン保冷１台、脱水ロール機１基、整形コンベア１基の整備を支援した。  

（補助金 ２４，３７２千円） 

 

○外来船誘致対策事業 

令和２年の水揚量は、輸入カツオを含め、数量で79,710ｔ、金額では12,562,451千円となった。 

枕崎漁港の水揚げの大半を占める海外まき網船や大中型まき網船等の積極的な誘致に努めた結果、外来船の水揚数量は69,340ｔで、

総水揚量の87％に達し、水揚金額については10,960,102千円で、総水揚金額の87％を占めるに至った。 

海外まき網船については、本船・運搬船の転載分を含め56隻が水揚し、水揚量43,199ｔ、水揚金額8,167,699千円で、前年と比べ

水揚量は7,627ｔ、金額では1,786,991千円下回った。 

輸入カツオ船は、12隻入港し、水揚量は2,957ｔで、前年を547ｔ下回った。 

大中型まき網船は、940隻入港し、水揚量30,387ｔ、水揚金額2,928,726千円で、前年と比べ水揚量は1,250ｔ上回ったものの、水

揚金額では95,274千円下回った。 （事業費     ９６３千円） 

 

○加工用原魚安定確保対策の推進 

令和２年の節類総生産量は15,594ｔで、新型コロナウイルスの感染拡大による外食産業の落ち込み等の影響で前年に比べ2,109ｔ

の減となった。また、かつお節加工用原魚の枕崎漁港調達量は23,614ｔで、前年に比べ7.7％の減となり、かつお節加工用原魚処理

量の38.5％を占めた。 
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○後継者対策の推進 

漁業及び水産加工業に新たに従事した者８名に産業後継者育成奨励金を交付し、後継者の育成・確保に努めた。  

 （事業費     ８００千円） 

 

○海外漁場の確保 

他国の200カイリ漁業水域で操業するために要する経費に対し、200カイリ対策費（入漁料）として助成し、本市の基幹産業である

遠洋カツオ一本釣り漁業の経営安定化に努めた。 （補助金   ６，０２０千円） 

 

○資源管理型漁業の推進 

沿岸水域の資源を維持して沿岸漁業の振興を図るため、イセエビの放流、ヒラメの種苗放流、イカ柴投入事業を実施した。 

 （事業費     ５９８千円） 

水産多面的機能発揮対策支援事業により、沿岸漁場における藻場保全のためトサカノリの母藻投入やモニタリング調査を実施する

とともに、サンゴ礁の保全のためのオニヒトデ駆除を行うなど、資源管理型漁業の推進に努めた。また、海岸の漂流・漂着物処理を

行った。 （負担金     ８９８千円） 

 

○多面的な販路の拡大及び消費拡大・魚食普及の推進 

・枕崎地域ブランドである「枕崎ぶえん鰹（かつお）」の販路拡大に向け枕崎市かつお鮮魚販路対策協会を中心に試食、宣伝等を

行った。 

・本市の基幹産業であるカツオ一本釣りなど、漁業に対する理解を深めるとともに魚食普及を図るため、枕崎市漁業協同組合と枕

崎市かつお鮮魚販路対策協会が、市内の小学校５年生を対象に社会科の実地授業として漁業の座学やかつお加工品のカツオフレー

ク、かつお角煮の試食を実施した。 

・お魚センターで「かつお料理教室」を開催し、家庭における魚の消費拡大と魚食普及に努めた。 

・「第13回枕崎ぶえん鰹スタンプラリー」を開催し、市内外の人々に市内の飲食店でかつお料理を味わってもらう機会の拡大にも
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努めた。 （負担金   １，９００千円） 

 

・さつま鰹節の消費拡大と販路拡大を図るため、さつま鰹節協会で県内外の各種イベントにおいて、削り節製品の無料配布等を実

施した。また、若者への味の伝承とかつお節の宣伝普及を目的に、学校給食用かつお節購入経費助成事業や県内の調理師、栄養士

等の養成施設のある大学等を訪問し、かつお節の無償提供事業を実施するとともに、地域ブランドである「枕崎鰹節」のＰＲと販

売促進にも努めた。 （負担金     ８５０千円） 

 

・枕崎の豊富な食材を活用した市民の取組と連動しながら、今後の枕崎の地域振興や観光資源開発を目的とした「食のまちづくり」

の取組として、引き続き毎月24日を「ふしの日」、11月24日を「いいふしの日」として、ＰＲ活動などを行い、本市のイメージア

ップに努めた。 

 

２ 地域に根ざした農林業の振興 

○農業生産基盤の整備 

県営畑地帯総合整備事業（担い手支援型）南薩地区により、南薩畑かんの県営造成施設の更新事業を行った。 

・給水栓更新122箇所、制水弁等更新12箇所、埋設管移設工 Ｌ＝693ｍ （負担金   ６，０００千円） 

県営農地整備事業（通作・畑網）山口地区により、未舗装道路の整備を行った。 

・道路整備  Ｌ＝984ｍ （負担金   ８，６００千円） 

県営農地整備事業（通作・保全）枕崎１期地区により、旧広域農道の法面補修を行った。 

・法面補修工 一式 （負担金  １６，８３５千円） 

 

県営農業水路等長寿命化・防災減災事業（南薩(基)１期地区・２期地区）により、南薩畑地かんがい事業で整備された水管理シス

テムの更新事業を行った。 

・システム更新（工事）一式 （負担金   １，５０６千円） 
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県営農業水路等長寿命化・防災減災事業（中島ため池地区）により、２号取水ゲートの修繕を行った。 

・取水ゲート補修（工事）一基 （負担金     ６００千円） 

 

多面的機能支払交付金事業により、農地や水路、農道などの農業用施設を保全管理する活動と農村環境の向上に資する活動及び農

業用施設の長寿命化を図る活動を支援した。 （交付金  ２６，９３２千円） 

 

○農地の有効活用 

市内全域の農地を対象に農地利用状況調査を実施し、農地基本台帳及び地図情報システムに調査結果を記録した。 

また、遊休農地の所有者に対する利用意向調査の実施や、担い手への農用地の利用集積を促進した。  

 （事業費   ２，９０６千円） 

 

今後の「人と農地の問題」について、地域の農業事情や農業者の意向を踏まえて、課題解決に向けた人・農地プランの更新を行う

ため、１地区で農業者と語る会を開催してプランの更新を行った。 （事業費     ３９７千円） 

 

農地中間管理事業の業務を受託し、担い手へ２６．２２haの農地の集積を行い、機構集積協力金・経営転換協力金を交付した。 

 （交付金   ４，２６９千円） 

 

○観光地景勝林の保全 

南薩地域観光地周辺等環境整備事業（地域振興推進事業）を活用し、火之神公園他の松くい虫防除対策として枯損松の伐倒駆除

（シロアリ駆除）を行った。 （事業費     ３８５千円） 

 

○ 森林環境譲与税の活用 

妙見の森に県産材を利用した木製防護柵を設置した。 （事業費   １，３１４千円） 
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林道新設事業として、大谷山内ケ谷線の事前調査業務委託を実施した。 （事業費   ５，５００千円） 

 

森林の有する公益的機能の維持増進を図るため、森林整備及びその促進に関する施策を実施した。 

 （事業費     ９４８千円） 

 

○ゆとりある経営体の育成 

農業次世代人材投資事業（旧:青年就農給付金事業）により、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、経営が不安定な

就農直後（５年以内）の所得を確保する給付金を６名に給付した。 （給付金  １０，４２１千円） 

 

農業後継者育成対策事業により、農業次世代人材投資事業の対象とならない農業後継者の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るた

め、１年間の就農支援金を給付した。 （補助金   ４，８００千円） 

 

収入保険制度加入助成事業により、農業者の安定した経営を支援する目的で、制度に加入した農業者に対して掛捨て保険料の一部

を助成した。 （補助金     ８７９千円） 

 

○産地生産基盤パワーアップ事業基金事業（土づくりの展開の取り組み） 

  さつまいも基腐病対策として、適正に堆肥を散布することで土の団粒化を促し、保水・排水性を高め、病害が発生しにくい土壌環

境をつくることに努めた。 （補助金   ６，５７６千円） 

 

○枕崎さえみどりＰＲ事業 

   茶業協議会に対して、ふるさと納税の返礼品のおまけとして同封する一煎パックや返礼品用100グラムパックの作成経費の半額を

補助した。 （補助金     １７４千円） 

 

〇ＡＳＦ侵入防止対策事業（令和元年度繰越明許費分） 
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アフリカ豚コレラ侵入防止のための、養豚場内への野生イノシシの侵入防止対策を行った。 （補助金   １，５８５千円） 

 

 

３ 豊かな暮らしと地域社会を支える商工業の振興 

○商店街の整備及び商店経営の近代化促進 

商工会議所が実施する、中小企業の経営基盤の充実・強化を図るための経営相談、国・県・市の公的融資制度のあっせん、商工業

者に対する情報提供のための諸調査及び各種技能検定試験等に対して補助金を交付した。 （補助金   １，９００千円） 

 

○魅力的な商店街の形成 

地域に根差した起業者等を支援するとともに、人口減少と高齢化・後継者不足等を背景に衰退・空洞化が進む商店街等の賑わいの

創出と活性化を図るため、お魚センター内の空き店舗で新たに事業を実施する者に対し補助金を交付した。 

（補助金   ３，３１２千円） 

 

市街地における魅力ある商店街づくり及び商工業の振興を推進し、まちの創生に資するため、市街地に新たに店舗等を出店する者

に対し補助金を交付した。 （補助金   ３，３３２千円） 

 

また、通り会の発展及び活力あるまちづくりの推進を目的とする「枕崎市通り会連合会」の活動を支援し、「Show-１グルメグラ

ンプリ」で数多くの市民の協力によりグランプリを獲得した「枕崎鰹船人めし」、「枕崎鰹大トロ丼」、「枕崎昆鰹出汁愛鍋」など

のご当地グルメによる商店街及び通り会の活性化に努めた。 

 

明るいまちづくりを推進するため、10通り会に街路灯維持費の補助を行い、魅力ある商店街づくりに努めた。 

 （補助金     ２４７千円） 

 

○融資制度の充実 
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県中小企業団体中央会が実施する中小企業に対する経営指導、経営等に関する情報及び資料の提供事業に対し補助金を交付した。 

 （補助金      ９０千円） 

 

中小企業者の経営の安定強化に必要な資金の確保を図るため、中小企業振興資金の融資のための預託を行い中小企業の健全な振興

発展を図るとともに利用の促進にも努めた。 （預託金  ５０，０００千円） 

 

○地域産業の育成・振興 

特産品の効果的な宣伝・紹介や販路拡大、商品開発や品質向上及び情報の収集・提供など、各事業に積極的に取り組む県特産品協

会との連携の強化を図った。 （負担金      ６２千円） 

 

かつお節や緑茶をはじめとした農水産加工品等の本市が誇る地場産品を「枕崎ブランド」として、国内催事等での販促活動や国外

での物産展を開催することで、本市及び地場産品の認知度・イメージ向上を図り「枕崎ブランド」の確立・強化を図った。 

 （事業費   ９，９６７千円） 

 

「枕崎鰹船人めし」等の全国展開等を実施するとともに、外国人向けの多言語メニュー等を作成することで「食のまち枕崎」の魅

力発信を行った。 （補助金   １，１１０千円） 

 

○金融対策の充実 

市内商工業者の経営安定並びに商工業の育成及び振興のため、事業資金の借入者に対し補助金を交付した。 

 （補助金     １３５千円） 

 

○誘致活動と人材確保 

雇用拡大や、若者の定住促進のため、かごしま企業家交流協会が主催する研修会等に参加し、企業誘致関係情報の発信や本市のＰ

Ｒなど企業誘致活動を行った。 （事業費     １７０千円） 
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産・学・官一体となった若者定住育成協議会では、市内及び近隣市の高校生を対象とした企業訪問を実施し地元企業への就職を促

進したほか、新卒者等を対象にビジネスマナー研修の開催など、交流の場を設けることにより、本市への定住に向けた取組を行った。

 （負担金     ２９６千円） 

 

地域経済の発展及び雇用機会の拡大に資した臨空工業団地への進出企業に対し、補助金を交付した。 

 （補助金  ２６，２８０千円） 

 

 

４ 雇用環境と就業環境の充実 

○就業機会の拡充 

新卒者の地元企業への就職を促進するための支援や、職業安定所及び若者定住育成協議会と連携を図り、企業訪問や情報の収集に

努めた。 

 

○勤労者福祉の向上・促進及び余暇活動の推進 

働く青少年の健全な余暇利用の場として４種の教養講座を開講して人間性豊かな勤労青少年の育成に努めた。 

 （事業費     ４２６千円） 

 

若者等の定着につながる就労環境や女性就労者の環境改善に取り組む事業所に補助金を交付した。 

 （事業費     １０２千円） 

 

○高齢者等が働きやすい環境づくり 

健康で働く意欲のある高齢者に対して短期的な就労を提供することによって、自らの生きがいを充足させ、社会参加を通じて福祉

の向上を図るため、シルバー人材センターに対して運営費の補助を行った。また、休耕農地の再生・解消を図る事業を展開すること
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により、高齢者の就労機会の維持・拡大を図り、地域社会の発展への貢献につなげるため、平成30年度から実施した地域就業機会創

出・拡大事業（緑のリサイクルによる休耕農地再生事業）を引き続き支援した。 （補助金  １１，１６４千円） 

 

○雇用環境の充実 

外国人技能実習生をはじめとした多様な人材が参加・活躍できる社会の実現への取組の一環として、水産業や水産加工業、農業等

に従事する市内在住の外国人を対象とした日本語講座の開催を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響で実施することが

できなかった。 

 

５ 地域の魅力を増幅する観光の振興と地域間交流 

○観光・リゾート計画の推進 

火之神公園プールの建物の補修、流水プール埋設配管修繕工事を行い、火之神公園の魅力度向上を図った。 

 （事業費   ５，１８８千円） 

 

枕崎市・南九州市・南さつま市・日置市・いちき串木野市等で構成する薩摩半島観光振興協議会において、薩摩半島のあらゆる資

源を活用した観光振興を図ることを目的として、広報紙への構成市の観光施設等の掲載、ユニバーサルツーリズム事業を実施した。 

 （負担金     １１８千円） 

 

県や県観光連盟・市町村・観光関係団体等と連携し、かごしまの豊富な観光資源やイベント、観光の魅力等を広く全国に紹介する

県総合観光ガイドブックの作成を行った。 （負担金     １００千円） 

 

○体験型観光、産業観光の振興 

本市の観光拠点施設である枕崎お魚センターにおいて、国内外の観光客向け事業として、体験型観光の目玉である「カツオわら焼

き体験」ＰＲ強化に加えて、お魚センター起点の周遊パンフレットの作成、イベントを企画・実施し観光客の誘客や満足度向上を図

った。 （事業費   ７，６６４千円） 
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○観光基盤・施設の整備・活用 

枕崎駅前観光案内所の管理運営については、指定管理者である市観光協会と協力して行った。また、観光ボランティアガイドの観

光案内やおもてなしなどの活動も継続して実施した。 （事業費   ２，８５２千円） 

 

海岸通りにあるプロムナードのＬＥＤ化を行った。 （事業費   ２，３７６千円） 

 

○観光資源・ルートの開発 

県や県観光連盟を中心とした、国内外からの観光客誘致とともに県内での滞在日数を増やし交流人口の拡大を図ることを目標とし

た県観光振興策の中で、効果的な誘客活動につながる観光地づくりや新しい観光資源の発掘及び商品化に向けた体制づくりに積極的

に取り組んだ。 （負担金     １１４千円） 

 

○観光ＰＲ活動の強化 

枕崎駅舎や火之神公園等の観光関連施設、本市の地場産品、イベントのＰＲ活動及び観光誘致活動として、特産品販売、かつおパ

ックや焼酎などの振る舞い等のキャンペーン実施や観光の情報発信を推進する市観光協会に対して補助金を交付した。 

 （補助金   ７，３４０千円） 

 

○各種イベントの取組 

本市最大のまつり、さつま黒潮「きばらん海」枕崎港まつりは新型コロナウイルス感染症の影響のため中止となったが、神事、Ｆ

Ｍでの「ラジオできばらん海」は実施した。 （負担金     ５４０千円） 

 

例年、地場産業振興の中核施設として地場産品の販路拡大など大きな役割を果たしている地場産業振興センターが実施する「こど

もの日かつおまつり」等のイベントに対して支援を行っているが、新型コロナウイルス感染症の影響で「こどもの日かつおまつり」

をはじめ、ほとんどのイベントが中止となった。 
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南薩４市（枕崎市・南さつま市・南九州市・指宿市）が連携し、消費者、生産者、商工業者等の相互交流を深めることで賑わいの

場の創出と地域活性化を図ることを目的に、各市で開催されるイベントの相互出店及び鹿児島市内の商業施設において「食」に関す

るイベントの開催を計画したが、新型コロナウイルス感染症の影響でいずれも中止となった。 （負担金       １千円） 

 

○ふるさと枕崎会や他地域との連携・ＰＲ活動 

ふるさとの観光・物産の素晴らしさを関西に広くアピールできる「関西かごしまファンデー」に関係団体と連携して出展し、観光

ＰＲを含めた本市の食と物産品の知名度アップを図っているが、新型コロナウイルス感染症の影響で「関西かごしまファンデー」は

中止となった。 

 

平成26年５月に発足したコンカツプロジェクト協議会では例年、稚内市との交流事業等を実施し、観光振興・商業振興を図る取組

を行っているが、新型コロナウイルス感染症の影響で事業規模を大幅に縮小する中、通年開催のコンカツスタンプラリー等を実施し

た。  

 

〇かつおのぼり掲揚場整備事業 

地域振興推進事業を活用し、県内外からの観光客に対し枕崎鰹節の周知を図るためのシンボルとなる掲揚施設を整備した。 

（事業費   ６，５７２千円） 

 

 

第４の柱   健康・福祉「健康ですべての人々にやさしいまちづくり」 

１ 生涯を通じた健康づくりの推進 

○健康づくりに対する意識の高揚 

健康づくり推進事業として、ヨガ体験事業とさわやかウォーキングを計画したが、新型コロナウイルス感染症対策により中止とな

った。 
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鹿児島大学病院及び枕崎市医師会と共同で、高血圧対策事業として令和元年度から３か年計画で「高血圧ゼロの街 枕崎」プロジ

ェクトを立ち上げた。２年目の事業は市内２高校での血圧測定や、枕崎高校文化祭を利用した高血圧予防の健康教育講演などを計画

したが、新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴い中止となった。コロナ禍でも実施できる事業を考え、市立病院の医師に講師を依

頼し、市職員を対象に高血圧講演会を実施した。その後、撤去した血圧計を有効活用するために職員に２週間血圧計を貸し出し、血

圧測定を実施した。また、市内の医療機関に勤める看護師２名に対して療養指導士資格取得補助を行った。 

 （事業費   ２，３８２千円） 

 

○健康づくり推進体制の強化 

保健推進員を通じて、市民の健康の保持や増進を図るため、健康診査受診票や「健康しおり」を配布して各種健診の受診勧奨に努

めた。 （事業費   ２，３９６千円） 

 

食生活改善推進員連絡協議会では、25人の推進員が延べ1,444人に対して、食生活改善に関する正しい考え方や知識の普及など、

食育の推進に努めた。 （補助金     ５２１千円） 

 

庁内関係者で構成する「枕崎市いのち支える推進本部」会議を開催し、コロナ禍における自殺の実態等について情報共有を行った。 

市内の関係者で構成する「自殺対策連絡協議会」は書面開催とした。自殺対策計画に基づき、枕崎小学校６年生の児童に対して

「ＳＯＳの出し方講座」を実施し、引き続きその保護者等に対して「ＳＯＳの受け止め方講座」を実施した。こころの不調や引きこ

もりなどで困っている本人及びその家族を対象に、こころの健康相談会を実施した。 （事業費     ２０６千円） 

 

市民の健康づくりや生きがい対策事業については、関係各課と連携し、健康づくり全般に関わる内容の健康教育を行った。 

 

○利用しやすい健診業務等の推進 

40歳以上（子宮頸がん検診は20歳以上）を対象として各種検診を実施し、がん・心臓病・脳卒中などの生活習慣病の早期発見に努
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めた。 （事業費  １８，８７７千円） 

・がん検診については、胃がん・肺がん・子宮頸がん・大腸がん・乳がんの検診を延べ5,257人に実施した。また、特定の年齢に

達した方に対して、子宮頸がん、乳がんの無料クーポン券を送付し、受診勧奨を図った。 

（クーポン券事業対象者170人 受診者22人 受診率12.9％） 

またセット健診時に腹部超音波検診を実施し、1,206人の受診があった。 

・長寿健診については、261人の受診があった。 

・肝炎ウイルス検診については、33人が受診した。 

 

定期予防接種については、乳幼児から児童生徒を対象に、麻しん及び風しん・四種混合（百日咳・ジフテリア・破傷風・不活化ポ

リオ）・二種混合（ジフテリア・破傷風）・日本脳炎・Ｂ型肝炎・ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がん・水痘・ロタウイルスの各予

防接種を延べ2,629人に実施した。65歳以上の方を対象としたインフルエンザ予防接種と成人用肺炎球菌予防接種については、接種

費用の助成を行い、6,375人が予防接種を受けた。 （事業費  ３９，９０９千円） 

 

子育て支援及び感染の予防と感染症の重症化の予防のために、任意予防接種としてロタウイルス予防接種の接種費用の一部を助成

し、延べ153人が接種を行った。 （事業費   １，１７０千円） 

 

子育て支援及び感染の予防と感染症の重症化の予防のために、任意予防接種としてインフルエンザ予防接種の接種費用の一部を助

成し、延べ1,599人が接種を行った。 （事業費   １，７２２千円） 

 

結核予防については、乳幼児に対してＢＣＧを接種し、65歳以上に対してはレントゲン検診を行った。 

（実施者1,151人） （事業費     ４０８千円） 

 

○健診結果等の効果的な活用 

セット健診等の結果については、医療を要する対象者の発見と医療機関の受診勧奨を行うとともに、栄養や運動等に関する保健指



35 

 

 

導を実施し、健康管理に関する意識の向上に努めた。 

 

○対象者別の保健サービスの展開 

むし歯や歯周病の予防管理、健康寿命を延ばすことを目標に、乳幼児から高齢者に至るまでの全年齢層に対する歯の健康づくりに

努めた。（８０２０運動の推進） （事業費      ８９千円） 

・むし歯の多発期にある保育園・幼稚園児等や小学生の55人に対して、巡回歯科衛生指導を実施した。 

・一般成人については、平成27年度から歯周疾患検診を協力歯科医院へ委託して実施し、174人が受診した。また、成人ブラッシ

ング相談は毎週火曜日に実施する計画であったが新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

 

 

２ 質の高い医療サービスの充実 

○救急医療に対する理解と協力の促進 

集団献血については、青年会議所や市内各団体の協力により年８回実施し、413人が献血を行った。 

献血思想の普及と献血者の組織化を図るとともに、献血制度の適正な運営を確保するため、枕崎市献血推進懇話会を設立した。 

 

○救急医療・休日診療体制の充実 

休日や夜間の救急医療等については、救急医療施設運営事業（在宅当番医制、病院群輪番制）を実施して対応した。 

 （事業費  １１，３２２千円） 

 

市立病院への負担金については、不採算地区病院の運営に要する経費など、繰出基準に基づいて負担金を支出した。 

 （負担金 １３０，３１２千円） 

 

○国民健康保険の健全な財政運営 

国民健康保険事業の健全な財政運営のため、国民健康保険特別会計に対して保険基盤安定制度負担金をはじめとする国の国民健康
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保険繰出金通知に基づく繰出金を支出した。 （事業費 ２３８，８３６千円） 

また、財源不足に対応するため、次の法定外の繰出金を支出した。 

・国民健康保険特別会計財源不足分 （事業費 １３０，０００千円） 

 

○後期高齢者医療制度の円滑な運営 

高齢者が安心して医療を受けることができるように、後期高齢者医療制度の円滑な運営のため、広域連合への負担金の支出や後期

高齢者医療特別会計に対して基盤安定制度負担金等の繰出金を支出した。 （事業費 ５３０，２０９千円） 

 

 

４ 安心して子どもを生み育てられる環境づくり 

○多様な保育サービスの提供 

多様化する保育ニーズにきめ細かに対応できるよう、特別保育事業や学童保育及び病児・病後児保育等の多様な保育サービスを実

施するとともに、県の多子世帯保育料等軽減事業と併せて本市独自により保育料の負担軽減に努めるなど保育環境の整備及び保育内

容の充実を図った。 

また、令和元年10月に開始された幼児教育・保育の無償化により、３歳以上の保育認定子ども及び教育認定子ども並びに３歳未満

の住民税非課税世帯の保育認定子どもの利用者負担額を無償とした。併せて、低所得世帯（年収360万円未満相当）及び第３子以降

の子どもについては、副食費の負担を免除した。 

子育てのための施設等利用給付事業として、一時預かり事業利用者の利用費を償還払いした。 

 （事業費  ６０，６１５千円） 

・保育料の軽減                               事業費   ８，２３３千円 

・保育所地域活動事業補助                   （１保育園） 補助金     ７５７千円 

・延長保育促進事業補助            （５保育園・２認定こども園） 補助金   ２，１００千円 

・児童クラブ設置育成事業                （４法人６クラブ） 事業費  ３２，９２９千円 

・病児・病後児保育事業補助                   （２施設） 補助金  １３，９５３千円 
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・一時預かり（幼稚園型）事業              （２認定こども園） 補助金   ２，５１８千円 

・子育てのための施設等利用給付事業（一時預かり事業）            事業費     １２５千円 

 

○地域による子育て支援の強化 

地域全体で子育てを支援するため、子育て中の家庭が抱える育児の悩み・不安に関する相談や子育てに関する保護者間の情報交換

の場として、社会福祉法人立神福祉会に委託し「地域子育て支援センター」事業を実施した。 

また、仕事と家庭の両立や児童福祉の向上を支援するため、育児の援助を受けることを希望する者と育児の援助を行うことを希望

する者との相互援助活動に関する連絡・調整を図るための「子育てサポートセンター」事業を、ＮＰＯ法人子育てふれあいグループ

自然花に委託し、実施した。 

要保護児童対策地域協議会において代表者会議、実務者会議、個別支援会議をそれぞれ開催し、虐待を受けている子どもなどの要

保護児童の早期発見及びその適切な保護について関係機関・団体等と連携を図った。 

児童厚生施設（児童館・児童センター）においては、片平山児童センターの指定管理者及び民間児童館を管理する各々の社会福祉

法人とも連携し、親子のふれあい活動の中で、次代を担う児童の健全育成に努めた。 

 （事業費  ２４，８９２千円） 

・児童館・児童センターの運営   事業費   ９，１２５千円 

 うち児童館・児童センター遊戯室空調整備工事 ２，６６５千円 

 うち児童センターフェンス改修工事        ８４７千円 

・地域子育て支援センター事業（１箇所） 事業費   ８，２７０千円 

・児童福祉施設併設型民間児童館事業補助（１箇所） 補助金   ４，８４７千円 

・地域組織（母親クラブ）活動育成費補助 補助金     １５０千円 

・子育て援助活動支援事業     事業費   ２，５００千円 

 

○母子保健・福祉サービスの充実 

子どもの疾病の早期発見と早期治療を促進し、子どもの健康の保持増進を図ることを目的に実施している子ども医療費助成制度に
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ついては、平成26年７月から医療費無料化の対象者を中学校第３学年修了まで引き上げて実施しており、広報等を通じて制度の定着

を図った。 

また、平成30年10月から非課税世帯の未就学児を対象に、医療機関での自己負担がなくなる乳幼児医療給付事業が導入され、経済

的理由により医療機関の受診が困難な世帯の負担が軽減された。 （事業費  ４４，５７０千円） 

 

母子保健は、生涯を通じた健康づくりの原点であり、その基本をなすものであるため、健康に子どもを産み・育てるために妊婦

138人（1,090回）、産婦81人、３～４か月児82人、６～７か月児96人、１歳６～７か月児111人、３歳児133人の健康診査と、１歳６

～７か月児111人、２歳児59人、２歳６か月児68人、３歳児133人の歯科健診を実施した。 

初妊婦講座（開催回数８回、参加者22人）や乳児食生活教室（開催回数16回、参加者181人）、プレママ栄養教室（開催回数１回、

参加者１人）、すくすくお誕生日教室（開催回数５回、参加者26組）、子育てサロン（開催回数８回、参加者113人）、すこやか親

子教室（開催回数８回、参加者延べ43組）を開催するとともに、妊産婦・乳幼児196人に対して訪問指導を実施した。 

また、生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、養育環境の把握を行うほか、養育についての助言や相談に応じた。 

さらに支援が必要な親子に対し、保健師・看護師等が家庭訪問し、指導や助言を実施した。 

安心・安全なお産体制の確保を図るため、産後に入院を要しない程度の体調不良の産婦を対象に宿泊型（デイケアを含む）のサー

ビス（母体ケア・乳児ケア等）を医療機関に委託して提供した。（利用者数３人、利用日数31日） 

平成28年度から、少子化対策として、子どもを望む夫婦の経済的な負担の軽減を図るために、不妊治療費の助成を実施した。 

平成28年度から、市内の産科医の負担軽減を図るとともに、市民が安心して子どもを産み育てる環境を維持するため、当直産科医

の費用の一部助成を実施した。 

平成30年度から、産後うつの予防や新生児への虐待予防を図るため、産後２週間、産後１か月の産婦に対する健康診査費の助成を

実施した。 

むし歯予防として、フッ化物歯面塗布（１歳６か月児から３歳児までの塗布者244人）を実施した。 

母子保健事業推進・普及と地域で相互に助け合える子育て環境づくりのために、母子保健推進員による訪問活動は、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止の観点から中止した。 （事業費  ２２，４１３千円） 
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○結婚と妊娠期の不安の解消 

経済的理由により婚姻に踏み切れない個人に対する支援として、結婚に伴う新生活のスタートアップに係る新居の住居費や引越費

用を支援する「結婚新生活支援事業」を実施した。 （事業費     ８７３千円） 

 

 

５ 誰もが自立した生活ができる福祉の充実 

○障害者の自立支援 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に基づき、身体・知的・精神の３障害及び発達障害者等に加え

て、難病者等にサービスを提供する中、各障害者の申請に対して適切な給付を行うとともに、障害者への相談支援事業及び地域活動

支援センター事業を委託して実施した。 

また、令和２年度も引き続き障害者等の地域社会への参加促進、健康維持及び生活の質の向上を図り、もって市民の福祉の増進に

寄与するための移動手段の確保策としてタクシー利用に係る運賃の一部を市が助成する交通弱者対策事業を実施した。 

そして、本市における障害福祉施策の一層の充実を図るために令和３年度から令和５年度までの３か年計画である「第６期障害福

祉計画・第２期障害児福祉計画」を策定した。 （事業費 ６６２，０８１千円） 

 

特別障害者手当等支給事業として、在宅の常時介護等の必要な重度障害者（児）等に対し、重度障害者福祉手当を支給した。 

 （事業費   ９，０９７千円） 

 

○生活保護制度の適正な運用 

生活に困窮する者に対し、健康で文化的な生活水準を維持することができる最低限度の生活保障をするため、その困窮の程度に応

じて必要な保護を適正に実施するとともに、自立の支援に努めた。 （事業費 ３２２，３６７千円） 

 

○相談業務の充実 

生活保護には該当しないが、生活に困窮している者に対し、生活困窮者自立相談支援事業において13件の相談を受けた。また、生
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活困窮に陥った原因を分析し、関係機関へつなぐなど、自立した生活が送れるよう支援した。  

 

〇子どもの学習支援 

令和元年度より、ＮＰＯ法人子育てふれあいグループ自然花に事業委託し、生活保護受給世帯を含む生活困窮世帯の子どもを対象

として、子どもの学習支援事業を実施した。学習支援に加え、居場所の提供・進路相談・高校生世代への支援・親に対する養育支援

等の取組を行った。 （事業費   ３，３６６千円） 

 

〇家計改善支援 

令和２年度より、グリーンコープかごしま生活協同組合に事業委託し、生活困窮者自身による家計の管理に向けた支援を行うこと

を目的として、新規相談件数10名（８名は相談継続中であり、１名については、本人の意思により相談終了、もう１名は債務整理を

終え、しばらくフォロー後、家計改善完了とし終了）を支援した。 （事業費     ８５６千円） 

 

 

６ 高齢者が安心して生活できる仕組みづくり 

○高齢者の組織活動の充実 

高齢者の活動の基盤である老人クラブについては、枕崎市老人クラブ連合会（会員1,473名）及びこれを組織する29単位老人クラ

ブに対して活動費の補助を行い、組織基盤の強化に対する支援を行った。 （補助金   １，７６３千円） 

 

○高齢者の自立支援 

高齢者等の地域社会への参加促進、健康維持及び介護予防の推進並びに生活の質の向上を図り、もって市民の福祉の増進に寄与す

るための移動手段の確保策としてタクシー利用に係る運賃の一部を市が助成する交通弱者対策事業を実施した。 

（事業費   ６，２８１千円） 

 

○介護予防事業の推進 
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介護予防事業の推進については、延べ1,653件の予防給付マネジメント事業を実施した。 （事業費   ９，１９６千円） 

 

○地域での見守り体制の充実 

在宅福祉アドバイザー246人に対して活動支援を行い、地域見守り体制の強化を図った。 （事業費      ２２０千円） 

 

○地域の互助活動の推進 

高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業として、自主的な互助活動を行った65歳以上の高齢者を含む任意の35団体に対してポイ

ントを付与し、地元商店街で使える地域商品券に交換することにより、高齢者の健康維持や介護予防、社会参加の促進を図った。 

 （事業費   １，５４１千円） 

 

○居宅介護の充実強化 

おむつ給付事業では、高齢者53人、重度心身障害者12人に対しておむつを給付した。 （事業費     ９９６千円） 

 

生活支援ハウス運営事業については、事業を南方園に委託し、実人員11人（定員10人）、延べ利用日数3,573日の利用があった。 

 （事業費   ８，３６１千円） 

 

介護利用者負担額減額等の補助事業については、延べ157人に対して補助を行った。 （事業費     ８０３千円） 

 

 

第５の柱   教育文化「豊かな人間性と文化を育むまちづくり」 

１ 人間性豊かな人をつくる学校教育等の推進 

○就園者の拡充 

若者が暮らしやすく子供を育てやすい環境をつくり、市民の定住化と人口増対策に資するため、同時に２人以上を幼稚園に就園さ

せている世帯に対して就園助成金を交付し、就園費の負担軽減を図った。 （補助金     ７４４千円） 
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また、子育てのための施設等利用給付事業として、満３歳児～５歳児までの子どもを通園させている世帯を対象に、月額25,700円

を上限に保育料を償還払いし、保育を必要とする世帯を対象に、月額11,300円（３歳～５歳児の世帯）または16,300円（満３歳児の

いる市町村民税非課税世帯）を上限に預かり保育料を償還払いした。さらに、年収360万円未満相当または第３子以降の子がいる世

帯を対象に、月額4,500円を上限に副食費を償還払いした。 （事業費  ２８，３８５千円） 

 

○基礎学力等の習得 

・小・中連携教育の推進 

小・中連携教育の推進については、小・中連携教育専門部会を定例化し、小・中連携教育の進捗状況の把握と多方面からの意見

の集約に努めた。 

また、枕崎小・中学校を小・中連携研究協力校に指定し、合同研修会を開催するなど小・中連携教育研究の推進を図った。 

 （事業費      １９千円） 

・特別支援教育支援員配置事業 

発達障害を含む障害のある児童生徒を適切に支援するため、特別支援教育支援員を市内小・中学校に配置し、当該児童生徒の学

習環境の改善と学力向上を図った。 （事業費  ２５，７４１千円） 

 

・集団宿泊学習 

小・中学校の集団宿泊学習を南薩少年自然の家において実施し、自然の中での体験学習を通して、集団生活の規律や協力の大切

さを学び、友情を深め、自立的に生活する態度の育成を図った。 （事業費     １７６千円） 

 

・外国青年招致事業 

外国語指導助手による英語指導の充実を図り、英語の語学力向上及び国際理解教育を推進した。 

 （事業費   ３，６９０千円） 

・小学校外国語教育推進事業 
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 本市独自の施策として、2020年度の小学校新学習指導要領の実施に向けて英語補助員を１名増員し、２名配置した。 

 （事業費   １，８７０千円） 

 

○食育や郷土教育の強化 

学校給食センターの運営については、衛生管理の徹底により安全・安心な給食づくりに努めた。 

調理・配送等業務については、民間事業者に業務を委託し、より効率的な運用に努めた。 （事業費  ５２，８００千円） 

 

定期的に衛生検査を行い、安心・安全な給食づくりに努めた。 （事業費     ３８４千円） 

 

予防保全による維持管理を図るため、コンビオーブンの取替を行った。 （事業費   ８，６３５千円） 

 

学校における食育の生きた教材となる学校給食の充実を図るため、安全で栄養バランスのとれた魅力ある学校給食をつくるととも

に、地産地消の拡大を図り献立の工夫や調理技術の向上を図った。 

 

○生徒指導等の充実 

・スクールカウンセラー配置事業 

市内小中学校に児童・生徒の臨床心理に関して高度で専門的な知識・経験を有する「スクールカウンセラー」を配置し、児童・

生徒や保護者の相談、教職員の研修を充実し、いじめや不登校等児童・生徒の問題行動等の対応に当たった。 

 （事業費     ５５６千円） 

 

・スクールソーシャルワーカー活用事業 

生徒指導上の課題に対応するため専門的な知識・技術を有する「スクールソーシャルワーカー」２名を委嘱し、関係機関との連

携により児童生徒の置かれた様々な環境の問題へ働きかけて支援を行った。 （事業費   １，０６７千円） 
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・いじめ防止対策推進法への対応 

国の「いじめ防止等のための基本的な方針」の改定（平成29年3月14日）、県の「鹿児島県いじめ防止基本方針」の改定（平成

29年10月）を受け、市の「枕崎市いじめ防止基本方針」の改定（平成30年２月）等について、市内小中学校に周知を図った。 

いじめ防止対策推進法に基づき、いじめ問題専門委員会を開催し、関係機関及び団体の連携を図り、いじめ防止等に関係する情

報交換、対策等の検討及び協議を行った。 （事業費      ２８千円） 

 

○教育環境の整備・充実 

児童生徒が安全で快適な学校生活ができるよう、学校の校舎や屋内運動場等の改修工事のほか、枕崎小学校グラウンド整備工事や

立神小学校プール改修工事等を行い、学校施設等の修繕も随時実施して、教育環境の整備と充実に努めた。 

 （補助事業） 

・別府小学校６号棟、22号棟（校舎）非構造部材耐震化工事（外壁）（令和元年度繰越明許費分） 

 （事業費  ２４，９３１千円） 

・枕崎小学校27号棟（校舎）非構造部材耐震化工事（外壁） （事業費  １３，９０３千円） 

・枕崎小学校22号棟（トイレ）大規模改造質的整備工事 （事業費  １３，６１９千円） 

  （単独事業） 

・枕崎小学校グラウンド整備工事 （事業費  ２５，６３０千円） 

・枕崎小学校屋内運動場屋根改修工事 （事業費  ２２，４４０千円） 

・別府小学校６、19号棟廊下防滑シート張り外工事 （事業費   ２，８３２千円） 

・立神小学校プール改修工事 （事業費   ７，８１５千円） 

・立神小学校13-1、13-2号棟南側窓防水工事 （事業費   ２，５６３千円） 

・桜山中学校自転車置き場外改修工事 （事業費   ４，１２５千円） 

・別府中学校技術室外壁及び渡り廊下改修工事 （事業費   ２，３３１千円） 

・立神中学校理科室，職員室屋根防水工事 （事業費   ９，９４８千円） 
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また、設備の面でも、理科教育備品や図書・教材・一般備品などの教育備品を購入し、円滑な授業・学校運営の推進に努めた。 

 

さらに、小・中学校ＧＩＧＡスクール構想支援事業として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び国庫補助金を

活用し、新しい生活様式における学習環境を確保するため、学習者用端末等を導入及び学校ネットワーク環境を整備し、学習環境の

整備と教育（学び）の充実の確保を図った。 （事業費 １３８，２２８千円） 

・「１人１台端末」の導入（1,366台購入） 

・家庭学習のための通信機器整備（モバイルＷｉｆｉルーター購入） 

・学校からの遠隔学習機能の強化（学校で使用するＷｅｂカメラ購入） 

・学校ネットワーク環境の整備（校内無線ＬＡＮ・電源キャビネット整備） 

 

〇校務支援システムの導入 

小・中学校教職員の業務改善の推進及び各学校の教育活動の更なる充実を図るため、校務支援システムを導入した。 

 （事業費   １，０２１千円） 

 

〇小学校フィジカルプログラミング教材購入 

学校指導要領全面実施により、令和２年度から小学校でのプログラミング教育が必修となったため、各学校でプログラミング教育

を実施するにあたり必要な教材を整備した。 （事業費     ９５２千円） 

 

○教職員の資質向上 

各小・中学校から６名の教職員を先進校へ派遣し、夏季休業中に小・中合同による教育講演会や授業力ブラッシュアップ研修会で

先進校視察報告を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止した。教職員の資質向上のため、各教科別の研修

会を年３回実施した。 （事業費     ２４１千円） 

 

○地域と一体となった学校運営の推進 
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各種分野における優れた知識・技能を有する地域の社会人を講師として小・中学校において効果的に活用し、特色ある開かれた学

校づくりの推進を図った。 （事業費      ７０千円） 

 

○コミュニティスクールの推進 

地域でどのような子供たちを育てるのか、何を実現していくのかという目標やビジョンを地域住民と共有し、地域と一体となって

子供たちを育む「地域とともにある学校」を目指した取組を推進する。先行的に枕崎小学校と枕崎中学校に学校運営協議会を設置し、

各学校において年５回､学校運営協議会を開催した。 （事業費     １２７千円） 

 

○英語力に関する学習意欲の向上 

英語検定を受検した生徒に対して、１人につき１年に１回、受検料の半額を助成した。 （事業費     ２０８千円） 

 

○スクール・サポート・スタッフ配置事業 

スクール・サポート・スタッフを各小学校に１名（11月～３月）、各中学校に１名（枕崎中：９月～３月、桜山中・別府中・立神

中：11月～３月）配置し、教員の「働き方改革」の実現を図った。 （事業費   ４，１６８千円） 

 

○市奨学金制度の活用促進 

奨学金制度については、経済的理由により就学困難な学生に対し奨学資金を貸与し、就学機会の拡充に努めた。 

  （事業費  １２，９６０千円） 

 

  また、奨学金貸付者の貸付・償還状況等の適格な管理を行うために、年度末に奨学金管理システムを導入した。 

 （事業費   ２，６７３千円） 

 

 

２ 豊かな人間性を育む生涯学習の推進 
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○生涯学習推進体制の充実 

(1)各種関係機関や団体等との連携強化 

生涯を通して、いつでも自由に学習機会を選択して学ぶことができる生涯学習社会の形成をめざし、各自治公民館をはじめ、社

会教育関係団体との連携・協働に努め、地域に密着した生涯学習を推進した。 

 

(2)社会教育施設等の活用及び施設の充実 

・サン･フレッシュ枕崎の指定管理者であるシルバー人材センターと連携し、利用促進を図った。 

 （事業費   ９，２００千円） 

・市民会館熱源（ヒートポンプチラー）更新工事を行った。 （事業費  ６２，８１０千円） 

・桜山地区公民館娯楽室新規空調機取付工事を行った。 （事業費     １９４千円） 

 

(3)自治公民館等の整備支援 

・コミュニティ助成事業（宝くじ）補助 （補助金   ５，６００千円） 

東白沢公民館（グラウンドゴルフ用具、ＯＡ機器、視聴覚機器、草刈機等） 

板敷公民館（床板張替工事、腰高塗装工事） 

亀沢公民館（エアコン、冷蔵庫、クリーナー、洗濯機、ＯＡ機器、テレビ等） 

・自治公民館運営費補助（74自治公民館） （補助金   ４，１９５千円） 

 

○学習機会等の拡充 

(1)各種講座や各種学級等の充実 

市民一人ひとりの多様な学習要求に応えるとともに、各種講座や社会教育学級等の内容充実に努めた。「枕崎市民大学」専門課

程では、「ふるさと再発見講座 もっと知ろうよまくらざき」と題して開催し、受講生から大好評であった。 

 （事業費      ５４千円） 

(2)生涯学習フェスティバルの推進 
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生涯学習の成果発表と市民総ぐるみによる青少年健全育成を推進するとともに、潤いと活力のあるふるさとづくりをめざし、生

涯学習フェスティバルを開催しているが、令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止し、青少年

健全育成及び社会教育に功労のあった団体・個人に対し表彰のみを行った。 （事業費      １１千円） 

 

(3)図書館サービスの充実 

市立図書館の指定管理者により、民間が持つ様々なノウハウや、人材の効率的運用を図ることで住民サービスの向上を図った。 

 （事業費  ２４，０４３千円） 

・例年開催する「ふれあい図書館まつり」は、新型コロナウイルス感染症の影響で中止となったが、文集・賞状・記念品（絵

本）を各小・中・高校へ配布した。 

・子ども読書活動を推進するため、市内の小・中・高及び幼稚園・保育園等の司書業務及び読書指導担当者、また読み聞かせボ

ランティアグループを対象に、「枕崎市子ども読書活動推進研修会」を開催した。 

・読書感想文コンクールを実施し、特選・入選作品を「文集まくらざき」に掲載した。 

・高齢者の図書館利用の促進と、交流の場を提供することを目的とした「あたまイキイキ！脳活性音読塾」を年６回実施した。 

・乳幼児期の読書活動の促進と、子育て支援を目的とした「絵本専門士によるファーストブック講座」を実施した。 

・読書推進事業では、ブックドクターあきひろ氏、詩人アーサー・ビナード氏によるトークイベントを実施した。また、立神中

学校では、詩人アーサー・ビナード氏の出前授業を実施した。 

 

○図書館の整備 

図書館の床・壁等の改修や照明のＬＥＤ化、２階までのエレベーターや多目的トイレの設置など内部の大規模改修工事を行った。

また、工事期間中は南薩地域地場産業センターに仮設図書館を配置し、工事中でも市民が利用できる環境を整備した。 

 （事業費  ８７，４７４千円） 

 

○学習情報の提供促進 

視聴覚ライブラリーの情報機器や視聴覚機器・教材などの活用と利用促進に努めた。 （事業費      ７４千円） 
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○社会教育の充実 

社会教育関係団体の指導者を対象にした研修会等への参加促進や組織活動の支援を行い、指導者の資質向上を図った。また、職員

を対象とした人権教育啓発研修を実施するとともに、社会教育学級等へも資料の提供を行うなど、積極的に人権に対しての正しい理

解と認識を深めた。 

 

○地域の教育力の向上 

地域全体で未来を担う子供たちの成長を支えることを目的として、統括コーディネーターを設置し、中学校区ごとに地域学校協働

活動推進委員会を開催しながら、まくらざき学校応援団事業を基盤として地域社会と学校の連携・協働に努め、地域学校協働活動の

推進に取り組んだ。 （事業費   ２，６２３千円） 

 

学校・家庭・地域社会が一体となって青少年の健全育成を図ろうとする気運を高めるため、市民あいさつ運動の推進や校区青少年

育成地域懇談会などの充実に努めた。 

 

○家庭教育の充実 

家庭教育学級の開設と子育て講座（乳幼児期）の開催により、保護者を対象とした学習機会の提供や子育てグループ等の支援に努

めた。 （事業費      ５９千円） 

 

地域とのつながりの希薄化や家庭の教育力の低下により、子育てや家庭教育を支える地域環境が大きく変化していることから、親

が安心して子育てや家庭教育を行うための一助となるよう、家庭教育手帳を作成した。その後、利用状況等についてアンケート調査

を実施した結果を踏まえた改訂版を作成し、市内小中学生がいる全世帯に配布した。 （事業費     ２１５千円） 

 

○青少年教育の充実 

(1)青少年を対象とした体験活動・ボランティア活動の事業の充実 
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心豊かでたくましい青少年を育成するため、学習機会の提供や子育てグループ等の支援、社会教育指導員による相談活動の推進

に努めた。ジュニアリーダー研修会等への参加を積極的に推進するとともに、子ども会大会を実施し、青少年団体の活性化やリー

ダーの養成にも努めた。（インリーダー研修会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止した。） 

 

 

３ 豊かなスポーツライフの実現 

○コミュニティスポーツクラブの支援 

令和２年度の「枕崎きばらん海クラブ」の活動等については、ソフトバレーボールや健康体操、なぎなた教室やジュニアを対象と

した硬式卓球を含め13教室を開催し、会員として加入した201人の市民がスポーツに親しんだ。 

 

○スポーツ団体等の育成 

競技力の向上やスポーツの普及・振興のため、市体育協会をはじめとする各種競技団体の自主的活動の充実・促進に努めた。 

 （補助金     ５４１千円） 

 

地域に根ざした生涯スポーツの振興のため、スポーツ推進委員の資質の向上を図るとともに、社会教育指導員の育成に努めた。 

 

○身近に参加できるスポーツ環境の整備 

スポーツ交流拠点整備事業（地域振興推進事業）により、塩浜運動場に防球ネット新設（高さ10メートル）、駐車場整備（64台）、

管理倉庫の新築を行った。 （事業費  ３６，９９９千円） 

 

また、「野球によるまちづくり」を推進するため、スポーツ振興くじ助成金を活用し、市営野球場の全面改修（防球ネットの設置

及びダッグアウト改修ほか）を行い、軟式野球・硬式野球いずれでも利用できることとし、翌年度以降のスポーツ合宿誘致に向けた

土台づくりを行った。 （事業費 １６７，９１４千円） 
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○生涯スポーツ・レクリエーション活動の普及 

黒潮すもう大会及びカッター大会、市内一周駅伝競走大会の各種スポーツ大会については、新型コロナウイルス感染症の全国的な

拡大を受け中止した。また、市民運動会については、国体開催に併せ中止した。 

 

○国民体育大会に向けた取組 

2023年に開催延期が決定した特別国民体育大会の開催に向け、「燃ゆる感動かごしま国体枕崎市実行委員会」の臨時総会を開催し

た。また、2023年の開催に向けた広報グッズを作成し、機運の醸成を図った。 （負担金   １，７３７千円） 

 

 

４ 伝統と国際性が織りなす多様な文化の振興 

○伝統文化の保存・継承活動への支援と活用 

伝統文化の保存・継承及び後継者育成を図るため、郷土民芸保存会に対して補助を行った。 （補助金     ２４５千円） 

・郷土民芸保存会補助（11団体13種目） 

 

○市民の主体的な芸術文化活動の促進 

青少年に対し、優れた舞台芸術鑑賞の機会を提供し、芸術に対する興味・関心を喚起するとともに、豊かな情操のかん養を目的と

して、新型コロナウイルス感染症対策を施しながら「市町村による青少年劇場」を実施した。 （事業費     ７１７千円） 

 

市総合文化祭は、新型コロナウイルス感染症対策として内容の変更を行い、展示部門、芸能部門において日頃の創作活動の成果発

表を行った。特に「市民芸能祭」では、フラダンスや舞踊など出演団体の事前撮影を行い、「ビデオ上映会」として開催した。 

 （事業費     ３４４千円） 

 

南溟館において、福岡工業大学吹奏楽団によるオンラインライブを開催し、市内中学生が参加した。 
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○市民の芸術文化意識の高揚  

・アートミュージアム拠点「南溟館」推進事業 

文化庁の文化芸術創造拠点形成事業を活用し、特別企画展として絵本作家のスズキコージ氏による絵本原画展「スズキコージの

大魔法画展」を開催した。催しとして、スズキコージ氏によるライブペイント、また詩人のアーサー・ビナード氏とのトークショ

ーも開催し、会期中に5,200名の来場があった。 （事業費   ６，９２５千円） 

 

・特色ある企画展の開催 

特別企画展のほか、「戦後復興75年のあゆみ～我がまちふるさと枕崎写真展」や「インスタグラム展」、また南溟館名誉館長で

ある関好明氏の「日本画作品展」、「枕崎の埋蔵文化財展」などを開催した。 

 

○南溟館の整備 

・南溟館改修事業 

令和３年度機構改革に伴う南溟館事務所改修工事を行った。 （事業費   ２，５５４千円） 

 

 

第６の柱   行財政「着実な歩みを進める連携と協働のまちづくり」 

１ 協働のまちづくりの実践 

○積極的な情報の提供 

「広報まくらざき」及び「お知らせ版」の発行にあたり、お知らせとしての行政記事と、イベントや市民の活躍などを伝える記事

のバランスを保ちつつ紙面構成の工夫に努めた。 （事業費   ５，４４５千円） 

 

議会インターネット中継については、市民に新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のためネット配信動画の視聴を促しており、

ライブ中継及び録画配信を安定して配信できるよう運用に努めた。 

また、予算や決算における審査の内容を広く周知するため、予算（決算）特別委員会記録をホームページに公開した。 
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 （事業費      ６４千円） 

 

○市民とのパートナーシップの推進 

「市民協働指針行動計画（アクションプラン）」に対する各課からの報告をもとに実績をまとめたほか、ボランティア登録制度に

ついて広報紙に掲載し、制度を周知するとともに、制度を所管する各担当課に対して現況等調査を実施し、現状把握及び情報共有を

行った。 （事業費      １２千円） 

 

市内の特定非営利活動法人の設立認証や届出処理等の権限移譲事務を行った。 （事業費      ７３千円） 

 

○市政への市民参加の促進 

 「市長と語る会」は、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、11月にリモート形式により開催し、「本市のコロナ対策」に

ついて意見交換を行い、12月には茶業青年の会や酒造業界の若手職員との会を開催し、各業界の現状や問題点等について意見の交換

を行った。 

 

○コミュニティ活動の活性化 

令和元年度に採用した遊休土地の活用等による地域活性化のための活動に取り組む協力隊については、遊休農地において栽培した

ハーブ等を活用して、市内女性経営者等と連携したコラボ商品の開発に向けた活動を行った。また、自身の起業に向けた研修を行っ

たほか、鹿児島水産高校において、ハーブの栽培方法等に関する講義を行った。 

平成30年度に採用した移住・交流推進に取り組む隊員１名については、主に市内のＮＰＯ法人自然花で活動した。また、メニュー

や運営方法の検討に主体的に取り組んだ「移住体験ツアー」については、令和２年度はコロナ禍により募集を行わなかったが、オン

ラインによる移住セミナー等において本市への移住のＰＲを行った。 

また、令和元年度から観光交流係内に隊員を１名採用し、主に観光協会で活動した。インスタグラムを活用した枕崎の魅力発信や

観光協会における案内業務等を行った。 （事業費  １０，９４９千円） 
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地域と行政がそれぞれの役割分担の下に連携を図り、地域ごとの課題解決に向けた自主的な取組の実現を支援していくために３集

落、６名の職員を「地域活動活性化推進員」として配置した。 

 

自治公民館再編推進事業については、令和元年度実施した「公民館活動実態調査」を基に再編重点公民館のヒアリングを行った。 

 

○女性の社会参加促進と地位向上 

全ての人が性別にかかわりなく、その人権を尊重され、個性と能力を十分に発揮することができる社会を実現するために

枕崎市男女共同参画推進条例を制定した。 

男女共同参画事業を積極的かつ総合的に推進するため、男女共同参画推進懇話会を開催し、第２次男女共同参画プランの

進捗状況や枕崎市男女共同参画推進条例案について、意見の聴取・審議を行った。 

女性に対する暴力をなくす運動期間においては、市役所や市立図書館等にパープルリボンツリーを設置し、併せてツリー

横にパープルリボン、ＤⅤに関するパネルやパンフレットの設置・配布を行い、ＤⅤに対する意識の啓発を行った。 

ＤＶの防止及びＤＶ被害者の保護に関し、庁内の関係部署が相互に連携し、ＤＶ被害者への的確な支援を行うために、枕

崎市ＤＶ対策庁内連絡会議を開催した。 （事業費     １６５千円） 

 

○庁舎の整備・充実 

庁舎の維持修繕については、老朽化に伴う庁舎空調機の改修などを必要な範囲において行った。なお、空調機の改修に当たっては、

省エネ型の機器に更新することにより、庁内の使用電力の削減を図った。また、本庁舎１階を中心に換気対策用の空調機の更新を行

った。 (事業費   ４，８７５千円) 

 

 

２ 質の高い市民サービスの実現 

○人材育成基本方針に沿った人材の育成 

多様化する住民ニーズ、新たな行政課題、地方分権の流れに的確に対応できる高度な政策形成能力を持った職員を養成するため、
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県市町村振興協会自治研修センター等での研修や各部門での業務研修に積極的に参加した。また、若手職員と市長との語る会や人事

評価において評価者が目標設定や評価に関する実践的な知識及び技法についてスキルアップを図るための「評価者研修」、被評価者

が人事評価の意義と重要性、必要性を学ぶための「被評価者研修」、枕崎青年会議所への職員派遣など、職員の資質向上に関する研

修を行った。 （事業費   １，１８５千円） 

 

○行政情報の活用 

社会保障・税番号制度の発展のため、個人番号カード交付円滑化計画に沿って取組を推進し、個人番号カード申請・交付事務を円

滑に行い、また、普及のための周知活動や出張申請受付・日曜開庁等を行った。 （事業費  ２０，７７９千円） 

 

地方税電子申告サービス（ｅＬ-ＴＡＸ）の利用推進により、各事業所等の申告事務に係る利便性の向上や国税との連携、課税事

務の効率化を図った。また、課税支援システムを活用し、住民税申告やその後の課税事務の効率化が図られた。 

さらに、納税者が複数の地方団体に対して、電子的に一括納税が可能となる地方税共通納税システムの利用が全国に普及するなか

で、納付事務全般の業務軽減等により、納税者及び地方団体の利便性が向上している。 

・令和２年度申告件数（電子申告によるもの） 個人市民税延べ 1,189件 法人市民税延べ 605件 償却資産延べ 229件 

・令和２年度共通納税システムによる振込件数 351件 

 （事業費   ６，５６１千円） 

 

 

３ 着実で積極的な行財政改革の推進 

〇行財政改革の推進 

持続可能な財政運営の確立を目指し、引き続き行財政改革に取り組んでいくため、「枕崎市行財政改革推進計画」に基づき、事務

事業等の見直し、定員管理の適正化など各推進項目について着実に取り組み、行財政改革を継続して推進した。 

 

○財政基盤の確立 
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ふるさと応援寄附の募集に当たっては、受注管理を担う委託事業者と連携し、ふるさと納税を取り扱うインターネットサイトの拡

充、協力事業者や返礼品目の増に取り組み、更なるまちづくり財源の確保や地場産業の振興を図った。 

 （事業費 １，８１３，７５６千円） 

 

令和２年度は、ふるさと応援寄附金として3,329,061,817円の寄附をいただき、これを財源にふるさと応援基金への積立を行った。 

 （積立金 ２，０１７，１７９千円） 

 

○市有財産の適正な管理運用 

「千代田町用地買取りに伴う土地開発公社の経営の健全化に関する計画」に基づき、平成29年度から令和３年度の５か年で買い取

ることとしていたが、計画を１年前倒しして、令和２年度に残りの400㎡を購入した。 （事業費  ４８，６８６千円） 

 

 

４ 生活圏の拡大に対応した広域行政の推進 

○広域行政の推進 

南薩地区総合開発期成会及び国道226号整備促進期成会等において、構成団体と連携しながら、道路整備をはじめとする地域の様

々な課題について、国県等に対し要望活動を行った。 （負担金     １３３千円） 

 

 

 

また、令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、その感染状況に応じた対策として様々な事業を実施してきた。

その施策の成果について、以下説明する。なお、すでに説明している事業については、新型コロナウイルス感染症対策にかかる事業費を

再掲する。 
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新型コロナウイルス感染症対策関連経費 

    （単位：千円） 

事業名 成果 事業費 

財源内訳 

国庫支出金 

その他 一般財源 
 

うち新型コロ

ナウイルス感

染症対応地方

創生臨時交付

金 

市税等のコンビニ収納導入事業 新型コロナウイルス感染防止対策強化と納付者の

利便性向上のため、令和３年度からの本格実施に

向けて市税等のコンビニ収納及びスマホ決済の導

入準備を行った。 

6,128 6,100 6,100  28 

市役所庁舎内空間安全・安心確保事業 庁舎出入口におけるサーモグラフィーや市民ホー

ル等の換気扇の設置など市役所庁舎内における新

型コロナウイルス感染防止対策の強化を図り、市

民生活に必要な行政機能の維持を図った。 

6,439 6,400 6,400  39 

「枕崎の、仕送り。」ふるさとの味エ

ール便事業 

コロナ禍の影響による景気の急速な悪化により、

現在の生活や将来の不安を感じている本市出身の

学生及び社会人等に対し、ふるさとからの応援と

して本市特産品とメッセージを届けた。 

5,589 5,500 5,500  89 

Ｗｅｂ会議システム等環境整備事業 感染症リスクの低減を図るため、従来の対面型の

会議・打合せの形態を、リモート非対面型のＷｅ

ｂ会議システムの構築を行った。 

18,121 18,100 18,100  21 

特別定額給付金給付事業 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として、

家計への支援を行うことを目的に、すべての国民

2,085,433 2,085,433    
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を対象として一律10万円を給付する特別定額給付

金給付事業を実施した。 

県知事選挙費 

（コロナ感染対策消耗品購入） 

新型コロナウイルス感染症対策として、投開票所

に使い捨てマスクやアルコール手指消毒液、飛沫

防止用のパネルを配置したほか、選挙人（市民）

に対して、投票所におけるマスク着用、咳エチケ

ットの徹底、帰宅後の手洗い、うがい等の呼びか

けをして選挙を執行した。 

121   121  

総務費計 2,121,831 2,121,533 36,100 121 177 

感染防止のための備品等支援事業（社

会福祉協議会） 

新型コロナウイルス感染拡大防止のためのマス

ク・消毒液の消耗品や感染症防止に資する備品等

の購入経費を助成することで事業所の環境整備を

支援した。 

200 200 200   

障害児通所支援事業 学校の臨時休業により放課後等デイサービスの追

加的に生じた利用負担に係る経費を補助した。 

38 37 9  1 

地域活動支援センター等の受け入れ体

制強化等事業 

新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援

センターや日中一時支援事業の受け入れ体制の強

化のための消毒液等の補助を行い事業所の環境整

備を支援した。 

315 236 79 78 1 

感染防止のための備品等支援事業（障

害者福祉事業所） 

マスク・消毒液等の消耗品や感染症防止に資する

備品等の購入経費を助成し事業所の環境整備を支

援した。 

1,276 1,200 1,200  76 

リモートワーク推進のための機器等購

入支援事業（障害者福祉事業所） 

Ｗｅｂ会議を実施するために必要な機器等の購入

経費を助成し事業所の環境整備を支援した。 

727 700 700  27 
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感染防止のための備品等支援事業（介

護事業所等） 

市内24事業所に対し、新型コロナウイルス感染拡

大防止のためのマスク・消毒液の消耗品や感染症

防止に資する備品等の購入経費を助成することで

事業所の環境整備を支援した。 

10,024 10,000 10,000  24 

面会時の感染症防止のためのリモート

等面会整備及び環境整備事業 

市内14事業所に対し、入所施設等で面会の時の感

染症防止に資する備品等の購入経費を助成するこ

とで事業所の面会及び環境整備を支援した。 

5,410 5,400 5,400  10 

新生児への臨時給付金給付事業 特別定額給付金の対象とならなかった、令和２年

４月28日以降に生まれた新生児に対し、５万円分

の共通商品券を給付し、子育て支援の一助とする

とともに、市内地域経済の活性化を図った。 

3,605 3,400 3,400  205 

保育環境改善等事業 保育園、認定こども園において、新型コロナウイ

ルスの感染拡大を防止する観点から、保育所や認

定こども園が施設の消毒等に必要となる経費につ

いて補助を行った。 

2,455 2,455    

保育所等の感染防止支援事業 市内２保育園及び２認定こども園、ファミリーサ

ポートセンターに対し、新型コロナウイルス感染

症拡大予防対策に必要な物品の購入に係る経費に

ついて補助を行った。 

1,797 900 900  897 

新型コロナウイルス感染症対策緊急包

括支援交付金 

保育園、認定こども園、放課後児童クラブ、子育

て支援センターの運営を行う事業所等に新型コロ

ナウイルス感染症への対策として緊急に必要とな

る感染拡大防止のために必要な経費について補助

を行った。 

5,931   5,931  
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福祉施設・相談所の感染防止支援事業 市が所管する児童館、片平山児童センター、家庭

児童相談室、相談室（宿直室横）に、空気清浄機

や自動手指消毒器などを整備し、新型コロナウイ

ルス感染症拡大予防を図った。 

388 300 300  88 

放課後児童クラブ等環境整備支援事業 放課後児童クラブに対し、新型コロナウイルスの

感染拡大を防止するために必要な消毒液やマスク

等各施設の要望に応じ支給した。 

373 373    

子育て世帯への臨時特別給付金給付事

業 

子育て世帯の生活支援のため、児童手当の対象児

童１人につき１万円を支給した。 

23,649 23,649    

ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業 新型コロナウイルス感染症の影響により、子育て

と仕事を一人で担う低所得のひとり親世帯に特に

大きな困難が心身に生じていることを踏まえ、こ

うした世帯の子育て負担の増加や収入の減少に対

する支援を行うため、臨時特別給付金を支給し

た。 

33,990 33,990    

民生費計 90,178 82,840 22,188 6,009 1,329 

医療提供体制維持・感染防止備品等備

蓄事業 

医療提供体制維持等を目的に、50枚入りサージカ

ルマスク(1,810箱)、消毒用エタノール(500ml ポ

ンプ式スプレー 150本)、フェイスガード(360個)

等を購入し、市薬剤師会に提供すると共に、令和

２年度医療提供体制維持・感染防止備品等備蓄事

業補助金として市医師会に2,000千円を交付した。 

3,264 3,200 3,200  64 

感染防止備品等備蓄事業 日常の診療に使用するマスクの不足が生じぬよ

う、50枚入りサージカルマスク(1,180箱)を購入

699 600 600  99 
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し、市内の歯科医療機関に対して配布した。ま

た、消毒用エタノール((18ℓ) ９缶)も購入し、市

民の方々に安心して来庁していただけるよう、市

役所本庁に備蓄した。 

感染防止物品等配布事業 会合等による市内の新型コロナウイルス感染症拡

大を予防するため、消毒用エタノール(500ml ポン

プ式スプレー 310本)を購入し、各公民館へ配布し

た。 

426 400 400 23 3 

ＰＣＲ検査助成事業 ＰＣＲ検査を受ける市民の方に対し、１回/年度を

上限に10千円の助成を行い、93件の助成に至っ

た。 

930 170 85  760 

新型コロナウイルスワクチン接種体制

確保事業 

新型コロナウイルスワクチン接種に向けてコール

センターの開設や各種資材の準備を行い、体制の

確立を図った。 

5,634 5,634    

水道事業会計補助金 市税等と同様に、新型コロナウイルス感染防止対

策強化と納付者の利便性向上のためコンビニ収納

及びスマホ決済を令和３年度から本格実施するた

めの経費に対し、補助金を交付した。 

1,980 1,900 1,900  80 

ゴミ収集・運搬事業従事者支援事業 一般廃棄物収集・運搬・処理業に従事する事業者

に対し、新型コロナウイルス感染症予防対策のた

めマスク・防護服・消毒用アルコールを配布し

た。 

1,279 1,200 1,200  79 

ゴミ収集所・感染予防注意喚起用多言

語看板設置事業 

感染症予防対策としてごみの適切な処理に関する

注意看板を設置することにより、市民に対し感染

792 700 700  92 
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症予防啓発を行った。 

家庭用電気式生ごみ処理機購入費助成

事業 

新しい生活様式によるテイクアウト・デリバリー

の増により、家庭から排出される生ごみの増加を

抑制した。 

437 400 400  37 

衛生費計 15,441 14,204 8,485 23 1,214 

雇用調整助成金申請費支援事業 国の雇用調整助成金の申請を社会保険労務士に依

頼した市内事業者に対し、申請に要した費用の補

助を行うことで雇用の維持を支援した。 

11,772 11,500 11,500  272 

雇用維持等支援事業 国の雇用調整助成金の支給決定を受けた市内事業

者に対し、上乗せして補助金を交付することで雇

用の維持を支援した。 

223 200 200  23 

労働費計 11,995 11,700 11,700  295 

「枕崎の、農体験。」農泊・修学旅行

受入準備事業 

農泊を行う農家の洗面所等の改修経費の一部を補

助した。 

96 50 50  46 

有害鳥獣遠隔ＩＣＴ捕獲器等補助事業 ＩＣＴを活用した捕獲機器の導入や、猟友会が購

入するワナ購入費用の一部を補助した。 

992 900 900  92 

「枕崎の、特産品。」発信事業 特産品をＰＲするイベントに参加するための交通

費・宿泊料・送料に対する補助を行った。 

75 50 50  25 

花いっぱい応援事業 公共施設への地元産花きの装飾を行った。 855 800 800  55 

「枕崎の、茶・果樹。」チャレンジ改

植支援事業 

高収益品種への改植の促進を図るため、国の支援

事業に対して上乗せ補助を行った。 

4,254 4,200 4,200  54 

新規農作物導入取り組み支援事業 新規作物の栽培に積極的に取り組む農業者に対

し、栽培に係る資材等の購入経費の一部を補助し

100 100 100   
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た。 

「枕崎の、緑茶。」ブランド発信事業 お魚センターにおいて、市内茶工場が販売するお

茶の試飲・販売スペースの運営を行った。 

2,460 2,400 2,400  60 

「枕崎の、牛肉。」ふるさと給食活用

事業 

市内の小中学校の給食の食材として枕崎牛を提供

し、在庫の消費に繋げ生産者の支援を行った。 

799 700 700  99 

肉用牛生産者経営継続対策事業 肥育農家が出荷する肉用牛及び繁殖牛農家が出荷

する子牛に対し販売価格の一部を助成した。 

3,290 3,200 3,200  90 

地元産材活用支援事業 妙見の森に、地元産材を利用した木材製品を設置

し、地元産材利用の普及拡大及び地域経済活動の

回復を図った。 

372 300 300  72 

ガンバル漁業生産者の市場使用委託手

数料等支援事業 

新型コロナウイルス感染拡大により魚価下落に伴

い収益減少で漁業生産活動に影響が出ている生産

者に対する支援を行った。 

・市場使用委託手数料、鮮度保持施氷購入額の実

績で30生産者を支援 

5,987 5,900 5,900  87 

農林水産業費計 19,280 18,600 18,600  680 

中小企業等事業継続支援事業 売上が減少した中小企業等の事業継続を支援する

ため、店舗等賃借料の一部を補助した。 

18,406 18,400 18,400  6 

タクシー利用フードデリバリー支援事

業 

売上が減少した飲食店及びタクシー事業者を支援

するため、タクシーを使った料理デリバリーサー

ビスにおける配送料の一部を補助した。 

282 200 200  82 

「枕崎の、味と旅。」グルメ・宿泊ク

ーポン券発行事業 

売上が減少した飲食店及び宿泊業者等の事業継続

を支援するとともに地域内経済循環を高めるた

め、グルメ・宿泊クーポン券を発行した。 

8,747 8,700 8,700  47 
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「枕崎の、使（つか）エール。」プレ

ミアム付商品券発行事業 

売上が減少した市内事業者の事業継続を支援する

とともに地域内経済循環を高めるため、プレミア

ム付商品券を発行した。 

20,000 20,000 20,000   

「枕崎の、ていねい・本物。」枕崎ブ

ランド価値向上ＰＲ事業 

「枕崎の、ていねい・本物。」をコンセプトに、

ＳＮＳ等を活用した情報発信により、地域産品の

ブランド価値及び認知度の向上を図った。 

880 800 800  80 

新型コロナウイルス関連緊急経営支援

利子補助事業 

県の新型コロナウイルス関連資金の融資を受けた

事業者に対し、償還に係る支払利子について補助

金を交付した。 

206   206  

事業者応援資金支給事業 売上が急減した市内事業者への支援として、「新

しい生活様式」への対応など事業全般に広く使え

る応援資金を支給した。 

127,560 124,407 124,407  3,153 

「新しい生活様式」に対応するための

営業スタイル推進事業 

新型コロナウイルスの感染防止対策として物品等

の購入や店舗・施設等の改修を行った飲食サービ

ス業及び宿泊業を営む事業者に補助金を交付する

ことで、「新しい生活様式」に対応するための営

業スタイルの推進を図った。 

45,045 45,000 45,000  45 

外国人技能実習生受入支援事業 外国人技能実習生を受け入れる際、受入事業者や

地域内での新型コロナウイルスの感染防止を図る

ため、外国人技能実習生が入国時に一時的に宿泊

施設等に滞在するための宿泊費及び交通費の一部

を補助した。 

569 400 400  169 

新型コロナウイルス関連資金対応利子

補助・保証料補助事業 

新型コロナウイルス関連の融資を受けた中小企業

等で、国・県による３年間の利子補助及び保証料

3,496 3,400 3,400  96 
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補助の対象外となった事業者に対し、利子補助及

び保証料補助を行った。 

ＧｏＴｏ枕崎キャンペーン事業 宿泊者の大幅な減少となったなか、宿泊業者に宿

泊料金を補助し宿泊者の一定の確保及び飲食クー

ポン券配布により市内消費の増加を図った。 

12,562 12,500 12,500  62 

コロナ復興ぐるっと枕崎スタンプラリ

ー事業 

市観光協会に補助金を交付し、観光客や市民の周

遊性を高め、飲食店や観光施設の利用増加、消費

喚起を目的にスタンプラリーを実施し景品には市

内特産品を用いたことで購買増加、枕崎の魅力発

信を図った。 

5,436 5,400 5,400  36 

商工費計 243,189 239,207 239,207 206 3,776 

公共施設の感染予防支援事業 公園利用者の感染予防を行うため、注意喚起資料

掲示用看板を購入した。 

493 400 400  93 

土木費計 493 400 400  93 

防災活動支援事業 大規模災害発生時の避難所運営にあたり、感染防

止対策として、間仕切り、ダンボールベッド、簡

易トイレ等の避難所用備品の整備とその備品を保

管するための倉庫を建設した。また、災害が発生

した際に、地域住民の避難行動等の課題を明確に

し、共助の具体的な取組を促進するとともに、感

染防止対策を含めた避難所運営等を検討するた

め、公民館加入世帯を対象にアンケート調査を実

施した。 

32,663 32,600 32,600  63 
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消防費計 32,663 32,600 32,600  63 

スクールソーシャルワーカー活用事業 

（一部） 

新型コロナウイルス感染症等に起因する相談を受

けるためスクールソーシャルワーカーの派遣回数

を増やし、児童生徒や保護者の様々な心のケア・

支援を行った。 

130 100 100  30 

スクールカウンセラー配置事業 

（一部） 

新型コロナウイルス感染症等に起因する相談を受

けるためスクールカウンセラーの派遣回数を増や

し、児童生徒や保護者の様々な問題への助言・援

助を行った。 

92 50 50  42 

公立学校情報機器整備費（小学校） 新しい生活様式における学習環境を確保するた

め、学習者用端末等を導入し、学習環境の整備と

教育（学び）の充実の確保を図った。 

54,979 54,894 25,752  85 

公立学校情報機器整備費（中学校） 新しい生活様式における学習環境を確保するた

め、学習者用端末等を導入し、学習環境の整備と

教育（学び）の充実の確保を図った。 

36,499 36,355 20,902  144 

特別支援教育支援員事業（小学校） 

（一部） 

放課後の児童の学習支援を行うため各学校に配置

された特別支援教育支援員に加え、新たに別府小

学校に学習支援員２人を配置し、補充学習の支援

や授業準備補助を行った。 

538 500 500  38 

特別支援教育支援員事業（中学校） 

（一部） 

放課後の生徒の学習支援を行うため各学校に配置

された特別支援教育支援員が、補充学習の支援や

授業準備補助を行った。 

192 100 100  92 

スクール・サポート・スタッフ配置事

業（小学校） 

新型コロナウイルス感染症対策分として各小学校

にそれぞれ１名配置し、家庭学習や家庭への連絡

2,011   1,955 56 
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資料の印刷、帳合、教室や校舎内の換気、消毒な

どの感染症対策等を行い、教員の「働き方改革」

の実現を図った。 

スクール・サポート・スタッフ配置事

業（中学校）（一部） 

新型コロナウイルス感染症対策分として枕崎中を

除く市内３校にそれぞれ１名配置し、家庭学習や

家庭への連絡資料の印刷、帳合、教室や校舎内の

換気、消毒などの感染症対策等を行い、教員の

「働き方改革」の実現を図った。 

1,524   1,467 57 

学びの保障のための教育体制整備事業

（小学校） 

学習指導員を別府小学校に１名（11月～３月）配

置し、新型コロナウイルス感染症の影響による臨

時休校に伴う学習遅れへの対応を行った。 

437   437  

学びの保障のための教育体制整備事業

（中学校） 

学習指導員を桜山中学校、別府中学校に各１名

（11月～３月）配置し、新型コロナウイルス感染

症の影響による臨時休校に伴う学習遅れへの対応

を行った。 

920   920  

学校保健特別対策事業（小学校） 各学校が段階的な学校再開に際して、感染対策を

徹底しながら児童の学習保障をするための新たな

試みを実施するに当たり、校長の判断で迅速かつ

柔軟に対応することができるよう、学校教育活動

の再開を支援する経費の補助を行った。 

4,529 4,500 2,250  29 

学校保健特別対策事業（中学校） 各学校が段階的な学校再開に際して、感染対策を

徹底しながら生徒の学習保障をするための新たな

試みを実施するに当たり、校長の判断で迅速かつ

柔軟に対応することができるよう、学校教育活動

4,024 4,000 2,000  24 
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の再開を支援する経費の補助を行った。 

小学校の感染防止支援事業 小学校における新型コロナウイルス感染予防のた

め、水道の蛇口ハンドルに手指で触れないよう

に、現在の三角ハンドルから肘で開閉できるレバ

ーハンドルに全て取り替える工事を実施し、児童

の感染防止を図った。 

1,694 1,600 1,600  94 

中学校の感染防止支援事業 中学校における新型コロナウイルス感染予防のた

め、水道の蛇口ハンドルに手指で触れないよう

に、現在の三角ハンドルから肘で開閉できるレバ

ーハンドルに全て取り替える工事を実施し、生徒

の感染防止を図った。 

1,771 1,700 1,700  71 

幼稚園の感染防止支援事業 市内私立幼稚園２園での感染機会を削減するた

め、感染防止用機器（空気清浄機）導入に対し１

園50万円を上限に補助を行った。 

1,000 1,000 1,000   

小学校芸術鑑賞機会創出事業 青少年に対し、優れた舞台芸術鑑賞の機会を提供

し、芸術に対する興味・関心を喚起するととも

に、豊かな情操のかん養を目的として、新型コロ

ナウイルス感染症対策を施しながら「市町村によ

る青少年劇場」を実施した。 

717 700 700  17 

サンフレッシュ枕崎管理費 新型コロナウイルス感染症拡大防止策として、空

気清浄機、非接触型体温計、消毒液を購入し、施

設利用者の安全を確保した。 

752 700 700  52 

成人式経費 市外に居住する者が、成人式に出席するためＰＣ

Ｒ検査を受診した場合、自己負担額の２分の１以

148    148 
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内（上限：20,000円）を助成した。 

地区公民館管理費 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、地

区公民館利用者の手指消毒及び地区公民館全体の

除菌、消毒を行い、利用者が地区公民館を利用す

る前に検温する事で、事前に発熱による体調不良

者をチェックし、地区公民館利用中に空調機器を

使用して窓を閉め切る時間帯に空気を清浄するこ

とで利用者の感染リスクを減らすという目的で、

消毒液と非接触型体温計、空気清浄機を購入し

た。 

1,379 1,300 1,300  79 

市民会館管理費 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、市

民会館利用者の手指消毒及び市民会館全体の除

菌、消毒を行い、利用者が市民会館を利用する前

に検温する事で、事前に発熱による体調不良者を

チェックし、市民会館利用中に空調機器を使用し

て窓を閉め切る時間帯に空気を清浄することで利

用者の感染リスクを減らすという目的で、消毒液

と非接触型体温計、空気清浄機を購入した。ま

た、対面の窓口業務や相談業務時の飛沫感染を防

ぐ目的で、アクリルスタンドを購入した。 

849 800 800  49 

新しい生活様式・図書館パワーアップ

事業 

安心して図書館を利用してもらうため、図書消毒

機や加湿空気清浄機等を整備した。また、蔵書情

報をオンライン化しインターネットで検索、予約

ができる図書館システムを導入した。 

7,237 7,100 7,100  137 



 

70 

 

南溟館（美術館）安心安全確保事業 大型空気清浄機をはじめ、サーモグラフィーカメ

ラ、自動消毒噴霧器、結界パーテーションなどを

購入し配置した。また南溟館の土足入館化のた

め、館内床の改修工事を行った。 

8,655 4,200 4,200 4,000 455 

学校保健特別対策事業（小学校） 学校の一斉臨時休業及び一斉臨時休業からの学校

再開にあたり集団感染のリスクを避け、児童が安

心して学ぶことができる体制の整備を促進するた

め、学校設置者が実施する保健衛生用品等の整備

に必要な経費を補助した。 

269 263 129  6 

学校保健特別対策事業（中学校） 学校の一斉臨時休業及び一斉臨時休業からの学校

再開にあたり集団感染のリスクを避け、生徒が安

心して学ぶことができる体制の整備を促進するた

め、学校設置者が実施する保健衛生用品等の整備

に必要な経費を補助した。 

190 186 91  4 

新型コロナウイルス感染症緊急対策事

業 

新型コロナウイルス感染症に伴う急激なマスクの

需要の増加によって、店頭での購入が困難な状況

になったため、児童生徒を感染症から守るための

対策として、布マスクを購入し小学校、中学校の

児童生徒及び教職員に配布した。 

1,120    1,120 

社会体育施設における感染症予防事業 新型コロナウイルス感染症対策として、体育館等

の社会体育施設に手指消毒用のアルコールを設置

したほか、施設入場者の体温測定を行うためのサ

ーモグラフィーカメラや、観客席へ設置するため

の空気清浄機を購入した。 

2,296 2,200 2,200  96 
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総合体育館競技環境整備事業 総合体育館に隣接する卓球場について、新型コロ

ナウイルス感染症対策としての場内換気を目的に

空気調和設備を設置するにあたり、設計委託を行

った。 

1,518 1,500 1,500  18 

学校給食費助成事業 新型コロナウイルス感染症緊急対策の一環とし

て、市内小・中学校に在籍する児童・生徒の保護

者に対し支援を行った。 

1,225 1,200 1,200  25 

学校給食納入業者支援事業 新型コロナウイルス感染症緊急対策の一環とし

て、給食物資納入業者に対し支援を行った。 

170 100 100  70 

学校給食費返還等事業 新型コロナウイルス感染症緊急対策の一環とし

て、給食物資納入業者に対し支援を行った。 

714 179 179 535  

教育費計 137,579 125,227 76,153 9,314 3,038 

 

総計 2,672,649 2,646,311 445,433 15,673 10,665 

 



第１表　会計別歳入歳出決算額調

（単位：千円）

実 質 収 支 前 年 度 の

歳 入 歳 出 差 引 (C)-(D)

（A） （B） (A)-(B) (C) (E) 実 質 収 支

18,434,935 17,981,770 453,165 32,253 32,253 420,912 359,727

国 民 健 康 保 険 3,546,706 3,535,797 10,909 0 10,909 11,309

後期高齢者医療 362,661 360,854 1,807 0 1,807 2,387

介 護 保 険 2,823,448 2,635,509 187,939 0 187,939 118,115

公共下水道事業 19,754

25,167,750 24,513,930 653,820 0 32,253 0 32,253 621,567 511,292

※公共下水道事業は令和２年度から企業会計へ移行

一 般 会 計

合 計

決 算 額

特

別

会

計

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

継 続 費
逓 次
繰 越 額

繰 越
明 許 費
繰 越 額

事 故
繰 越 し
繰 越 額

計
　　（D)

区 分

72
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第２表　款別決算額調（以下一般会計）

（歳　　　入） （単位：千円）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 対 予 算 増 減

(A) (B) (C) (D) (B)-(C)-(D) (C)-(A) 予算現額 収入済額 対 予 算 対 調 定

％ ％ ％ ％

1 市 税 2,177,484 2,299,600 2,202,393 17,618 79,589 24,909 11.4 12.0 101.1 95.8

2 地 方 譲 与 税 128,880 127,670 127,670 0 △ 1,210 0.7 0.7 99.1 100.0

3 利 子 割 交 付 金 1,300 1,387 1,387 0 87 0.0 0.0 106.7 100.0

4 配 当 割 交 付 金 4,100 4,043 4,043 0 △ 57 0.0 0.0 98.6 100.0

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

4,000 4,071 4,071 0 71 0.0 0.0 101.8 100.0

6 法人事業税交付金 10,400 10,458 10,458 0 58 0.1 0.1 100.6 100.0

7 地方消費税交付金 476,100 476,149 476,149 0 49 2.5 2.6 100.0 100.0

8 環境性能割交付金 4,600 5,250 5,250 0 650 0.0 0.0 114.1 100.0

9 地 方 特 例 交 付 金 15,752 15,752 15,752 0 0 0.1 0.1 100.0 100.0

10 地 方 交 付 税 3,459,561 3,561,329 3,561,329 0 101,768 18.1 19.3 102.9 100.0

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

3,200 3,082 3,082 0 △ 118 0.0 0.0 96.3 100.0

12 分担金及び負担金 52,298 53,093 48,126 115 4,852 △ 4,172 0.3 0.3 92.0 90.6

款
構 成 比 収 入 割 合



13 使用料及び手数料 94,953 108,150 94,900 67 13,183 △ 53 0.5 0.5 99.9 87.7

14 国 庫 支 出 金 4,402,638 4,351,600 4,203,128 148,472 △ 199,510 23.1 22.8 95.5 96.6

15 県 支 出 金 1,309,239 1,216,144 1,191,997 24,147 △ 117,242 6.9 6.5 91.0 98.0

16 財 産 収 入 112,180 115,236 114,232 1,004 2,052 0.6 0.6 101.8 99.1

17 寄 附 金 3,554,922 3,379,109 3,379,109 0 △ 175,813 18.6 18.3 95.1 100.0

18 繰 入 金 1,234,074 1,051,815 1,051,815 0 △ 182,259 6.5 5.7 85.2 100.0

19 繰 越 金 364,601 364,601 364,601 0 0 1.9 2.0 100.0 100.0

20 諸 収 入 318,251 356,532 331,943 24,589 13,692 1.7 1.8 104.3 93.1

21 市 債 1,332,141 1,243,500 1,243,500 0 △ 88,641 7.0 6.7 93.3 100.0

19,060,674 18,748,571 18,434,935 17,800 295,836 △ 625,739 100.0 100.0 96.7 98.3歳 入 合 計
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（歳　　　出） （単位：千円）

支 出 済 額
翌 年 度
繰 越 額

不 用 額 対予算現額

予 算 額
繰越事業費
繰 越 額

予 備 費
支 出 額

計(A) (B) (C) (A)-(B)-(C)予算現額 支出済額 支 出 割 合

％ ％ ％

1 議 会 費 123,109 123,109 121,634 1,475 0.6 0.7 98.8

2 総 務 費 7,825,688 7,825,688 7,573,381 1,120 251,187 41.1 42.1 96.8

3 民 生 費 4,276,210 3,040 4,279,250 4,032,930 246,320 22.4 22.4 94.2

4 衛 生 費 842,965 842,965 767,393 6,606 68,966 4.4 4.3 91.0

5 労 働 費 31,804 31,804 23,736 8,068 0.2 0.1 74.6

6 農 林 水 産 業 費 574,179 382,365 956,544 882,602 6,142 67,800 5.0 4.9 92.3

7 商 工 費 526,609 526,609 416,478 32,120 78,011 2.8 2.3 79.1

8 土 木 費 1,134,179 45,287 102 1,179,568 1,062,115 106,942 10,511 6.2 5.9 90.0

9 消 防 費 491,601 491,601 475,720 15,881 2.6 2.7 96.8

10 教 育 費 1,494,892 24,982 1,337 1,521,211 1,414,814 57,664 48,733 8.0 7.9 93.0

11 災 害 復 旧 費 139,965 139,965 78,143 42,370 19,452 0.7 0.4 55.8

12 公 債 費 1,085,063 1,085,063 1,084,088 975 5.7 6.0 99.9

款
構 成 比予 算 現 額



13 諸 支 出 金 48,736 48,736 48,736 0 0.3 0.3 100.0

14 予 備 費 10,000 △ 1,439 8,561 8,561 0.0 0.0 0.0

18,605,000 455,674 0 19,060,674 17,981,770 252,964 825,940 100.0 100.0 94.3歳 出 合 計
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第３表　款別決算額前年度比較等調

（歳　　　入） （単位：千円）

決 算 額 比 較 増 減 構 成 比 増 減 率 決 算 額 構 成 比 増 減 率

％ ％ ％ ％

1 市 税 2,202,393 △ 55,753 12.0 △ 2.5 2,258,146 15.2 1.9

2 地 方 譲 与 税 127,670 44 0.7 0.0 127,626 0.9 1.2

3 利 子 割 交 付 金 1,387 △ 42 0.0 △ 2.9 1,429 0.0 △ 59.5

4 配 当 割 交 付 金 4,043 △ 317 0.0 △ 7.3 4,360 0.0 11.7

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

4,071 1,571 0.0 62.8 2,500 0.0 △ 45.2

6 法人事業税交付金 10,458 10,458 0.1 皆　増

7 地方消費税交付金 476,149 85,316 2.6 21.8 390,833 2.6 △ 5.8

8 環境性能割交付金 5,250 2,123 0.0 67.9 3,127 0.0 皆　増

9 地 方 特 例 交 付 金 15,752 △ 11,799 0.1 △ 42.8 27,551 0.2 171.8

10 地 方 交 付 税 3,561,329 58,819 19.3 1.7 3,502,510 23.6 1.6

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

3,082 △ 61 0.0 △ 1.9 3,143 0.0 △ 6.8

12 分担金及び負担金 48,126 △ 23,693 0.3 △ 33.0 71,819 0.5 △ 23.6

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度
款



13 使用料及び手数料 94,900 △ 4,711 0.5 △ 4.7 99,611 0.7 1.6

14 国 庫 支 出 金 4,203,128 2,683,428 22.8 176.6 1,519,700 10.2 △ 3.4

15 県 支 出 金 1,191,997 △ 20,931 6.5 △ 1.7 1,212,928 8.2 △ 6.0

16 財 産 収 入 114,232 96,601 0.6 547.9 17,631 0.1 7.9

17 寄 附 金 3,379,109 587,719 18.3 21.1 2,791,390 18.8 225.7

18 繰 入 金 1,051,815 345,136 5.7 48.8 706,679 4.7 75.3

19 繰 越 金 364,601 △ 38,128 2.0 △ 9.5 402,729 2.7 4.7

20 諸 収 入 331,943 45,650 1.8 15.9 286,293 1.9 19.2

21 市 債 1,243,500 △ 179,845 6.7 △ 12.6 1,423,345 9.6 30.5

0
自 動 車 取 得 税
交 付 金

△ 11,148 皆　減 11,148 0.1 △ 49.8

18,434,935 3,570,437 100.0 24.0 14,864,498 100.0 20.9歳 入 合 計
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（歳　　　出） （単位：千円）

決 算 額 比 較 増 減 構 成 比 増 減 率 決 算 額 構 成 比 増 減 率

％ ％ ％ ％

1 議 会 費 121,634 △ 2,439 0.7 △ 2.0 124,073 0.9 △ 2.2

2 総 務 費 7,573,381 2,917,163 42.1 62.7 4,656,218 32.1 91.3

3 民 生 費 4,032,930 119,198 22.4 3.0 3,913,732 27.0 0.6

4 衛 生 費 767,393 40,662 4.3 5.6 726,731 5.0 23.4

5 労 働 費 23,736 11,778 0.1 98.5 11,958 0.1 △ 0.3

6 農 林 水 産 業 費 882,602 △ 21,401 4.9 △ 2.4 904,003 6.2 △ 9.1

7 商 工 費 416,478 245,112 2.3 143.0 171,366 1.2 0.3

8 土 木 費 1,062,115 △ 13,217 5.9 △ 1.2 1,075,332 7.4 △ 7.2

9 消 防 費 475,720 △ 209,702 2.7 △ 30.6 685,422 4.7 25.9

10 教 育 費 1,414,814 334,106 7.9 30.9 1,080,708 7.5 37.7

11 災 害 復 旧 費 78,143 60,875 0.4 352.5 17,268 0.1 54.2

12 公 債 費 1,084,088 △ 24,575 6.0 △ 2.2 1,108,663 7.6 △ 4.1

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度
款



13 諸 支 出 金 48,736 24,313 0.3 99.5 24,423 0.2 0.1

17,981,770 3,481,873 100.0 24.0 14,499,897 100.0 21.9歳 出 合 計
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第４表　款別財源内訳調

（単位：千円）

国 庫 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 計

1 議 会 費 121,634 121,634

2 総 務 費 7,573,381 2,149,979 55,246 3,962,999 6,168,224 1,405,157

3 民 生 費 4,032,930 1,305,708 613,891 16,200 83,899 2,019,698 2,013,232

4 衛 生 費 767,393 42,859 9,100 182,200 50,921 285,080 482,313

5 労 働 費 23,736 11,700 100 11,800 11,936

6 農 林 水 産 業 費 882,602 18,600 464,017 79,900 62,341 624,858 257,744

7 商 工 費 416,478 239,207 991 5,200 80,705 326,103 90,375

8 土 木 費 1,062,115 205,141 17 287,800 151,155 644,113 418,002

9 消 防 費 475,720 32,600 134 43,700 55,793 132,227 343,493

10 教 育 費 1,414,814 181,682 29,185 363,000 216,701 790,568 624,246

11 災 害 復 旧 費 78,143 13,400 19,300 9,789 42,489 35,654

12 公 債 費 1,084,088 57,886 57,886 1,026,202

一 般 財 源款 決 算 額
特 定 財 源



13 諸 支 出 金 48,736 11 11 48,725

17,981,770 4,187,476 1,185,981 997,300 4,732,300 11,103,057 6,878,713歳 出 合 計

82



83

第５表　給与費明細書

　１　特別職 （単位：千円）

給 料 計

人

長 等 3 21,787 35,398 40,431

議 員 14 62,635 79,520

そ の 他 30 16,792 16,792

計 47 21,787 114,825 136,743

長 等 3 21,787 35,507 40,680

議 員 14 61,683 79,273

そ の 他 30 16,763 16,763

計 47 21,787 113,953 136,716

長 等 0 0 △ 109 △ 249

議 員 0 952 247

そ の 他 0 29 29

計 0 0 872 2782 790 △ 845

比 較
29

64,470 27,696 22,763

△ 109 △ 140

53

16,763

64,552 28,486 21,918

899 △ 705

13,611 5,033

47,760

13,976 17,590

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 職 員 手 当

元年度

13,720 5,173

47,707

14,875 16,885

16,792

２年度



　２　一般職（再任用職員及び会計年度任用職員以外の職員） （単位：千円）

職 員 数
（人） 給 料 計

260 989,390 1,757,140 2,088,005

259 999,581 1,789,483 2,116,559

1 △ 10,191 △ 32,343 △ 28,554

一般職職員１人当たり給与費の状況 退職手当の状況

退 職 手 当 費

5,773 256,237千円

5,910 258,803千円

初任給の状況

学 歴

高 校 卒 円

大 学 卒 円

高 校 卒 円

大 学 卒 円

※　「退職手当」の額は鹿児島県市町村総合事務組合退職手当負担金

2年 3月 31日 150,600

現 在 182,200

区 分 行 政 職

3年 3月 31日 150,600

現 在 182,200

備 考

区 分 １ 人 当 た り 給 与 費 区 分

２ 年 度 千円 ２ 年 度

元 年 度 千円 元 年 度

1,310

管理職員特
別勤務手当

345 期 末 手 当 226,685 勤 勉 手 当 171,969 退 職 手 当 256,237

通 勤 手 当 4,616

特 殊 勤 務
手 当

1,790
時間外勤務
手 当

27,219 休 日 給 11,270 夜 勤 手 当職 員 手 当 の 内 訳

管理職手当 14,227 扶 養 手 当 33,792 住 居 手 当

比 較 △ 22,152 3,789

18,290

２ 年 度 767,750 330,865

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬

元 年 度 789,902 327,076

職 員 手 当
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　３　再任用短時間勤務職員 （単位：千円）

職 員 数
（人） 給 料 計

18 41,110 49,865 58,219

19 46,435 56,133 65,125

△ 1 △ 5,325 △ 6,268 △ 6,906

　４　会計年度任用職員（パートタイム） （単位：千円）

職 員 数
（人） 給 料 計

137 164,152 183,008

162 120,629 134,306

△ 25 43,523 48,702

※　「元年度」の欄は、制度改正前の非常勤職員等の数値（「報酬」には賃金、委託料等の額を含む。）

比 較 26,994 16,529 5,179

職 員 手 当 の 内 訳 期 末 手 当 16,529

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 職 員 手 当

元 年 度 120,629 13,677

比 較 △ 943 △ 638

職 員 手 当 の 内 訳 通 勤 手 当 317 期 末 手 当 5,206 勤 勉 手 当

２ 年 度 147,623 16,529 18,856

3,232

元 年 度 9,698 8,992

２ 年 度 8,755 8,354

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 職 員 手 当

区 分
給 与 費
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第６表　地方債目的別現在高の状況

（単位：千円）

令 和 元 年 度 末 令 和 ２ 年 度 中 令 和 ２ 年 度 中 令 和 ２ 年 度 末

現 在 高 借 入 額 償 還 額 現 在 高

1 6,676,801 972,300 642,961 7,006,140

(1) 総 務 265,517 27,455 238,062

(2) 民 生 198,761 16,200 13,509 201,452

(3) 衛 生 1,165,047 182,200 126,981 1,220,266

(4) 農 林 水 産 971,991 78,400 105,417 944,974

(5) 商 工 75,135 5,200 2,258 78,077

(6) 土 木 1,750,922 254,700 242,071 1,763,551

(7) 公 営 住 宅 500,440 31,500 25,650 506,290

(8) 消 防 883,676 41,100 49,081 875,695

(9) 教 育 865,312 363,000 50,539 1,177,773

2 39,782 20,800 5,454 55,128

(1) 農 林 水 産 10,338 6,300 1,383 15,255

(2) 土 木 16,250 3,400 1,899 17,751

災 害 復 旧 債

区 分

普 通 債



(3) 教 育 1,107 200 162 1,145

(4) その他公共施設等 12,087 10,900 2,010 20,977

3 4,284,934 250,400 396,149 4,139,185

(1) 減 税 補 て ん 債 48,345 12,374 35,971

(2) 臨 時 財 政 対 策 債 4,117,957 228,041 334,323 4,011,675

(3) 退 職 手 当 債 118,632 49,452 69,180

(4) 減 収 補 填 債 22,359 22,359

11,001,517 1,243,500 1,044,564 11,200,453

そ の 他

合 計
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第７表　普通会計資金収支の状況（決算統計による）

（単位：千円）
第 １ ・ 四 半 期 第 ２ ・ 四 半 期 第 ３ ・ 四 半 期 第 ４ ・ 四 半 期 出 納 整 理 期
(２年４月～６月) (２年７月～９月) (２年10月～12月) (３年１月～３月) (３年４月～５月)

274,174 1,532,749 1,153,471 1,245,281 796,758

696,347 494,671 478,924 471,874 60,577 2,202,393

1,575,623 774,141 890,593 464,394 3,704,751

2,298,363 432,781 645,494 1,079,279 134,287 4,590,204

133,450 240,591 271,295 514,470 149,555 1,309,361

871,199 598,768 962,190 2,779,034 1,037,136 6,248,327

5,574,982 2,540,952 3,248,496 5,309,051 1,381,555 18,055,036

800,000 800,000

5,574,982 2,540,952 3,248,496 6,109,051 1,381,555 18,855,036

4,406,834 2,920,230 3,156,686 6,557,574 925,148 17,966,472

800,000 800,000

4,406,834 2,920,230 3,156,686 6,557,574 1,725,148 18,766,472

一時借入金返済額等

歳 出

合 計

支

出

区 分 合 計

前 期 末 残 高

市 税

収

入 小 計

歳

入

一時借入金借入額等

合 計

地 方 交 付 税 等

国 庫 支 出 金 等

県 支 出 金 等

そ の 他



収 入 1,386,856 1,932,744

支 出 1,296,429 1,321,289

1,532,749 1,153,471 1,245,281 796,758 1,064,620

令和元年度又は

令和３年度収支

期 末 残 高
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第８表　普通会計性質別歳出内訳（決算統計による）

（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 増 減 率 税 等 決 算 額 構 成 比 税 等

％ ％ ％

1 人 件 費 2,260,955 12.6 1.1 2,115,199 2,235,831 15.4 2,128,507

(1) う ち 職 員 給 1,364,403 7.6 △ 3.9 1,292,257 1,419,199 9.8 1,354,351

2 物 件 費 1,471,845 8.2 27.8 719,821 1,151,300 7.9 593,175

3 維 持 補 修 費 62,346 0.4 0.1 35,046 62,253 0.4 42,089

4 扶 助 費 2,345,478 13.1 △ 1.1 658,143 2,371,771 16.4 668,776

5 補 助 費 等 4,823,224 26.8 159.0 1,103,229 1,862,450 13.0 541,426

(1) 国 に 対 す る も の 43,673 0.2 △ 45.3 43,673 79,857 0.6 79,657

(2) 県 に 対 す る も の 7,214 0.0 △ 44.7 6,657 13,039 0.1 11,732

(3)同級他団体に対するもの 9 0.0 0.0 9 9 0.0

(4) 一 部 事 務 組 合 負 担 金 235,770 1.3 △ 16.8 144,470 283,219 2.0 147,319

(5) そ の 他 に 対 す る も の 4,536,558 25.3 205.2 908,420 1,486,326 10.3 302,718

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度
区　　　　　　分



6 普 通 建 設 事 業 費 1,898,343 10.5 △ 6.0 248,000 2,019,897 13.9 228,051

(1) 補 助 事 業 費 905,393 5.0 △ 14.2 15,575 1,055,244 7.3 60,330

(2) 単 独 事 業 費 906,225 5.0 4.0 229,401 871,090 6.0 161,126

(3) 県 営 事 業 負 担 金 80,103 0.5 △ 7.9 703 86,998 0.6 4,298

(4) 同 級 他 団 体 事 業 負 担 金 6,622 0.0 0.9 2,321 6,565 0.0 2,297

7 災 害 復 旧 事 業 費 102,183 0.6 284.2 58,194 26,593 0.2 13,847

(1) 補 助 事 業 費 25,419 0.2 795.0 11,919 2,840 0.0 2,770

(2) 単 独 事 業 費 76,764 0.4 223.2 46,275 23,753 0.2 11,077

8 公 債 費 1,084,088 6.0 △ 2.2 1,020,113 1,108,663 7.7 1,040,058

9 積 立 金 2,321,052 12.9 21.1 181,182 1,916,006 13.2 177,656

10 投 資 及 び 出 資 金 58,600 0.3 皆　増

11 貸 付 金 102,960 0.6 △ 2.7 105,804 0.7

12 繰 出 金 1,435,398 8.0 △ 11.6 1,182,455 1,623,792 11.2 1,393,480

17,966,472 100.0 24.0 7,321,382 14,484,360 100.0 6,827,065歳 出 合 計
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第９表　決算統計による指数等

（単位：千円・％）
令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 30 年 度

0.425 0.423 0.421

6,197,728 6,016,453 6,024,040

5,933,552 5,863,707 5,795,969 ※

(6,179,752) (6,096,552) (6,090,763)

99.7 101.3 101.1

6.8 6.0 6.6

91.8 93.6 93.8 ※

(95.6) (97.3) (98.6)

11,200,453 11,001,517 10,637,411

歳 自 主 財 源 （構成比） 41.1 44.6 35.0

入 依 存 財 源 （構成比） 58.9 55.4 65.0

義 務 的 経 費 （構成比） 31.7 39.5 48.1

投 資 的 経 費 （構成比） 11.1 14.1 16.7

その他の経費 （構成比） 57.2 46.4 35.2

95.8 95.7 95.3

区 分

標 準 財 政 規 模

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）

歳

出

積 立 金 現 在 高

地 方 債 現 在 高

指

数

等

市 税 の 徴 収 率

経 常 一 般 財 源 収 入 額

経 常 一 般 財 源 比 率

(　)内は、臨時財政対策
債を加えた額。

(　)内は、臨時財政対策
債を除いて算出した比
率。

経 常 収 支 比 率

実 質 収 支 比 率

4,909,364 3,607,312 2,362,371



第10表　健全化判断比率

（単位：％）

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 30 年 度

　　　　　　　－ 　　　　　　　－ 　　　　　　　－
※　

( 14.36 ) ( 14.44 ) ( 14.43 )

　　　　　　　－ 　　　　　　　－ 　　　　　　　－

( 19.36 ) ( 19.44 ) ( 19.43 )

9.3  9.9  10.4  

( 25.0 ) ( 25.0 ) ( 25.0 )

27.7  56.6  80.1  

( 350.0 ) ( 350.0 ) ( 350.0 )

※（　）内は、早期健全化基準指数

将 来 負 担 比 率

実質赤字額、連結実質赤字
額がない場合は「－」と表
示指

数

区 分

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率
（ ３ か 年 平 均 ）
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地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられた社会保障施策に要した経費

千円

千円

(B) (E) (B)-(E)

障 害 者 福 祉 費 662,081 488,801 700 25,181 147,399 652,604 483,841 500 16,550 151,713 9,477 8,631 △ 4,314

老 人 福 祉 費 154,144 18,490 32,704 15,021 87,929 129,576 3,461 27,477 9,701 88,937 24,568 5,320 △ 1,008

児 童 措 置 費 1,030,334 717,176 25,574 41,960 245,624 1,055,493 714,273 57,817 27,874 255,529 △ 25,159 14,086 △ 9,905

母 子 福 祉 費 3,157 2,796 53 308 2,048 1,973 7 68 1,109 46 240

児 童 厚 生 施 設 費 47,813 25,470 8,200 2,063 12,080 43,703 22,678 4,730 1,603 14,692 4,110 460 △ 2,612

生 活 保 護 扶 助 費 322,367 286,160 5,283 30,924 305,413 248,616 5,586 51,211 16,954 △ 303 △ 20,287

小　計 2,219,896 1,538,893 0 67,178 89,561 524,264 2,188,837 1,474,842 0 90,524 61,321 562,150 31,059 28,240 △ 37,886

国 民 健 康 保 険 事 業
（ 繰 出 金 ）

368,836 131,411 34,642 202,783 309,271 131,192 17,515 160,564 59,565 17,127 42,219

後期高齢者医療事業
（ 繰 出 金 等 ）

530,209 86,464 64,746 378,999 513,931 79,357 42,743 391,831 16,278 22,003 △ 12,832

介 護 保 険 事 業
（ 繰 出 金 ）

439,692 35,057 59,039 345,596 404,674 19,618 37,872 347,184 35,018 21,167 △ 1,588

小　計 1,338,737 252,932 0 0 158,427 927,378 1,227,876 230,167 0 0 98,130 899,579 110,861 60,297 27,799

健 康 増 進 事 業 費 27,591 990 10,000 11,625 726 4,250 27,564 1,203 10,000 10,901 537 4,923 27 189 △ 673

予 防 費 54,640 14,726 12,300 23,054 665 3,895 43,981 790 11,200 23,167 868 7,956 10,659 △ 203 △ 4,061

小　計 82,231 15,716 22,300 34,679 1,391 8,145 71,545 1,993 21,200 34,068 1,405 12,879 10,686 △ 14 △ 4,734

3,640,864 1,807,541 22,300 101,857 249,379 1,459,787 3,488,258 1,707,002 21,200 124,592 160,856 1,474,608 152,606 88,523 △ 14,821

(単位：千円）

合　　計

決算額
(A) 国県

支出金

特定財源

財源内訳

市債 その他
その他
(C)

一般財源

社
会
保
険

社
会
福
祉

保
健
衛
生

令和２年度

事　　業　　名 決算額
(D)

令和元年度

決算額
(A)-(D)

比較増減

地方消費
税交付金
(社会保障
財源化分)

地方消費
税交付金
(社会保障
財源化分)

地方消費
税交付金
(社会保障
財源化分)

その他
(C)-(F)

一般財源
財源内訳

特定財源 一般財源

国県
支出金

市債 その他
その他
(F)

249,379

3,640,864

　平成26年４月１日に消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要
する経費に充てるものとされています。また、令和元年10月１日に消費税率（国・地方）が８％から10％へ引き上げられたことに伴う地方消費税増収分についても、社会保
障の充実に要する経費に充てるものとされています。
　令和２年度枕崎市一般会計歳入歳出決算における社会保障施策経費への充当状況については、下表のとおりです。

【歳入】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられた社会保障施策に要した経費



事 項 別 施 策 の 成 果 説 明 書



歳　　　　　　　　　　　入



市民税個人現年課税分の収入済額には、還付未済額 136,570円
を含む。

0.0 0.0
計 119,946,000

392 件

② 滞 納 繰 越 分 40,000 180,000 180,000

99.8 99.9 法 人 税 割
199 社

69,571,500

円
686 件

① 現 年 課 税 分 117,500,000 119,946,000 119,691,000 255,000

99.6 99.9 均 等 割
472 社

50,374,500

区 分 法　人　数 調 定 額

(2) 法 人 117,540,000 120,126,000 119,691,000 435,000

退 職 分 6,664,000 6,664,000
調 定 額 計 548,423,341 137,547,076 41,386,487 727,356,904

円
所 得 割 521,091,850 131,113,306 35,414,274 687,619,430

9,454
均 等 割 20,667,491 円 6,433,770 円 5,972,213 円 33,073,474

1,317 人
均 等 割 ・ 所 得 割 5,542 2,595 8,137
均 等 割 の み 467 人 850 人 徴収方法により、

左記のいずれかに
含まれる。納 税 義 務 者 計 6,009 3,445

32.8

区 分 特別徴収(給与） 普 通 徴 収 年 金 特 徴 計

99.4 99.3

② 滞 納 繰 越 分 4,489,000 17,954,296 5,635,564 1,705,780 10,612,952 31.4

14,643,828 97.8 97.4

① 現 年 課 税 分 714,000,000 727,356,904 723,154,804 171,224 4,030,876

(1) 個 人 718,489,000 745,311,200 728,790,368 1,877,004

％

1 市 民 税 836,029,000 865,437,200 848,481,368 1,877,004 15,078,828 98.0 97.8

収納率
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

2年度 元年度

円 円 円 円 円 ％

款　　　項　　　目 予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
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収納率
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

2年度 元年度
款　　　項　　　目 予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

固定資産税現年課税分の収入済額には、還付未済額 11,000円
を含む。

円

交付金

99.3

② 滞 納 繰 越 分 460,000 1,517,930 516,200 191,800 809,930 34.0 28.4

98.2 98.1

① 現 年 課 税 分 88,000,000 88,696,300 88,092,425 603,875 99.3

1,413,805 98.3 98.1

(2) 種 別 割 88,460,000 90,214,230 88,608,625 191,800 1,413,805

3 軽 自 動 車 税 90,260,000 92,536,830 90,931,225 191,800

計 20,037,900

森 林 管 理 署 118,500
鹿 児 島 県 19,691,400

0 100.0 100.0

区 分 交 付 額
農 林 水 産 省 228,000 円

(2)
国有資産等所在
市 町 村 交 付 金

20,037,000 20,037,900 20,037,900

償却資産 518 268,277,800
計 1,101,059,700

土 地 8,765 人 238,253,300
家 屋 9,658 594,528,600

10.6
区 分

納 税
調 定 額

義 務 者 数

98.6 98.8

② 滞 納 繰 越 分 7,797,000 70,882,932 7,978,707 15,549,994 47,354,231 11.3

63,096,088 93.3 93.3

① 現 年 課 税 分 1,077,561,000 1,101,059,700 1,085,317,843 15,741,857

(1) 固 定 資 産 税 1,085,358,000 1,171,942,632 1,093,296,550 15,549,994

％

2 固 定 資 産 税 1,105,395,000 1,191,980,532 1,113,334,450 15,549,994 63,096,088 93.4 93.4

円 円 円 円 円 ％

(1) 環 境 性 能 割 1,800,000 2,322,600 2,322,600 0 100.0 100.0



収納率
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

2年度 元年度
款　　　項　　　目 予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

cc 台 台

従量割
○製造たばこ
・税率  5,692円／1,000本(R2.4月～R2.10月申告分）
・本数　14,546,275本(R2.4月～R2.10月）

・税率  6,122円／1,000本(R2.11月～R3.3月申告分）
・本数　8,993,310本(R2.11月～R3.3月）

○手持品課税
・税率　  430円／1,000本
・本数　　1,049,791本

課税標準額 税率
月産が200万円を超える場合 1,133,970千円 100分の1

15.9

合 計 2,177,484,000 2,299,600,105 2,202,392,586 17,618,798 79,588,721 95.8 95.7

99.1 99.1

② 滞 納 繰 越 分 12,786,000 90,535,158 14,130,471 17,447,574 58,957,113 15.6

100.0 100.0

計

① 現 年 課 税 分 2,164,698,000 2,209,064,947 2,188,262,115 171,224 20,631,608

0 100.0 100.0

5 鉱 産 税 10,300,000 11,339,700 11,339,700 0

4 市 た ば こ 税 135,500,000 138,305,843 138,305,843

特 殊 （その他） 237 ミ ニ カ ー 10
計 12,930

〃 125 142 軽四輪乗用（自） 6,829
27 特 殊 （農耕用） 468 軽 二 輪 188

1 台 自 動 二 輪 277 台
〃 90 48 〃 （営）

種 別 台 数
原 付 50 1,387 軽四輪貨物（自） 3,316 軽四輪乗用 （営）

種 別 台 数 種 別 台 数 種 別 台 数

円 円 円 円 円 ％ ％
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 不納欠損額の内訳は、次のとおりです。   

％3 特別とん譲与税 269,000 169,666 169,666 0 対前年比 54.2

地方消費税交付金（従来分） 226,770,000 円
社会保障財源交付金 249,379,000 円

7 地方消費税交付金 476,100,000 476,149,000 476,149,000 0 対前年比 121.8 ％

92.7 ％

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

4,000,000 4,071,000 4,071,000 0 対前年比 162.8

対前年比 97.1 ％

対前年比

％

4 配 当 割 交 付 金 4,100,000 4,043,000 4,043,000 0

3 利 子 割 交 付 金 1,300,000 1,387,000 1,387,000 0

％

4 森林環境譲与税 5,436,000 5,436,000 5,436,000 0 対前年比 212.5 ％

97.1 ％

2 自動車重量譲与税 92,000,000 90,842,000 90,842,000 0 対前年比 98.1

1 地方揮発油譲与税 31,175,000 31,222,000 31,222,000 0 対前年比

2 地 方 譲 与 税 128,880,000 127,669,666 127,669,666 0

収入未済額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円 円 円 円

191,800 208,700

款　　　項　　　目 予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額

担税力のないもの 93 104
計 226 253

12

計 226 253

15,549,994 8,439,119

17,618,798 10,528,615

21

軽自動車税 34 35

50,000
生 活 保 護 者 23

所在不明によるもの 26 18

固定資産税 140 159

倒産・破産したもの 18

死 亡 し た も の 66 件 98 件

法人市民税 1

元 年 度

個人市民税 52 件 58 件 1,877,004 円 1,830,796 円

税 目
件 数 欠 損 処 分 額

欠 損 処 分 の 理 由
件 数

2 年 度 元 年 度 2 年 度 元 年 度
2 年 度

対前年比 皆増6 法人事業税交付金 10,400,000 10,458,000 10,458,000 0



（単位：千円）

　
1農業費分担金 円
基幹水利施設管理事業

　
1農林水産施設災害復旧費分担金

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

4,301,643

58,81949,843

交 付 額
普通交付税

501,768

対前年比 167.9 ％

492,792

対前年比 ％111.2

特別交付税

3,059,561

対前年比 ％

△ 1,832

2,750

0 98.1

48,011

0

8 環境性能割交付金 4,600,000 5,250,000 5,250,000

1

1

分 担 金

2
災 害 復 旧 費
分 担 金

農 林 水 産 業 費
分 担 金

10 地 方 交 付 税

12 分担金及び負担金 53,092,749

4,974,000

4,301,643

3,200,00011

円

4,301,643

672,000

4,302,000

52,298,000

円

132,329

3,459,561,000

15,752,000

3,561,329,000

基 準 額

15,752,000

款　　　項　　　目 予　算　現　額

差 引

9

調　　定　　額

元年度

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

3,082,000

２年度

区 分

5,202,489

収　入　済　額

15,752,000

180,340

需 要 額
5,382,829

不納欠損額

円

0

3,561,329,000

円

収入未済額

　

0

円

0

基 準 財 政

2,188,189

　

収 入 額

　

114,580

4,301,643

3,082,000

4,851,700

04,301,643

0

48,126,469

　

3,502,510

　

4,5823,014,300

調 整 額
交 付

3,062,311

基 準 財 政

0.423
0.002

交 付 額

3,009,718

財政力指数

3,561,329

計

8,976

(3箇年平均)
2,320,518 0.425
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 不納欠損額 収入未済額

1社会福祉費負担金
県心身障害者扶養共済制度掛金 円
老人ホ－ム入所者負担金 円
被措置者本人分

生活支援ハウス利用者負担金 円

2児童福祉費負担金
保育所入所者負担金 円
まくらざき保育園 円
妙見保育園 円
火の神保育園 円
富士保育園 円
第２ふじ保育園 円
頴娃保育園 円

保育所入所者負担金（過年度分） 円

48,791,10647,324,000

円

47,324,0002

1 民 生 費 負 担 金

負 担 金 43,824,82648,791,106 4,851,700

4,851,70043,824,826 114,580

円

4,901,800

382,800
円

17,433,732

24,705,680

114,580

25,550,080

円 円

844,400
294,430

3,835,820

5,249,150

円 円

3,169,460

18,274,746

7,255,020

458,214



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 不納欠損額 収入未済額

1総務管理使用料
行政財産目的外（土地ほか） 円
行政財産目的外（庁舎） 円

1福祉施設使用料
老人福祉センター
行政財産目的外

1墓地使用料
墓地区画　 件

1農村運動広場使用料
夜間照明施設

2妙見センター使用料

3農業施設等使用料
行政財産目的外（土地）

1観光使用料
火之神公園温水シャワー
行政財産目的外

2商工使用料
行政財産目的外

0

円899,925

0

0

円

0

105,299

円 円

899,925

　

円

円

0

67,140

35,200

円

円

円

30,892

172,490

円75,691

294,000

5,751 円

794,626

26,430

1

4

3

2

農 林 水 産 業
使 用 料

商 工 使 用 料

総 務 使 用 料

38,000

601,000

衛 生 使 用 料

888,000

民 生 使 用 料

5

100,000

81,442

80,062,000

94,953,000

60,000

93,541,880

497,382

35,200

150,000

108,149,590

497,382

　

　

使 用 料1

使用料及び手数料13

円

100,000

81,442

　

35,200

899,925

13,182,52067,140

13,182,52094,899,930

円

　

80,292,220

4,391

円
円

71,300

8,770

10
100,000 円

円
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 不納欠損額 収入未済額

1道路橋りょう使用料
電柱占用等

2公園使用料 円
ナイター 円
行政財産目的外 円

3住宅使用料
現年度分
過年度分
行政財産目的外

4空港使用料 円
土地
建物
着陸料

建物ほか

1学校施設使用料
小学校
中学校

64,952,300 円
1,089,600 円

726,285
123,750

5,206,732 円

1,344 円

602,535

円

円

474,576

114,287

235,694

214,520

円
260,056 円

円

円

0

0　

13,182,520

円
6,600

66,043,244

円

3,801,338

円

7 消 防 使 用 料

72,987,000 88,012,306土 木 使 用 料

円

8 教 育 使 用 料

6

5,230,000

108,000 114,287

3,734,198

74,829,786

円円

67,140

114,287

2,853,525

円

2,611,231



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 不納欠損額 収入未済額

　 　
2社会教育使用料 円 3保健体育使用料 円
市民会館 円 体  育  館 円
枕崎地区公民館 円 武  道  館  円
桜山地区公民館 円 野  球  場 円
別府地区公民館 円 塩浜テニス 円
立神地区公民館 円 弓  道  場 円
金山地区公民館 円 ナイターソフト 円
行政財産目的外 円 ナイターテニス 円
市民会館自動販売機(2台) 円 ソフトボール場 円
市民会館ＴＶアンテナ設置費 円 行政財産目的外 円
南溟館自動販売機 円 体育館自動販売機 円
図書館自動販売機 円 塩浜公園 円

南溟館 円

市民会館（中央公民館）使用実績

回 人 円 円 円 ％ ％

30,120

減 免
88

100

99
71

887,200
81,850

685,650

35,121
10,800

26,230

48,730
50,100
8,570

2,749,921

16,230

316,100

10,290

円

29

568,850

6
10

1

2,457

13,580

2,290
902,590

824

13,857

7,560

12
計

9,210

316,100

54,950

29

302
1,583

4
17

5,331

746

3,230
37,040
5,720

9,460

12

9,920513

83
58

444

6 94

8 92

0
9,920

100

100

71

46,250

円

94
196 1,948

5,149 70,000234
23,740

45,921

6,350

94 17,760862

21,580
2,590

収 入 済 額
一 般

円

利 用 回 数 の 比 較

第 4 会 議 室

区 分

76,530
ホ ー ル
和 室

第 1 会 議 室

利 用
回 数

83

230,890

35,670828

楽 屋 控 室

509,701

冷 暖 房

円

基 本 使 用 料

38,260

入 場
延 人 員

ス テ ー ジ

第 3 会 議 室
第 2 会 議 室

計 1,469

ホ ワ イ エ

20,248
そ の 他

85,210
9,460

83,580
26,330

5,720

34,983

円

52,121

20,050

417,750
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 不納欠損額 収入未済額

円
認可地縁団体印鑑証明 円
市民生活課関係 円
税務課関係（督促手数料除く） 円
督促 円
行政文書開示 円
財産に関する証明等 円

円 件 円

1保健衛生手数料 円
犬の登録 頭 円
注射済票交付 頭 円
鑑札再交付 頭 円
予防注射済票再交付 頭 円
行政文書開示 件 円

2清掃手数料 円
一般廃棄物収集運搬業許可申請 件

6 2,040

件 228,300

1,6001

6

1 300

1,800認可地縁団体証明
900

納税証明等 円 761

1,895,400

10,507,950

円

0

1,895,400
476,000

1,028,100

12,884,150

72,600

14,607,710

円

1,953,450

公課証明等

0

0

円

1,589,100

　

321

5,297

1,462

242

7,595

29
255

8,700

560,340

25,120
そ の 他 証 明

191,250臨 時 運 行 許 可

区 分3,649,500

2

計

546,000衛 生 手 数 料 560,340

その他証明

（新）

金 額件 数

712 229,950

4,866

300

300
750

1,200

単 価 件 数

300

300
300

4,341

資産証明等
1,300

計 6,148

0

3,206300

戸 籍 の 附 票 写 438,600

　

96,300
2,278,500

10,507,950

14,607,710

円

総 務 手 数 料

戸  籍 謄 抄 本
単 価

円

1

14,891,0002

12,884,150

円

（再）

公 簿 閲 覧

印鑑登録証

印 鑑 証 明
〃

300

13,340,000

手 数 料

区 分

750

450

〃
住 民 票 写
除  籍

　

48

12,000

639,000

900

728 400,400
144,000

金 額

2,130

200

548,340

300

51

300



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 不納欠損額 収入未済額

1農業手数料 円
一般証明 円
転用事実証明 円
所有権移転 円
農家台帳・図面交付 円
農地証明ほか 円
行政文書開示 円

2林業手数料 円
鳥獣飼養登録票交付

3水産業手数料 円
船員事務

土木関係証明 円
屋外広告物設置許可 円

危険物許可 円
諸証明等 円
煙火消費許可 円
防火管理者講習会等 円
消防団員雇用状況証明 円
罹災証明 円
行政文書開示 円

保育料督促 円

1教育総務手数料 円
自動車保管場所証明

2,700

23,700

12,600

442,300

181,950

57,800

1,200

235,800

324,860

115,900

15,300
61,500

13,500

2,700

592,610

円

0

4 土 木 手 数 料

消 防 手 数 料

　7 教 育 手 数 料 2,700

5

円

3
農 林 水 産 業
手 数 料

151,000

524,000 　 0592,610

　

338,360330,000 338,360

円円円

92,510

3,600
800

600

13,500

224,450 0

0

224,450

　

300

06 民 生 手 数 料 5,100 5,100 　
5,100

106
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1社会福祉費負担金 円
障害者自立支援給付費 円
障害者医療費（更生医療費・育成医療費） 円
障害者医療費（過年度分） 円
特別障害者手当等給付費 円
障害児通所支援事業 円
国民健康保険保険者支援制度 円
介護保険低所得者保険料軽減負担金 円
介護保険低所得者保険料軽減負担金（過年度分） 円

　
2児童福祉費負担金 円
施設型給付費 円
児童手当 円
被用者 （0歳～3歳未満） 円
非被用者　　 （0歳～3歳未満） 円
被用者 （3歳以上小学校修了前） 円
非被用者　　 （3歳以上小学校修了前） 円

　小学校修了後中学校修了前 円  
特例給付 円

児童扶養手当 円
児童扶養手当（過年度分） 円
母子生活支援施設措置費 円
施設等利用費 円

3生活保護費負担金 円
生活保護費 円
生活困窮者自立相談支援事業 円
生活困窮者住居確保給付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                        円

3,869,318

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

380,743,652

297,953,116

2,291,000

収　入　済　額

円

1

予　算　現　額

国 庫 負 担 金

収入未済額

円

　

円

1,193,045,428

148,472,0004,402,638,000

円

民 生 費
国 庫 負 担 金

4,351,599,686

款　　　項　　　目

14

1,207,164,000

国 庫 支 出 金

　

不納欠損額

4,203,127,686

1,224,044,000

円

調　　定　　額

1,190,754,4281

1,178,761,128 01,178,761,128 　

283,500

285,404,451
195,090

285,883,041

2,343,333

18,190,000

32,461,333
6,690,000

124,600

444,000

52,706
609,418

34,863,863

23,340,000

6,688,582

245,041,845

49,623,405

23,276,000

31,720,000

86,806,666

178,211,332

512,134,435

28,779,902



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

円 円 円

【教育（１号）認定児童分】 （単位：円）

【保育（２号）認定児童分】 【保育（３号）認定児童分】

円

立 神 海 の 風 こ ど も 園

円

支弁額（基準額）

施 設 名 公定価格

6,457,170

6,412,180

2,528,390

5,002,970

39,388,500

58,312,530

合 計 30,000,750 22,140,553

徴収基準額

49,649,280

施 設 名

33,141,926

536,500

9,265,350

2,110,130

国庫負担金計（①＋②＋③）

72,220

52,962,470

943,960

36,915,970

482,560

35,482,610

418,260

（単位：円）
区分

べ っ ぷ 里 山 こ ど も 園 4,142,726

11,070,276

73.8%
8,285,452

18,773,850

11,226,900
1/2

全国統一価格割合 徴収基準額 率 国 庫 負 担 金

率 国庫負担金 区分

6,927,550

支 弁 額 率施設名

13,855,101

（単位：円）

①

差引基準額 国庫負担金

認
可
保
育
所

市
内

ま く ら ざ き 保 育 園 35,035,770

1/2

17,517,885
認
可
保
育
所

28,218,168

妙 見 保 育 園 34,264,230 17,132,115 妙 見 保 育 園 67,577,880

14,969,040 火 の 神 保 育 園 39,180,24029,938,080 20,166,541

富 士 保 育 園 26,831,140 13,415,570 富 士 保 育 園 43,485,250 21,871,404

火 の 神 保 育 園 3,697,630

38,482,280

第 ２ ふ じ 保 育 園 35,637,090 17,818,545 第 ２ ふ じ 保 育 園 45,845,670 22,386,454

市
内

ま く ら ざ き 保 育 園 56,061,460

56.835%
市外 マミーズランド保育園 224,750 112,375 市外 頴 娃 保 育 園 1,199,292

認
定
こ
ど
も
園

市
内

立神 海の風こども園 51,401,720 25,700,860
認
定
こ
ど
も
園

市
内

立神 海の風こども園 52,962,470 30,101,220

べ っ ぷ 里 山 こど も園 35,637,260 17,818,630 べっぷ里山こども園 36,915,970 20,981,192

943,960南 九 州 勝 縁 こど も園市
外

1,109,090 554,545

市
外

し ら ゆ き こ ど も 園

か つ め こ ど も 園 534,460 267,230 阿 多 こ ど も 園

坊津もりの風保育園

315,559,970

482,560 274,263

合 計 250,613,590 ② 125,306,795 あ お ば 幼 稚 園 72,220 41,046

757,460 430,502

合 計 346,813,530 ③ 179,348,508

757,460

31,253,560

315,725,579

交 付 額 297,953,116

108
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1保健衛生費負担金 円
養育医療給付事業

1その他公共施設等災害復旧費負担金

1幼稚園費負担金 円
子育てのための施設等利用給付交付金

1総務管理費補助金 円
社会保障・税番号制度システム整備費 円
中間サーバープラットフォームの 円
設計・構築・移行事業
デジタル手続法及び戸籍法一部改正対応事業 円

防災・安全交付金事業 円
空き家再生等推進事業

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時 円
交付金
特別定額給付金給付事業 円

円

2戸籍住民基本台帳費補助金 円
個人番号カード交付事業費 円
個人番号カード交付事務費 円
戸籍法改正に関する補助金 円
デジタル手続法に関する補助金 円

3,080,000

445,433,000

2,537,757,747

2

3,145,320,747

687,000

2,558,537,747

20,780,000

6,347,000

　

5,315,000

　

2,291,000　

円 円
衛 生 費
国 庫 負 担 金

3,169,880,000

11,375,000

3
災 害 復 旧 費
国 庫 負 担 金

2,291,0002,291,000

国 庫 補 助 金

2,623,149,747
総 務 費
国 庫 補 助 金

2

1

4
教 育 費
国 庫 負 担 金

13,902,000

2,634,123,000

2,999,139,747

円 円

0

64,612,000

618,300

円

0

146,181,000

545,000

618,300

　

11,375,000 　
11,375,000

3,267,000

618,300

2,073,500,000
特別定額給付金給付事業事務費 11,932,747

9,041,000

1,496,000
4,928,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1社会福祉費補助金 円
地域生活支援事業 円
地域活動支援センター等の受け入れ体制強化等事業 円
障害者総合支援事業 円
（新型コロナウイルス感染症対策関係）

2児童福祉費補助金 円
母子及び父子家庭自立支援給付金事業 円
子ども・子育て支援交付金 円
子ども・子育て支援事業費補助金 円
子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 円
子育て世帯への臨時特別給付金給付事業事務費 円
保育対策総合支援事業 円
保育対策総合支援事業（過年度分） 円
保育対策総合支援事業 円
（令和元年度繰越明許費分）
ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業 円
ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業事務費 円

3生活保護費補助金 円
生活困窮者就労準備支援事業 円
生活困窮者子どもの学習支援事業 円
家計改善支援事業 円

1保健衛生費補助金 円
がん検診推進事業 円
妊娠・出産包括支援事業（産後ケア事業） 円
妊娠・出産包括支援事業（産婦健康診査事業） 円
風しん抗体検査事業 円
ＰＣＲ検査助成事業 円
新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 円

2清掃費補助金 円
循環型社会形成推進交付金事業

27,510,000

39,080,000

衛 生 費
国 庫 補 助 金

109,841,000

39,082,000 32,695,000

20,645,000

　

8,785,000

98,024,000

0

6,048,000

円

12,050,000

323,000

2,796,000

293,000

7,899,000

980,000

円

2 121,604,000
民 生 費
国 庫 補 助 金

3 39,301,000

円

109,841,000

円

　

1,682,000
512,000

22,400,000

700,000
488,000
421,000

352,000
3,040,000

円

729,000

1,250,000

6,606,000

3,393,000
1,000,000

3,032,000
838,000

157,000
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1道路橋りょう費補助金 円
防災・安全交付金事業
擁壁・法面変状対策事業 円
擁壁・法面変状対策事業 円
（令和元年度繰越明許費分）
道路改良事業 円
橋梁補修事業

2都市計画費補助金 円
社会資本整備総合交付金事業
公園施設長寿命化対策支援事業
都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業

防災・安全交付金事業
立神通線道路改築事業 円
立神通線道路改築事業 円
（令和元年度繰越明許費分）

3住宅費補助金 円
社会資本整備総合交付金事業 円
市営住宅長寿命化事業

防災・安全交付金事業 円
（公営住宅等ストック総合改善事業）
市営住宅耐震診断

12,709,000

円

64,809,000

　

33,247,000

円

8,744,000

円

52,100,000

円

3,965,000

円

18,038,000

円

円
土 木 費
国 庫 補 助 金

58,771,0004

円

262,683,000 262,683,000 203,912,000

円 円

120,546,000

18,557,000

16,139,000

55,560,000

15,600,000

120,546,000

33,100,000
19,000,000

円

519,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1小学校費補助金 円
特別支援教育就学奨励費 円
理科教育設備整備費等 円
学校保健特別対策事業 円
学校施設環境改善交付金事業 円
（防災機能強化・非構造部材耐震化）（令和元年度繰越明許費分）
学校施設環境改善交付金事業 円
（大規模改造質的整備事業）
学校施設環境改善交付金事業 円
（防災機能強化・非構造部材耐震化）
校内通信ネットワーク整備事業 円
公立学校情報機器整備費 円
公立学校情報機器整備費 円

公立学校情報機器整備費 円

2中学校費補助金 円
要保護生徒援助費 円
特別支援教育就学奨励費 円
理科教育設備整備費等 円
学校保健特別対策事業 円
校内通信ネットワーク整備事業 円
公立学校情報機器整備費 円
公立学校情報機器整備費 円

公立学校情報機器整備費 円

3幼稚園費補助金

4保健体育費補助金 円
学校保健特別対策事業（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）

5社会教育費補助金 円
文化芸術創造拠点形成事業

1,510,000

229,000

8,103,000

33,878,015

円

110,346,000
教 育 費
国 庫 補 助 金

2,250,000
487,000

516,000

56,622,985
484,000

15,750,515

14,000

3,424,000

144,000

円

94,154,0005 16,192,000

円 円円

112,388,000

（家庭学習のための通信機器整備支援事業）

（学校からの遠隔学習機能の強化事業）

　

（学校からの遠隔学習機能の強化事業）

14,441,000
960,000

27,579,000

（家庭学習のための通信機器整備支援事業）

52,500

2,000,000

4,093,000

52,500

4,440,000

7,624,485
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1総務管理費委託金 円
自衛官募集事務

2戸籍住民基本台帳費委託金 円
中長期在留者居住地届出等事務 　

1社会福祉費委託金 円
基礎年金事務費交付金 円
協力・連携に係る経費 円
年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱 円
交付金

2児童福祉費委託金 円
特別児童扶養手当事務費

1道路橋りょう費委託金 円
手づくりさつま路計画植栽管理委託事業

0

829,389

　 0

円

11,884,581

　
454,000

27,000
　

542,140

0

円

38,541

　 0

総 務 費 委 託 金

7,552,0002

829,000土 木 費 委 託 金

1

委 託 金

民 生 費 委 託 金

333,000

3

円

11,923,122

円

8,714,000

481,000

円

13,233,51113,233,511

11,923,122

481,000

3 829,389

　

829,389

5,377,723
5,964,718



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1社会福祉費負担金 円
障害者自立支援給付費 円
障害者医療費（更生医療費・育成医療費） 円
障害者医療費（過年度分） 円
障害児通所支援事業 円
国民健康保険基盤安定制度 円
国民健康保険保険者支援制度 円
後期高齢者医療保険基盤安定制度 円
介護保険低所得者保険料軽減負担金 　 円
介護保険低所得者保険料軽減負担金（過年度分） 円

2児童福祉費負担金 円
施設型給付費 円
児童手当 円
被用者 （0歳～3歳未満） 円
非被用者　　 （0歳～3歳未満） 円
被用者 （3歳以上小学校修了前） 円
非被用者　　 （3歳以上小学校修了前） 円
小学校修了後中学校修了前 円
特例給付 円

母子生活支援施設措置費 円
施設等利用費 円

3生活保護費負担金 円
生活保護費

4,200

88,240,875

222,000

585,833

1,672,500

304,709

39,946,832

7,930,000
4,547,500

24,147,000　

円円

1,309,239,000

122,520,922

21,701,666

11,670,000

361,468,868

170,356,813

1,934,658

11,781,250
86,464,310
14,389,951

24,462,702

0

円

3,509,333

15

民生費県負担金

1 県 負 担 金 555,011,000

532,581,585 　

県 支 出 金

547,297,000

円

1

538,430,530

1,191,996,5871,216,143,587

532,581,585

538,430,530 0

円

　

129,883,272

755,904
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

円 円 円

市
外

市
外

1保健衛生費負担金 円
養育医療給付事業

1幼稚園費県負担金 円
子育てのための施設等利用給付交付金

合 計 ③’

62,653,397

161,445

39,388,500

3,463,775

　

5,535,138

県費負担金計（①’＋②’＋③’）

交 付 額

県 負 担 金

8,758,943

133,615

10,715,556

58,312,530

0

455,419

8,305,43838,482,280

12,585,302

35,482,610 7,658,034

161,4452

差 引 基 準 額

34,264,230

区分

衛生費県負担金

差 引 基 準 額

534,460

8,285,452
1/4

8,566,058

【教育（１号）認定児童分】

べ っ ぷ 里 山 こ ど も 園

13,855,101

率

立 神 海 の 風 こ ど も 園

率県 負 担 金

円

2,071,363

施 設 名

円

（単位：円）

頴 娃 保 育 園

認
定
こ
ど
も
園

104,149

757,460

し ら ゆ き こ ど も 園

21.5825%

49,649,280

203,730943,960

ま く ら ざ き 保 育 園

（単位：円）
県 負 担 金差 引 基 準 額

36,915,970 7,967,389

11,430,625

8,501,023

2,110,130

52,962,470

率

26,831,140 6,707,785

224,750

35,637,090

（単位：円）

7,484,520
市
内

ま く ら ざ き 保 育 園

妙 見 保 育 園

合 計 ①’

施 設 名

認
可
保
育
所

火 の 神 保 育 園

富 士 保 育 園

29,938,080

認
定
こ
ど
も
園

市
内べ っ ぷ 里 山 こ ど も 園

マミーズランド保育園

35,637,260

市
外

1,109,090

立神 海の風こども園

1/4

合 計

51,401,720

第 ２ ふ じ 保 育 園

3

南 九 州 勝 縁 こ ど も 園

か つ め こ ど も 園

市
外

163,47956,187

277,272

250,613,590 ②’

22,140,553

161,445763,000

35,035,770

【保育（２号）認定児童分】

8,909,315

12,850,430

8,909,272

坊津もりの風保育園

5,687,500

129,883,272

15,587あ お ば 幼 稚 園

482,560阿 多 こ ど も 園

【保育（３号）認定児童分】

市
内

立神 海の風こども園

べっぷ里山こども園

136,294,266

72,220

68,105,731315,559,970

妙 見 保 育 園

施 設 名

教育費県負担金 6,951,000 5,687,500 5,687,500 　 0

市
内

認
可
保
育
所

火 の 神 保 育 園

富 士 保 育 園

第 ２ ふ じ 保 育 園

区分



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1総務管理費補助金 円
土地利用規制等対策費 円
移住就業支援事業交付金 円
地方公共交通特別対策事業（運行費） 円
結婚新生活支援事業 円

1社会福祉費補助金 円
高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業 円
社会福祉法人による利用者負担額減額補助 円
老人クラブ運営費 円
重度心身障害者医療費 円
乳幼児医療費 円
乳幼児医療事務費 円
ひとり親家庭等医療費 円
地域生活支援事業 円
地域活動支援センター等の受け入れ体制強 円
化等事業
特別給付金等支給事務費 円

2児童福祉費補助金 円
子ども・子育て支援交付金 円
子どものための教育・保育給付費地方単独事業 円
保育料軽減対策事業 円
障害児通所支援利用者負担軽減対策事業 円
地域活性化・経済危機対策事業 円
新型コロナウイルス感染症対策緊急包括支援 円
交付金

2,066,000

65,000
835,000

47,000

3,308,500

84,985,260

22,568,000

3,308,500

円

46,000

円

51,321,537

5,029,000

　

24,147,000

3,631,000

　 0

　

0

32,103,000

78,000

6,969,000

602,000

33,663,723

504,000

1,145,000

200,000

3,308,500

円円

2

円

総務費県補助金

民生費県補助金

県 補 助 金

6,012,000

674,494,000

104,523,0002

1

596,850,841 572,703,841

5,931,000

1,213,537

4,064,723

760,000

436,500

84,985,260
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1保健衛生費補助金 円
ウミガメ保護監視員設置費 円
健康増進事業 円
地域自殺対策強化事業 円
海岸漂着物地域対策推進事業 円

2清掃費補助金 円
循環型社会形成推進交付金事業

0

円

　

円

1,958,400

1,109,000

衛生費県補助金

円

8,754,000

円

3

円

7,737,400 7,737,400

191,400

5,779,000

569,000
89,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1農業費補助金 円
農業委員会費
機構集積支援事業
農地利用最適化交付金事業
中山間地域等直接支払推進交付金
中山間地域等直接支払交付金
農業経営基盤強化資金利子補助
人・農地プラン（地域農業マスタープラン）作成事業
鳥獣被害対策実践事業 円
機構集積協力金交付事業
水田農業確立推進活動事業
農業者経営所得安定対策推進事業
農業次世代人材投資事業
産地生産基盤パワーアップ事業基金事業
国営造成施設管理体制整備促進事業
多面的機能支払推進交付金
多面的機能支払交付金

2林業費補助金 円
県単林道事業 円
松くい虫防除対策事業 円

3水産業費補助金 円
水産多面的機能発揮対策推進事業
地域振興推進事業（かつおのぼり掲揚場整備事業）

製造施設等整備緊急支援事業

製造施設等整備緊急支援事業事務費
食品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備 円
緊急対策事業（令和元年度繰越明許費分）
食品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備緊急対策 円
事業事務費（令和元年度繰越明許費分）

3,286,000

396,000

196,600

359,436,000

1,127,857

輸出先国の市場変化に対応した食品等の

輸出先国の市場変化に対応した食品等の

円

円

387,493,600

円

125,000

円

489,061,000

27,000

55,178,885

76,000

2,417,000

円

6,575,691

444,264,485

円

1,689,600

円

735,000

7,142,000　

円

円

円
円

円

4,209,000

円

345,000

317,000

円

円

10,474,509

円

円

円

2,320,000

円

円
円

1,592,000

192,000
1,400,000

4,268,700

1,261

20,199,267

78,000

円
農 林 水 産 業 費
県 補 助 金

円

4 451,406,485

円

24,372,000
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1商工費補助金 円
消費者行政活性化事業 円
新型コロナウイルス関連緊急経営支援利子補助事業 円

1幼稚園費補助金

2社会教育費補助金

3保健体育費補助金 円
学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業 円
地域振興推進事業（スポーツ交流拠点整備事業） 円
燃ゆる感動かごしま国体会場地市町村運営交付金 円

1住宅費補助金

1農林水産施設災害復旧費補助金 円
現年発生災害
　農地　4地区  農業用施設　3地区

470,000

土木費県補助金

45,868,000

205,900

990,6841,151,000 990,684

784,784

1,005,000 　

　 16,000,000
13,314,512

990,684

円

13,314,512

18,103,000 　

133,000
17,500,000

災 害 復 旧 費
県 補 助 金

8

教育費県補助金 18,103,000

7

商工費県補助金

6

29,314,512

0

0

18,103,000

1,005,000

円

5

円

18,120,000

　

円 円

1,005,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1総務管理費委託金 円
人権啓発活動（人権の花運動） 円
県広報紙「県政かわら版」配布業務 円

円
円

円
特定非営利活動促進法施行事務 円

2徴税費委託金 円
県民税徴収取扱費　 　 　

3戸籍住民基本台帳費委託金 円
人口動態調査事務費 円
人口移動調査事務費 円
権限移譲交付金 円
旅券発給の申請受理及び交付事務

4選挙費委託金 円
県知事選挙費 円
在外選挙人名簿登録事務委託費 円

5統計調査費委託金 円
指定統計費

1社会福祉費委託金 円
県心身障害者扶養共済制度事務費 円
権限移譲交付金 円
自立支援医療費（精神通院医療）支給認定事務 円
母子及び寡婦福祉法に関する事務 円

2児童福祉費委託金 円
地域児童福祉事業等調査

29,482,399

194,000 198,353

51,854,000

319,000

円

　

137,000

618,082

権限移譲交付金

円

203,772

12,403,810

159,000

339,000

9,723,944

円

　

0

0

遊休土地制度

578

46,000

35,061

80,862,216

52,532,874

3

1

民 生 費 委 託 金2

委 託 金

円 円

198,353

35,000

13,000

20,000

79,734,000 80,862,216

総 務 費 委 託 金

0　

256,000

22,000

194,000

9,724,522

304,061

52,532,874

4,353

県議会広報紙「かごしま県議会だより」配布業務 29,310
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1保健衛生費委託金 円
権限移譲交付金 円
医師法に関する事務ほか 円
化製場等に関する法律に関する事務 円
ウミガメ保護条例に関する事務 円

1農業費委託金 円
県営事業用地取得事務 円
資源リサイクル畜産環境整備事業 円
権限移譲交付金 円
農業協同組合法に関する事務 円
土地改良区の設立、合併、解散に関する事務等 円
農地法に関する事務 円

2林業費委託金 円
権限移譲交付金 円
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関す 円
る法律に係る事務
入会林野等の権利関係の近代化の助長に関する 円
法律に関する事務

3水産業費委託金 円
漁港管理事務費
港勢調査事務費
権限移譲交付金
新たに生じた土地の確認事務

権限移譲交付金 円
計量法に関する事務 円
自然公園法及び県立自然公園条例に関する事務 円

100,000

98,000

319,000

円

商 工 費 委 託 金

21,037,938

442,200

円

238,000

円

220,000

円

農 林 水 産 業 費
委 託 金

3

21,897,138

　

0

0

238,000
238,000

円

　

203,000

220,000

0

円

220,000

　

27,000

21,897,138

220,000

円

4

5

衛 生 費 委 託 金

236,000

21,231,000

219,000

20,000

180,000

260,000

35,000

307,000

90,473

417,000

20,000

20,000

20,927,465
円

35,200

417,000

20,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

　
1土木管理費委託金 円
権限移譲交付金 円
不動産登記法に関する事務 円
国有財産法に関する事務 円
屋外広告物条例に関する事務 円
土地区画整理法に関する事務 円
都市再開発法に関する事務 円
密集市街地における防災街区の整備の 円
促進に関する法律に関する事務 　
鹿児島県福祉のまちづくり条例に関する事務 円

2住宅費委託金 円
権限移譲交付金 円
建築基準法に関する事務

建築確認申請手続事務費 円

　 　

権限移譲交付金 円
火薬類取締法に関する事務

花渡川水門管理委託 円

1中学校費委託金 円
スクール・サポート・スタッフ配置事業 円
学びの保障のための教育体制整備事業 円

2小学校費委託金 円
スクール・サポート・スタッフ配置事業 円
学びの保障のための教育体制整備事業 円

2,083,211

5,395,011

193,760

5,622,000 5,395,011

円

187,080

60,000

20,000

0

　 0

20,000

　193,760

　

20,000

38,080

3,003,411

　

円円

149,000

円

6

7

土 木 費 委 託 金

円

21,000

20,000
20,000

196,000

182,000

0

消 防 費 委 託 金

8 教 育 費 委 託 金

17,080

20,000
149,000

29,000

187,080

920,200

133,760

2,391,600
1,955,200
436,400

122
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1土地建物貸付収入 円
土地貸付収入 件） 円

件） 円
件） 円

　 　 　 　

財政調整基金利子 円 庁舎整備基金利子 円 中山間ふるさと水と土保全基金利子 円
減債基金利子 円 ふるさと応援基金利子 円 用品調達基金運用益金 円
地域振興基金利子 円 岩崎奨学基金利子 円 株券配当金（株式会社南日本放送） 円
地域福祉基金利子 円 土地開発基金利子 円 株券配当金（かつお公社） 円

公用車　２台 円

1土地売払収入 円
臨空工業団地 円
その他保有地 円

900,000

1,067,220

54,000
500

97,934,213

15,230,998

1,102,215

16,641

円

0

0

175,000

58

　

（

114,232,431

1,004,218

円

7,980

16,235,216

1,004,218

99,001,433

115,236,649

円

10,941

99,001,433

円

2

1,004,218

3

　

建物貸付収入
（土地貸付収入（電柱・電話柱）

（

0

　

50,000

1,067,220

　 0

1,279,883

　 　

11,857,742
182,690

12,760,431

97,934,213

69,540

16 財 産 収 入

財 産 貸 付 収 入

利子及び配当金

2 97,055,000

2,498,000

97,035,000 97,934,213

13,764,649

財 産 運 用 収 入

20,000

2 不動産売払収入

1 物 品 売 払 収 入

2,470,567

12,760,431

円

1,067,220

2,470,567

財 産 売 払 収 入

2

33,750

112,180,000

1

1

96,654,330

12,627,000

15,125,000

50,000

719,999



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

一般寄附金 円

1総務管理費寄附金 円
地域振興基金

2水産業費寄附金 円
水産多面的機能発揮対策支援事業

3社会教育費寄附金 円
文化振興基金

4児童福祉費寄附金 円
地域福祉基金（児童福祉）

5保健衛生費寄附金 円
感染防止備品等備蓄事業

6小学校費寄附金 円
財政調整基金

7中学校費寄附金 円
財政調整基金

8林業費寄附金 円
山林災害復旧費

ふるさと応援基金 円
ふるさと応援基金（翌年度積立分） 円
ふるさと納税返礼事業 円
災害復旧費（台風10号災害支援寄附分） 円

1,990,000,000

300,000

1,000,000

1,444,204

3,329,061,8173,505,175,000

0　

0

　

50,017,270

30,000

50,017,270

3,329,061,817

3,379,109,087 0

円

　

660,022

円円

45,234,414

30,000

200,000

1,100,000

5,175,777
1,332,441,836

指 定 寄 附 金

3,554,922,000

円

2

3
ふ る さ と 応 援
寄 附 金

49,737,000

一 般 寄 附 金1

3,379,109,08717

10,000

寄 附 金

円

30,000

522,834

　

0

1,000,000
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

空き家バンク利用促進事業 円 水質検査事業 円 公共下水道事業繰出金（政策補助） 円
ふるさと納税返礼事業 円 騒音等検査事業 円 ヘリポート消防車点検整備 円
自治体クラウド業務標準化調査 円 環境保全促進事業補助 円 屈折はしご車オーバーホール事業 円
情報ネットワーク機器設定 円 ヤスデ対策衛生害虫薬剤補助 円 高機能簡易型指令システム更新事業 円
資産管理システム更新 円 環境基本計画策定 円 奨学金システム導入委託 円
交通弱者対策事業 円 新規雇用創出就労環境改善事業補助 円 スクールソーシャルワーカー活用事業 円
子ども医療費助成事業 円 農業後継者育成対策事業 円 スクールカウンセラー配置事業 円
児童福祉施設併設型民間児童館事業 円 農村地域防災減災事業 円 小・中学校図書購入 円
不妊治療費助成事業 円 チャレンジショップ促進事業補助 円 小・中学校特別支援員支援事業 円
産科医療体制確保支援事業 円 商工振興資金利子補給補助事業 円 小・中学校教員用パソコン整備 円
高血圧対策事業 円 商店等新規出店支援事業補助事業 円 小学校児童用パソコン整備 円
がん検診事業 円 食のまち魅力発信事業 円 小学校教材備品（プログラミング教材） 円
定期予防接種事業 円 枕崎ブランド発信事業 円 小・中学校就学援助費 円
ロタウイルス予防接種事業 円 観光交流推進事業 円 南溟館安心安全確保事業 円
インフルエンザ予防接種助成事業 円 国内外観光客誘客事業 円 公共施設等老朽化対策 円
生活環境保全事業 円 潟山団地用地測量業務 円 庁舎建設基金積立金 円

900,000

800,000

4,500,000
2,500,000

400,000

100,000
3,000,000

23,000,000
7,700,000

3,300,000

4,800,000
7,000,000

18,000,000

100,000

1,600,000

4,800,000
1,100,000

20,900,000
1,000,000
1,000,000

37,000,000
800,000

33,000,000400,000

0

70,000,000

14,000,000 14,000,000

0

500,000
900,000
100,000

111,800,000
100,000,000

18,700,000
4,000,000

　

300,000

7,000,000

1,100,000
9,900,000
3,000,000

3,000,000

4,900,000

15,200,000

0

2,000,000

2,000,000

1,018,500,000 935,000,000

800,000

円 円

935,000,000

1,051,815,531

14,000,000

円

762,871

32,816,000

763,000

32,052,660

円

1,051,815,531

70,000,000

32,815,531

3

100,000

168,758,000

5,000,000

3,500,000
2,300,000

6,200,000

ふ る さ と 応 援
基 金 繰 入 金

455,000,000

32,053,0001

32,815,531

1,019,000,000

　

0

　

　

0

　 0

円

1

財 政 調 整 基 金
繰 入 金

18 1,234,074,000繰 入 金

後期高齢者医療
特別会計繰入金

基 金 繰 入 金

1

2 減債基金繰入金

介 護 保 険
特別会計繰入金

2

特別会計繰入金

2

32,052,660

0

762,871

1,019,000,0001,201,258,000

0

　



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

令和元年度決算繰越金 （歳入） 円
（歳出） 円
（差引） 円

繰越事業費財源充当額 円
純繰越金 円

円 円 円円 円

14,499,897,394
364,601,288

0

359,727,288
4,874,000

繰 越 金19 364,601,288364,601,000 　364,601,288
14,864,498,682
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1延滞金　 円
市税延滞金 円
保育料延滞金 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

20,000,000

3,549,995

5,983

24,589,754

計

12,500,000

0

九 州 信 漁 連

63,600

漁業振興
預 託 先

0

12,500,000

Ｊ Ａ 南 さ つ ま 農業振興

鹿児島興業信用組合

3,549,995

円

331,942,595

20,005,000

2,000,000

171,435,725貸付金元利収入

農 業 振 興 資 金
貸付金元利収入

商 工 振 興 資 金
貸付金元利収入

2

3

45,000

3

円

152,237,000

20,000,000 20,000,000

預託目的

〃

預 託 先
鹿 児 島 銀 行

20,000,000

元 金

3,549,995

　

　

0

　

156,479,675

延 滞 金 加 算 金
及 び 過 料

　

20,005,983

　　

187,032

2
水 産 振 興 資 金
貸付金元利収入

諸 収 入

1

1

20

市 預 金 利 子

元 金

預 託 目 的

円

預 託 先

356,532,349

円

20,005,983

円

50,004,000

318,251,000

14,956,050

20,000,000

0

12,500,000

12,500,000
12,501,246鹿 児 島 信 用 金 庫

〃

合 計 50,000,000 2,492

1,246

50,002,492

12,500,000

計
12,501,246
12,500,000

利 子

南 日 本 銀 行
中小企業運転資金融資

50,002,492

元 金

預託目的 利 子

187,032

〃

1,246

0

50,002,492

計
20,000,000

20,005,983

利 子

3,486,395



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

元金 円

小原病院 円
㈱マルハチ・テクノロジー 円

県農地中間管理機構 円

原付等標識弁償金 円

27,998,000

175,000

2,600

1,974,000

1,030,000

1
4 16

0

0

384,000

高 専

444 2,147,800
86,400

29,644,200
811,800

2,600

0

2,824,250

49

175,000

　

　

29,644,2004

円
奨学資金貸付金
元 金 収 入

5
災 害 援 護 資 金
貸付金元利収入

6
地 域 総 合 整 備
資 金 貸 付 金
元 金 収 入

4 受 託 事 業 収 入

滞 納 処 分 費 330,000

2

1

5

弁 償 金

162,939,000

1,030,000

25,476,000 41,776,000

8

区 分

円

繰 上 償 還
定 期 償 還

人 円

　

円

1

1

雑 入

　

計

1,030,000

100,000

2,000

8
円

180,329,597

36,652,000

滞 納 繰 越

農 地 中 間 管 理
事 業 受 託 収 入

　

36,652,000

2,637,800

36,652,000

158

高 校
人 円

2,999,250

183,600

60,000

1,030,000

2,600

384,000

人

円

0

9,633,704

0

1,030,000

106,000

1,030,000

円

17297,600
人

円

12,131,800

3,688,000
21

133

5 238

206
11

1
183,600 24,404,80018

短 大
円

20,375,400
人

合 計
円

大 学
人

24,978,400
3,217,6009

170,695,893

2,034,000

専 修 学 校

1,030,000

977,800

8,654,000
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

1県防災ヘリ職員派遣費受入金 円 　 公衆電話委託手数料 円
印刷代

2電算処理受入金 円 全国市有物件災害共済金 円
全国公営住宅火災共済金解約返戻金 円

3教職員住宅入居料 円 全国市有物件災害共済金解約返戻金 円
全国公営住宅火災共済共済災害見舞金 円

4保険料受入金 円 県後期高齢者医療広域連合事務局職員派遣受入金 円
ふるさと納税過誤申込みによる事務経費に係る負担分 円

5県市町村振興協会交付金 円 枕崎市の統計売払 円
地方公務員災害補償基金確定負担金還付金 円

6予防給付マネジメント事業受入金 円 全国公営住宅火災共済機構防火施設整備補助金 円
水道事業会計等光熱水費負担 円

7後期高齢者特定健診受入金 円 水道事業会計等電話代 円
健康管理推進対策事業（大腸がん検診）助成金 円

8後期高齢者人間ドック助成受入金 円 全国市長会防災・減災費用保険金 円
生活保護費返還金(過年度分792,660円含む） 円

9私用電話料収入 円 児童扶養手当返還金（過年度分） 円
重度心身障害者医療費助成返還金（過年度分） 円

私用電話料収入内訳 子育て支援事業利用者負担金 円

子ども医療費助成過年度分返納 円
養育医療給付事業自己負担金 円
墓地埋葬法による葬祭費 円

　 　 　 　 　 　 市営墓地水道使用料 円
10雑入 円 農業者年金業務委託手数料 円
全国市長会任意共済保険制度運営費 円 クリーン堆肥センター修繕負担金 円
全国都市職員災害共済会支部事務費 降灰防止・降灰除去施設等整備事業費補助金返還金 円
ホームページ有料広告掲載料 円 新設林道事業（大谷山内ケ谷線）南九州市負担金 円
広報紙有料広告掲載料 水産多面的機能発揮対策支援事業返還金（過年度分） 円

348,000

3,136,984

2,312,774

6,212,214

円

9,633,704

金　　　額

641,362

円

2,000,000

36,380

円

160,608

19,250

103,000

150,000

1,772,834

箇　　　所

518,336
320,000

円

170,693,293

円

円円

7,312,230

36,380計

240,000

162,607,0003

円

雑 入

箇　　　所 金　　　額
庁 舎

円

180,326,997

中 学 校
円

33,090
児 童 館

金　　　額
1,330 円

箇　　　所
40

1,920体 育 館 等

58,300
390

3,454

2,750,000

11,750

20,800

1,306

1,410,154
444,200

204,900

357,120

1,534,000

1,108,800
100,800

114,191,502

4,140,000

13,544,300

20,346,519

118,400
44,890

小 学 校

55,936

4,330

8,000

53,333

16,004

200



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明収　入　済　額予　算　現　額 収入未済額款　　　項　　　目 不納欠損額調　　定　　額

円 円 円

オルゴール演奏代 円 コピー代 円
枕崎駅自動販売機電気料 円 円 円 円
道路占用に係る不当利得返還金 円 円 円 円
都市計画図等売払 円 円 円 　
委嘱医師傷害保険精算保険料 円 円 円
共助会事務費 円
太陽光発電売電料金 円 健康増進事業受益者負担金 円
生涯学習講座受講料 円 胃がん検診 人 円
救急救命士賠償責任保険返戻保険料 円 子宮頸がん検診 人 円
自主事業参加料 円 肺がん検診 人 円
枕崎国際芸術賞展図録等売払 円 肝炎ウイルス検診 人 円
風の芸術展図録等売払 円 大腸がん検診 人 円
朝日新聞文化財団助成金 円 乳がん検診 人 円
日本スポーツ振興センター保護者負担金 円
小学校分 円 健康増進事業国保負担金 円
中学校分 円

日本スポーツ振興センター共済掛金返還金 円 11コミュニティ助成事業収入 円
スポーツ安全保険広告掲載料 円
スポーツ振興くじ助成金 円 12消防団員退職報償金受入金 円
燃ゆる感動かごしま国体枕崎市実行委員会負担金精算金 円 30年以上 人 円
ドローン機体保険金 円 10年以上15年未満 人 円

 5年以上10年未満 人 円
10年以上15年未満 人 円
 5年以上10年未満 人 円

13学校臨時休業対策費補助金 円

班 長

3,000

1,400

1 283,000
204,000

400,000
団 員

〃

1

535,000

528,000
2
2

809,0001
2,224,000

〃

議 会

5,600,000

100

2,000

750
税 務

1,892,700

福 祉

90
420

28,000

910

705,000728100,000

4,400

23,116

26

211,600

市 民

20,972

生 学
19,215

1,850
農 政

2,020

80,000,000

43,560
7,315,000

5,000

副 分 団 長

円円

消 防

財 政 建 設

1,190

総 務 5,260
12,780

166,520
350,520
517,040

16,000
12,004

1,630
27,768 190

658,500

8,350

23,400

529
10,800

251,400326
823

12

690,500
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諸

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

1,600,000

0

現 年 単 独 災 害
復 旧 事 業

土木他
19,309

10,538

財 務 省
5 月 26 日

2,200,000

1,675 17,634
65
65

0.050

100 14,500

58,600,000

金 融 機 構 5 月 27 日
財 務 省

3 月 25 日

防災行政無線整備事業

7,900,000

5 月 26 日
10,538

市 債

事 業 名

21

26,701

（A）-（B）
千円

100

消 防 署 庁 舎 整 備 事 業

調 定 額 収 入 済 額

円

予 算 現 額

円 円

収入未済額

1,243,500,0001,243,500,000

3,594

対象事業費

1,332,141,000

差 引

747,400

（B）
財 源

千円

0.050

借入利率

財 務 省

7,900

款　　　項　　　目

％

48,500

借　　　　　　　　　　　入　　　　　　　　　　　額

対 策 債 等

基 準
充当率

円

通 常 債
特 定 財 源

（A）
そ の 他

千円千円千円

48,500,000

合         計

市営住宅長寿命化事業
31,55018,038

1,870

県 単 砂 防 事 業

1,870

16,139国

九州信漁連

財 務 省

75

31,500

5 月 28 日

100

100

3 月 25 日

5 月 27 日金 融 機 構

0.500

財 務 省 5 月 26 日

0.050

借 入 先

財 務 省

借 入 日

財 務 省

減収補填債

0.200171,100,000

％
0.080

5 月 26 日
788,773

17,500
国

円千円

478,800,000
100

97,500,000

千円
214,779

65,353

58,600

16,506

93,180

58,600 100

100

過 疎 対 策 事 業

過 疎 地 域 自 立
促 進 特 別 事 業

水 道 事 業 会 計 出 資 債
58,600

175,831
繰
諸

26,701 5 月 28 日

国

県

2,551

諸

60,000

0.020

1,086,405

49,588 国

県

5 月 28 日 0.250

26,700,000 九州信漁連

5 月 27 日

2,600 0.020

0.200

31,338 15,199
5 月 26 日 0.050

90 7,500 6,000 13,500,000 鹿 銀 0.290

排 水 機 場 整 備 事 業

擁壁・法面変状対策事業

5 月 27 日 0.0041,800,000

31,500,000

金 融 機 構1,800

26,700

1,000 1,000 100 1,000 1,000,000 金 融 機 構

1,600

2,600,000

現 年 単 独 災 害
復 旧 事 業

農 林
3,600 3,600
3,756 3,756 2,300

5 月 26 日2,200
14,500,000 財 務 省

1,667 1,667 90 1,500 1,500,000 財 務 省
現 年 補 助 災 害
復 旧 事 業

農 林
5 月 26 日 0.020

2,300,000 財 務 省 5 月 26 日 0.020
0.020
0.020



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明調 定 額 収 入 済 額予 算 現 額 収入未済額款　　　項　　　目

県

財 務 省 3 月 25 日 0.080

借入利率

0.090

擁壁・法面変状対策事業
（ 明 許 繰 越 分 ）

14,500,000 財 務 省 12 月 24 日24,214 国 8,071 12,100 2,40016,143 90

30,000 国 15,600 14,400 100 14,400 14,400,000 金 融 機 構 5 月 27 日 0.200

過 疎 対 策 事 業
（ 明 許 繰 越 分 ） 15,287 国 8,744 6,543 100 6,500

財 務 省

借 入 先

6,500,000

5 月 26 日376 566 65 300

円

300,000942

％

差 引

円

借 入 日

円

事 業 名

円

（A） （B）

対象事業費 特 定 財 源
そ の 他 合         計

1,243,500,0001,212,741

千円

借　　　　　　　　　　　入　　　　　　　　　　　額

通 常 債
（A）-（B） 対 策 債 等

財 源
基 準
充当率

千円 千円 千円 ％

416,135
合 計

1,054,068 08,4001,470,203

過 年 単 独 災 害
復 旧 事 業

千円 千円

0.020
農 林

減収補填債

千円

22,359

減収補填債（特例分）
18,159 18,159 100 0.20018,159 18,159,000 金 融 機 構 5 月 27 日

臨 時 財 政 対 策 債
228,041

金 融 機 構
228,041 100 228,041 0.090

81,498,000
146,543,000 財 務 省 3 月 25 日

3 月 25 日 0.090

学校教育施設等整備事業
( 明 許 繰 越 分 ）

円

132



133



歳　　　　　　　　　　　出





　

諸収入
市

各委員会等の活動状況

総務文教 1 2
産業厚生 1 　

議会運営委員会 2 3
特別委員会 議会報調査 　 1

予算 1 2
決算 3

各種団体等と市議会との意見交換会

市議会だよりの発行（年４回） 円
回） 円

開　　　会　　　中

100

121,634,008

　
2

7定 １臨

4

1 1
3

2定
1 1

令和3年2月26日 第2回定例会 28日(6日)
合　　　　計 95日(24日)

2臨 3定 4臨 5臨 6定

令和2年11月27日 第7回定例会 20日(5日)
令和3年1月28日 第1回臨時会

令和2年7月31日 第4回臨時会 1日(1日)

1日(1日)

令和2年8月17日 第5回臨時会 1日(1日)
令和2年9月4日 第6回定例会 28日(5日)

会期日数(本会議日数)
令和2年5月15日 第2回臨時会 1日(1日)
令和2年6月12日 第3回定例会 15日(4日)

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

1,054,196

1
1

枕崎商工会議所女性会

閉会中

招集年月日 会議の種類

63,712議会インターネット中継システムの運用

10

（視聴回数 6,821

開催状況 団　　　体　　　名
書面会議

1

議 会 費 123,109,000 121,634,108 1,474,892

円 円 円

名　　　称

3

常任委員会

款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額

1

134
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繰越明許費

繰越明許費

一般職の給与改定

繰越明許費

国
県
使用料
手数料
諸収入

市

○職員数の状況 ○職員健康診査
令和2年4月1日現在 人 職員の健康管理のため、職員健康診断、大腸がん検診、石綿障害予防健診、

ストレスチェックを実施した。
令和2年度新規採用者 人 （うち一般会計 人） 職員健康診査委託(胸部レントゲンを含む。) 円
令和2年度退職者 人 （うち定年退職者 人） (職員健康診断受診者数　  184人     異常率  77.72％)

16 14 2,831,586

105,299

1,120,000

251,187,4687,573,380,532

18

　令和２年度の給与改定については、人事院勧告に準じて特別給を引下げた。
　平成19年度に始まった特定職員に対する人事評価は令和２年度も実施し、その評価結果を
勤勉手当の支給率及び昇給に活用した。さらに、令和２年12月から一般職員に対する人事評
価の評価結果を勤勉手当の支給率に活用した。

46,000

716,389,457

7,235,674,929

17,761,824

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円 円

不 用 額支 出 済 額

235,624,071

545,000

円

7,472,419,0001

予 算 現 額

748,490,000

7,825,688,000

総 務 管 理 費

3,900

729,608,176

12,518,520

款　　　項　　　目

総 務 費

1 一 般 管 理 費

2

1,120,000

1,120,000

260

22



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

庁舎宿日直業務委託 円
(1)給料の改定状況 自家用電気工作物保安管理業務委託 円

全国市長会負担金 円
平均給料 円 （令和3年1月1日現在） 九州市長会負担金 円

県市長会一般会計負担金 円
(2)期末・勤勉手当の支給率改定状況 改定あり 県市長会軽自動車税特別会計負担金 円

知覧人権擁護委員協議会負担金 円
一般職員（５級以下職員） 市役所通り会会費 円

県防衛協会会費 円
期末・勤勉手当合計  4.45月 社団法人かごしま犯罪被害者支援センター負担金 円

枕崎地区防犯協会補助 円
期末手当 勤勉手当 防犯灯維持費補助 円

防犯灯設置費補助 円
防犯灯災害復旧費補助 円
枕崎警察署管内沿岸警備協力会賛助金 円
危険空家等解体撤去事業補助 円
空家等緊急危険防止措置業務委託 円

特定職員（６級以上職員） 防犯カメラ保守点検委託 円
統一的行政不服審査会負担金 円

期末・勤勉手当合計  4.45月 県市町村振興協会（職員研修）負担金 円
各種研修会等負担金 円

期末手当 勤勉手当 人事評価研修（評価者研修）業務委託 円
人事評価研修（被評価者研修）業務委託 円
人間ドック 円
(２日ドック 40人　１日ドック 43人　脳ドック 9人)

電子入札システム共同利用負担金 円
交際費 円
県後期高齢者医療広域連合派遣旅費 円

電話交換業務員報酬 円
マイクロバス運転等業務員報酬 円

493,680
176,000

2,300,000

1.300月

計 2.150月

計 2.550月

1.050月 1.150月
1.150月

1,433,364

円

計 1.900月

0.950月

 ６月期

864,320
172,521

3,557,800

計 2.300月

円

6,135,350

49,200

円

0.950月 ６月期
12月期

 ６月期

 ６月期

改定なし

322,717

1.250月

1.100月

12月期

12月期 12月期

54,000

120,000
215,000
270,000

359,840

785,000

17,550

1,287,712

590,000

5,262,000

150,000
207,000

32,000

436,840

658,000

775

827,000

297,000

572,400

32,000
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

諸収入
広報まくらざき印刷製本　　年12回発行 円

市 お知らせ版　　　　　　　　年12回発行 円
テレホンサービス関係 円
ホームページ運営経費 円
市政モニター謝礼 円

文書郵送料ほか 円
例規集更新経費 円

県 文書配布委託 円
市 広報紙　　　延べ　　　103,748世帯

お知らせ版　延べ　　　 12,144班

起債管理システム更新費 円
財務会計システム保守・リース料 円

諸収入 財務会計システム改修費 円
市 地方自治研究機構賛助会費 円

統一的な基準に基づく財務書類作成支援業務委託 円

1,209,600

  読みやすく、わかりやすい広報紙、お知らせ版づくりに努め毎月発行するとともに、テレ
ホンサービス等による広報活動を行った。

12,957,000

8,539,371

11,073,054

10,839,972
233,082

2

3

4 8,908,000

文 書 費

広 報 費

財 政 管 理 費

円

6,180,755

7,511,000

1,883,946

円

42,344

120,645

68,177

99,000

2,970,000

円

8,539,281
90

7,390,355

368,629

4,017,720

18,000
883,300

5,376,800

16,500
1,314,720

721,394
2,238,720
5,794,600



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

　郵便振替取扱手数料 円
　窓口収納事務取扱手数料 円

国 　金融機関口座振替収納事務取扱手数料 円
市 指定金融機関公金事務取扱手数料 円

指定金融機関残高証明手数料 円
　ファームバンキングサービス手数料 円
　ファームバンキング用電話回線使用料 円
　全国市長会公金総合保険料 円
市税等のコンビニ収納導入事業 円

庁舎等維持修繕 円
市役所職員駐車場舗装補修工事 円

国 市役所庁舎内空間安全・安心確保事業 円
手数料 市有物件建物総合損害共済分担金 円
繰入金 公営住宅火災保険料 円

公共下水道受益者負担金 円
諸収入
市

6,128,364

16,757,284

300,800

1,670,000

132,000

764,403

41,058

6,438,664

9,740,000

3,408,360

7,340,380

3,000,000

円

6,400,000

16,004

6 財 産 管 理 費 17,024,000

会 計 管 理 費

円

5

47,039

266,716

円

9,508,360

6,100,000

900

231,640

1,610,154

1,320

423,841

5,192,607

294,734

2,002,000

198,209

138
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

財産収入

寄附金

市
（単位：千円）

(単位：千円)
財産収入
市

　
前 (単位：千円)

財産収入
寄附金

市

 
前

(単位：千円)

財産収入
繰入金

市 42,020

139,047,785

区 分

2,000,000

22 年 度

782,050

元 年 度 末 残 高

円

16,641

337,500

924,600883,950
80,000

418,750

1,034,400

14,600,000

元 年 度 末 残 高

9
45,300,000

年 度 中 積 立
166,411

338,100

179,850
年 度 中 取 崩 し

90,000
101,900

50,000
133,050
90,000

159,800

1,072,850 1,314,300

年 度 中 積 立

150,800
190,00080,000

２ 年 度 末 残 高

70,000
156,650129,600

1,175,500

14,000

211,711

円

917,650

142,150,000

年 度 中 取 崩 し ２ 年 度 末 残 高

２ 年 度 末 残 高

14,600

0財 政 調 整
基 金 費

142,150,000

庁 舎 整 備
基 金 費

45,300,000地 域 振 興
基 金 費

7,980

14,600,000

14,566,250

100,000,000

8 減 債 基 金 費

7

10
100,050,000

1,102,215

0

113,700

100,050,000

48,945

0

0

円

33,750

取 崩 し 額
年度末現在高

30年度28年度

元 年 度 末 残 高

1,115,900

23 年 度

年 度 中 取 崩 し

27年度

100,05079,800

106,950

45,234,414

年 度 中 積 立

積 立 額
100,000

25 年 度

　令和元年度末1,242,150千円で令和２年度に142,150千円（地財法による積立を含む）を積
み立て、70,000千円を取り崩したため、1,314,300千円の基金となった。

142,150
24 年 度 元年度26年度 ２年度29年度

70,000
157,650

1,112,050 1,242,150

45,300



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

広域行政負担金
南薩地区総合開発期成会負担金 円
薩摩半島地域開発協議会負担金 円

国 国道226号整備促進期成会負担金 円
県
繰入金 ＪＲ利用促進対策

指宿枕崎線輸送強化促進期成会負担金 円
市 県鉄道整備促進協議会負担金 円

地方バス路線維持費補助 円
地方バス市内路線維持費補助 １路線 円
地域間幹線系統確保維持費補助 １路線 円

「枕崎の、仕送り。」ふるさとの味エール便事業 円 地方公共交通特別対策事業（運行費）補助 円

総合振興計画（後期）作成費 円 移住・交流推進関連事業
移住・交流推進支援事業 円

総合戦略関係費 円 地域おこし協力隊推進事業 円
若者定住育成協議会負担金 円 空き家バンク利用促進事業補助 円
市民協働推進事業 円 移住支援金 円
NPO関係事務 円
男女共同参画事業 円 その他負担金
男女共同参画プラン策定関係経費 円 地域活性化センター負担金 円
結婚新生活支援事業 円 全国半島振興市町村協議会負担金 円

県青年海外協力隊を支援する会会費 円
全国過疎連盟・県協議会負担金 円

26,121,859

14,010,000

484,000
873,000

5,589,486

円

13,153,641

20,000

円

496,200

165,192

296,000
231,610

12,408
72,900

140,000

45,000
11,665,000

205,900

12,360
10,949,307

100,000
1,065,800

36,000

2,300,000

23,000100,000

3,308,500

35,030,359

円

11 48,184,000

5,500,000

企 画 費
77,000

36,000

20,000
10,000

140
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

ふるさと応援基金積立金 円

財産収入
円

寄附金

繰入金

諸収入
市

ふるさと納税返礼事業 円
報償費(返礼品購入及び送付等に係る経費) 円
委託料(募集サイト，運営費及びワンストップ特例申請受付等に係る経費)

円
役務費(受領証送付及び返礼品ＰＲに係る経費) 円
その他経費 円

455,063,253

円

円

3,322,441,836

円
元 年 度 末 残 高

455,000,000

2,017,178,648

年 度 中 取 崩 し
円 2,831,638,856

市 民 ぐ る み の ま ち づ く り 等

年 度 中 積 立

そ の 他 ま ち づ く り に 関 す る 事 業

寄 附 金 の 使 途 要 望

12
ふるさと納税
関 係 事 業 費

4,028,068,000 3,830,934,614 197,133,386

円

175,000

1,749,460,208

1,104,626,268

1,332,441,836

都 市 基 盤 の 整 備 等

1,813,755,966

円

金　　　額

2,017,178,648

19,657,516

２ 年 度 末 残 高

141,118,385

935,000,000

6,593,361

円

150,000

53,167,778 使 途 の 指 定 な し

27,484,985
13,456,630

186,235,589
316,495,554福 祉 の 増 進 や 健 康 の 増 進 等

194,742,731
33,018,506

生 活 環 境 の 整 備 等

地 場 産 業 や 観 光 の 振 興 等

教 育 ・ 文 化 ・ 芸 術 ・ ス ポ ー ツ の 振 興 等



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

市公平委員会の開催　２回

市 全国公平委員会連合会負担金 円
県公平委員会連合会負担金 円

交通安全専門指導員報酬 円
県交通安全母の会負担金 円

市 安全運転管理協議会負担金 円

県電子自治体運営委員会費 円
ネットワーク管理運営費 円

国 パソコン整備事業 円
繰入金 電算組織管理運営費 円

うち基幹系派遣ＳＥ業務委託 円
市 うち自治体クラウド業務標準化調査業務委託 円

Ｗｅｂ会議システム等環境整備事業 円

110,363,925

円

5,280,000
4,290,000

16,000
21,000

18,000

1,710,473

44,177,728

71,942,682

公平委員会費

交 通 安 全
対 策 費

13

14

電 算 費 145,667,00015

169,000

142,103,925

24,740,000

円 円

2,425,000

7,000,000

18,120,982

10,000

6,899,704

962,829

62,880

74,880

106,120

3,563,075

2,350,120
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

国県支出金精算返納 円
子どものための教育・保育給付交付金（施設型給付費） 円

国 子どものための教育・保育給付費（地方単独分） 円
諸収入 子育てのための施設等利用給付交付金 円
市 児童入所施設措置費等 円

プレミアム付商品券事業 円
子ども・子育て支援交付金 円
母子家庭等対策総合支援事業 円
母子家庭等対策総合支援事業費補助金(児童扶養手当システム改修分) 円
未婚の児童扶養手当受給者に対する給付金給付(事務費・事業費) 円
生活保護費等 円
特別障害者手当等給付費 円
障害者自立支援給付費等 円
地域生活支援事業費等補助金 円
障害児入所給付費等負担金 円
空港廃止に係る補助金返還金 円

自衛官募集事務費 円 養育医療給付事業 円
がん検診推進事業 円

市税還付 円 妊娠・出産包括支援事業等 円
風しん抗体検査事業 円

分担金及び負担金還付金 母子保健情報連携システム改修事業 円
保育料の更正による還付 円 子育てのための施設等利用給付交付金（幼稚園分） 円

降灰防止・降灰除去施設等整備事業費補助金 円
国県支出金等延滞金 円

特別定額給付金給付事業費 円
特別定額給付金給付事業事務費 円

国

265,838

5,253

160,608
144

47,944,216

249,500

712,000

589,740
2,114,704

23,792,876
61,200

55,738,000

円

17

円

9,945

2,085,432,747

16 諸 費 54,783,684

特別定額給付
金給付事業費

2,085,438,000

1,598,530

6,727,379

102,000

609,552

235,000

93,000
421,000

318,600

336,459

954,316

2,517,800

2,073,500,000

54,596,076

8,000

10,478,192

11,932,747

78,000
61,000

27,000

3,118,000

124,617
160,608

円



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

市税等収納管理業務員報酬等 円
納税通知書等発送郵送料 円
金融機関調査手数料 円

県 標準宅地の時点修正率算定業務委託 円
手数料 　複写機リース料（固定資産税係設置） 円

課税支援システムクラウドサービス利用料等 円
諸収入 　電子申告支援及び地方税共通納税サービス利用料 円
市 　軽自動車税環境性能割徴収取扱費 円

たばこ税連絡協議会負担金 円
資産評価システム研究センター負担金 円
川辺地区租税教育推進協議会負担金 円
地方税共同機構負担金 円
共通納税システム共同収納手数料負担金 円

各種届出証明等の処理状況

国 件 件 件
県
手数料

諸収入
市

住民基本台帳ネットワークシステム経費 円
戸籍電算システム経費 円

旅券発給事務経費 円
マイナンバー経費 円

154,941,745

2,371,400

75,000

89,100
81,301

44,755
2,006,400

3,326,197

4,931

1,300
届　　　　出

11,132

4,308

16,000

13,896

563

左のうち公用

8,719

460,620

証　　　　明

696

7,036

附 票 ・ そ の 他

区 分
4,424

1,978,205

戸 籍 関 係

3

192,443,0002 徴 税 費

29,482,399

10,507,950

円

186,796,734

円 円

戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

98,339,000

48,061

印 鑑 関 係

89,095,837

57,304,006
1,820

21,234,000

住 民 基 本 台 帳 関 係

計

1,190

9,243,163

30
1,856

221,000

383

20,778,815
12,310

3,556,080
7,571,136

31,563

605,357

233,640

3,591

5,646,266

4,554,984

マ イ ナ ン バ ー 関 係
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

 
選

県 委員会開催日数 日
市

選挙人名簿登録者数 選挙人名簿新規登録者及び抹消者数

人

市

鹿児島県知事選挙結果（令和２年７月12日執行）
人 人 人

県 人 人 人
％ ％ ％

コロナ感染対策消耗品購入 円

16,490,269

121,376

448

48.65

区分 新　規　登　録　者

282,103

計

8,507

578

性別

269,153

人

定時登録

17,507

区分

  枕崎市、指宿市、南さつま市、南九州市の４市で組織される鹿児島県明るい選挙推進協議
会南薩支会において、明るい選挙推進のため南薩支会共同事業による「南薩しろばら」を作
成し、支会内全戸に配布した。

選 挙 費4

円

6,0569,730,000

選 挙 管 理
委 員 会 費

16,760,000

26,587,000 26,304,897

90,106

16,490,847

3

投 票 者 数

6,894選 挙 啓 発 費

県知事選挙費

1

97,000

8,043

2

女

性別

16

9,464
計

17,4879,494

97
70254

男 男

167
女

48.89

円

〃 〃
計

円

9,723,944

(R3.3.1)
300 人

〃
〃

女
4,6423,865

932554

人

うち年齢到達者

484

抹 消 者

投 票 率 〃 48.35

7,993当日有権者数

〃

男



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額支 出 済 額予 算 現 額款　　　項　　　目

市町村民所得推計事務委託 円
県統計協会市町村負担金 円

市 　 　

学校基本調査 円
工業統計調査 円

県 経済センサス調査区管理 円
市 経済センサス活動調査 円

農林業センサス 円
国勢調査 円

市

検査、審査、監査状況 5　定期監査 学校教育課 2.10.7 ～2.10.8 市民生活課 2.11.17 ～2.11.18
1　例月現金出納検査 毎月実施 保健体育課 2.10.7 ～2.10.8 水産商工課 2.11.17 ～2.11.18

福祉課 2.10.26 ～2.10.27 教委総務課 3.1.7 ～3.1.8
2　決算審査 病院、水道事業会計 2.6.29 ～2.7.6 地域包括ケア推進課 2.10.26 ～2.10.27 会計課 3.1.7 ～3.1.8

一般、特別会計 2.7.27 ～2.8.11 税務課 2.10.26 ～2.10.27 市立病院 3.1.25 ～3.1.26

企画調整課 2.11.5 ～2.11.6 水道課 3.1.25 ～3.1.26
3　資金不足比率審査 病院、水道事業会計 2.6.29 ～ 2.7.6 財政課 2.11.5 ～2.11.6

公共下水道事業特別会計
6  学校監査　 　　別府小 3.2.4 立神小 3.2.5

4　健全化判断比率審査 一般、特別会計 2.7.27 ～2.8.11
7  貯蔵品等棚卸実地検査 2.4.1

91,000

7,018

20,790

169,992
7,830

2,600

1,820

4,131,981

18,970,524

63,389

12,403,810

16,601,000

56,019

円

5 統 計 調 査 費

2 指 定 統 計 費 12,413,000

6 監 査 委 員 費 19,299,000

4,188,000統 計 調 査
総 務 費

1

12,109,000

円

7,37012,405,630

16,537,611

328,476

円

63,000
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民生委員・児童委員協議会補助 円
社会福祉協議会運営費補助 円
保護司会補助 円

国 県心身障害者扶養共済制度事務費 円
県 感染防止のための備品等支援事業（社会福祉協議会） 円

負担金 災害見舞金 円
諸収入
市

民生委員児童委員の活動状況

国民健康保険特別会計繰出金 円
国民健康保険特別会計財源不足分 円
保険基盤安定制度分ほか 円

地域主権一括法に係る社会福祉法人関係の権限移譲業務（実施日）

民生委員児童委員協議会開催 回 民生委員児童委員運営委員会開催 回

368,835,637
130,000,000
238,835,637

170

2,765
施設･団体等への連絡
諸会合･行事への参加

証 明 事 務

10,759

1,394

友 愛 訪 問 ・

要保護児童の発見の通告9
14
54

生 活 環 境
日 常 的 な 支 援

48

安否確認のための訪問15

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

246,320,410

不 用 額

1,959 件

152,000

3,170,000
6,875,000

390,000

内 容 別 相 談 支 援 件 数
調 査

688,920

そ の 他 の 活 動 件 数
在 宅 福 祉

―

介 護 保 険

5

款　　　項　　　目 予 算 現 額

1

3 民 生 費 4,032,929,5904,279,250,000

支 出 済 額

社 会 福 祉 費

606,976,000
1

34,808,115

28,979,902

382,800

火の神福祉会 ―

法 人 名 特 別 監 査

円円

件

円

2,648,738,000 125,975,6372,522,762,363

256

224

2,020

28
48

440,085,984

子 育 て ・ 母 子 保 健

572,167,885

―

年 金 ・ 保 険

102,717,179

指 導 監 査

社 会 福 祉
総 務 費

健 康 ・ 保 健 医 療

児 童 福 祉

―

定 款 変 更
仕 事

― ―
―

―

住 居

―

明星福祉会

R2.7.13

枕崎市社会福祉協議会

― ―

生 活 費

―

家 族 関 係

―
R2.7.21富士福祉会

552

185
96

923

そ の 他
2,409

10

計
―

秀京会 ― 計 17,095

4

― R2.7.1

厚生福祉会

妙見福祉協会 ―

―

200,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

地域活動支援センター等の受け入れ体制強化等事業(3事業所) 円
感染防止のための備品等支援事業(障害者福祉事業所 14事業所) 円
リモートワーク推進のための機器等購入支援事業(障害者福祉事業所 8事業所) 円
特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支援事業(3事業所) 円

国 障害者相談員事業(身体障害者相談員4人・知的障害者相談員1人) 円
県 指導相談延件数 件
繰入金 身体障害者（児）補装具給付費 （交付  32件　修理  24件） 円
市

介護給付費・訓練等給付費 手帳所持者数・交付件数 （R3.3.31現在） 障害児通所支援事業
所持者数

円 人 件 児童発達支援 円
放課後等デイサービス

保育所等訪問支援
療養介護福祉 障害児相談支援
短期入所
施設入所支援 利用者負担軽減対策
共同生活援助 　
地域移行支援
自立訓練（生活訓練）
就労移行支援 地域生活支援事業
就労継続支援A型
就労継続支援B型 意思疎通支援事業 件 円
宿泊型自立訓練 相談支援及び地域活動支援センター事業Ⅰ型 箇所

相談支援及び地域活動支援センター事業Ⅲ型 箇所
計画相談支援 日常生活用具給付事業 件

更生訓練費等給付費 人
身体障害者福祉協会補助 円 移動支援事業 人
枕崎福祉作業所運営補助（手をつなぐ育成会） 円 日中一時支援事業 人
枕崎福祉作業所管理委託（指定管理） 円 奉仕員研修事業（手話講習会：入門・基礎コース） 人
地域自立支援協議会 （委員15人） 円 成年後見制度利用支援事業 人
障害者医療費(更生医療)(腎臓103人 心臓12人 その他1人） 円 障害支援区分認定等事務（認定調査81人、医師意見書59人）

障害者医療費(育成医療)(音声・言語・咀嚼4人 肢体1人 その他1人) 円 障害者自立支援給付支払等システム事業

自立支援医療費（療養介護） 円
障害者福祉計画策定事業（冊子120部） 円
交通弱者対策事業（交付103人） 円

727,000
37,949

33
4
1

641

123,000

4,207,000
6,093,670

18
3

1,306
216
183

区　　　　　　　　　　　　　　　分

計

100
8

合計
実質実利用人数

26,975,106

492,912,906

9

756,028

計

5,078,050

186,950

73,920
72,600

19,322,790

315,000

5,431,784 28,731,872
198,550

450,000

825,000

426,000

981,866

1,020,260

182,516

48,629,240
人

1,276,000
2

円

698,408,000 662,080,807

175

円

326,373,250

内新規交付件数

700,000

区　　　　　　分区　　　　　分
身体障害者手帳

4,410,130

11

185,865,790

8

利用者実人数

40

金額

45
130,950
143,650

194

6
82

7,564,660

81,976,713

214

4,250,159

金　　　額

129

40,539,554

98,073,560

80

4,580,626

7
4

48
95,844,634

1 19,350

2,228,926

6,656,490105

特定障害者特別給付費 93

10,357,580
実質実利用人数

50,000
81,200

162,427,624

36,327,193

4

172,579,933

居宅介護

利用者実人数

7,894,81117

74

8

人
同行援護

区　　　　　　　　分

3,754,180

障害者福祉費

金 額

円

58

生活介護

52,729,584

9

11,138,421

11,418,340

1

83,772,910

6

7,441,997 10,672,200

療育手帳（知的）
障害者手帳（精神）

58
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

遺家族等援護事務費 円

市

老人クラブ運営費補助 円
単位老人クラブ （29クラブ） 円

国 老人クラブ連合会 円
県 敬老祝金支給事業 円
負担金 87歳 （10,000円×201人） 円

98歳 （20,000円×26人） 円
繰入金 101歳以上 （30,000円×30人） 円

特別敬老祝金（100,000円×11人） 円
諸収入

介護保険利用者負担額減額補助（延べ157人） 円
市 老人介護手当（実人員　28人） 円

おむつ給付事業（実人員　65人） 円
老人ホーム措置状況 (R3.3.31現在） 地域見守りネットワーク支援事業 円

生活支援ハウス運営事業 円
円 食の自立支援事業 円

介護保険特別会計繰出金 円
予防給付マネジメント事業 円
高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業 円
交通弱者対策事業（交付1,100人） 円
老人福祉計画・介護保険事業計画見直し事業 円
感染防止のための備品等支援事業（介護事業所等） 円
面会時の感染症防止のためのリモート等面会整備及び環境整備事業 円

後期高齢者医療広域連合負担金 円
後期高齢者医療特別会計繰出金 円

県
市

411,977,504

507,585,185

5,410,000

996,094
1,119,000

1,100,000

8,361,000

1,763,146

520,000

220,271

2,010,000

3

4

17,891,946

措置人員

7,500,000

5

41 96,986,373 1,541,074

443,744,941
86,464,310

537,684,000

118,231,747

1

16,000

円

光 の 岬

619,521,000

措 置 費

38,800,600
14,745,987

老 人 福 祉 費 593,835,948

後 期 高 齢 者
医 療 費

900,000

4,530,000

928,577

3,259,550

9,196,145

803,484

439,692,000
1,043,367

計
6,280,602

10,024,000

1,859

25,685,052

円

7,312,230

94,120,137
1

人

1,124,736
638,410

530,209,251

区 分

は ま ゆ う

7,474,749

施 設 名

1,822,869
妙 見 の 里 39

養 護 老 人
ホ ー ム

遺 家 族 等
援 護 費

14,141

円

1,859



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

使用料 老人福祉センター利用状況
市

日 人

福祉バス利用状況

　

円
県
地方債

繰入金

市

128,998,303

37,502,209

13,600

重 度 心 身 障 害 者 7 182 127,400
8 34

3,995 28,674

8,478 5,924,400
680 8,262 5,783,400
695

27,062,036
44,569,894

ひ と り 親 家 庭 等 606 2,995 13,939,764

助 成 金 額
重 度 心 身 障 害 者 604 人 6,618 件 64,564,245

2,090 10,583

一 般 322

後 期 高 齢 者 282 3,118

計

乳 幼 児

16,200,000

2.3

131,261,015

44,605,000

1,290

－

19,073

3,145

3,500

区 分

780

助 成 実 人 員 助 成 延 件 数

一日平均

健 康 相 談 室 －

円

6.3 3,246

4,233

208

ヘ ル ス ト ロ ン 室

3,449利 用 人 員 一日平均

－

－

－歯 科 指 導 室

リ ハ ビ リ 室

－

その他（ロビー等）

7

金 山 ・ 桜 山 方 面 89 204

利用日数
564枕 崎 ・ 立 神 方 面 日

6
7,570,000

円

区 分
人

1,237,533

円

人

35,200

大 会 議 室
利用日数 利 用 人 員

211
372

20.1
－

老 人 福 祉
セ ン タ ー 費

6,332,467

15,200,000

5.9
89

151,449,000

計

89別 府 方 面

人

6,297,267

24.6
25.0
18.9172

子 ど も

老 人

3,429

計

は り ・ き ゅ う 等

教 養 娯 楽 室
浴 室

172

20,187,985

区　　　分

55,256,015

522

栄 養 指 導 室

医療等助成費

－

－

－

172

137

150
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

国
市 被保険者の状況

％

被保険者の適用状況

 保険料免除状況 産前産後免除状況
年金受給状況

保険料収納実績

年金生活者支援給付金支給状況

口座振替加入状況

％

200

79.8
収納実施月数

月

52.8

区 分 件 数 給 付 額

円

33,946,400
463,527,700

計 2,202 9,217,763

障害給付 506 2,776,652
遺族給付 17 85,510

1,679老齢給付

人
障害給付

元 年 度
7,766

548

47

8,361 5,827,617,283

老齢給付

区分

8,421

30

538

7,853

２ 年 度 ２ 年 度

4,741,465

受         給         額

5,395,395,899

5,892,869,999

5,320,129,983
471,193,700

人

人

2,007

人
1,087

79.7
12,335

収納対象月数

8

2
年度

100

112,954

2

年 度

受 給 者 数

人 円

人352人

元 年 度

元

557
元

件 円
対象者数年度
1,0272

人

免 除 率

年 度

人

人
計

29

0
376

適用もれ者 そ の 他20歳到達者

法 免

公 的 年 金
移 行 者

1,012
1,062

103

9,846
12,925

人

元

6,355,601

257 755

計

277

遺族給付

元 785

36,293,600

免 除 者 数

％

12.0

該当者数

687

3,031

52.9 10

54.2

収　納　率
月

10,301

11,884,581

計

円

合 計

　健全な市民生活の維持及び向上を図るため、多様化する年金相談業務及び広報活動を充実
させ受給権の確保と年金制度に対する意識の高揚に努めた。

557

人

105

元

12.1

年 度

2,877

人

117

52.3

加入率

568

付 加 年 金
加 入 率

2 15

人

加入者数
％

付 加 年 金
加 入 者

2

年 度

35 926人 人

8

人
申 免

元
2 1,916

995

第 3 号
被 保 険 者

国 民 年 金
事 務 費

16,626,04616,739,000

円 円

第 1 号
被 保 険 者

任 意
加 入 者

114

人



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

特別障害者手当等支給事業

人 円
国
市

(単位：千円)
財産収入
寄附金

市

特別児童扶養手当進達件数 件 （R3.3.31受給者　21人）
・所得状況届 件 ・有期認定（有期切れに伴う診断書） 件
・資格喪失届 件 ・新期認定 件

国 ・住所・金融機関変更届ほか 件
県
市 保育連合会運営費補助 円

子ども・子育て支援対策経費 円

新生児への臨時給付金給付事業 給付対象者72人 円

7,104,550

19

２ 年 度 末 残 高年 度 中 積 立

1
障害児福祉手当

計

区 分

37

支 給 額

1

9
重 度 障 害 者
福 祉 手 当 費

地 域 福 祉
基 金 費

9,097,085

円

10

13,067,000 3,263,816児 童 福 祉
総 務 費

児 童 福 祉 費2

500

1,218,366,000

6,688,582

49,500

0

1,150,268,243

円

1,150,000

127,915

178,380

特別障害者手当

福 祉 手 当

24
受 給 者

3,438,541

9,225,000

1,150,000

1,100,000

2,408,503

6,164,643

68,097,757

9,803,184

200,000

6,150

円

5,000

1,620,300

34

2 4

1,150

9

年 度 中 取 崩 し

86,160

3,605,439

92,000

5

元 年 度 末 残 高

7

8,903,230

152
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

延長保育促進事業補助 円
（まくらざき、妙見、火の神、富士、第２ふじ、立神海の風、べっぷ里山）
一時預かり事業補助（立神海の風、べっぷ里山） 円

国
病児・病後児保育事業補助 円

県 ・体調不良児対応型：妙見保育園 利用者144人 円
・病児対応型：市立病院 利用者193人 円

負担金
保育所地域活動事業補助 円

手数料 ・世代間交流等事業（火の神）
繰入金 ・異年齢児交流事業（火の神） 

・低学年児童受入事業（火の神）
市

地域子育て支援センター事業委託（立神キッズ） 円
地域子育て援助活動支援事業委託（NPO法人自然花) 円

子育て短期支援事業（南さつまこどもの家５件・乳児院１件） 円

施設等利用費（一時預かり事業・１人） 円

保育環境改善等事業補助（令和元年度繰越明許費分） 円
（まくらざき、妙見、第２ふじ、立神海の風、べっぷ里山）
保育環境改善等事業補助（火の神、第２ふじ） 円
新型コロナウイルス感染症対策緊急包括支援交付金 円

保育所等の感染防止支援事業補助 円
（まくらざき、妙見、立神海の風、べっぷ里山、ファミリー・サポート・センター）

児童扶養手当 円
児童手当 (人数は延数） 人 円
被用者 （0歳～3歳未満） 人 円 被用者 （小学校修了後中学校修了前） 人 円
非被用者 （0歳～3歳未満） 人 円 非被用者 （小学校修了後中学校修了前） 人 円
被用者 （3歳以上小学校修了前） 人 円 被用者 （特例給付） 人 円
非被用者 （3歳以上小学校修了前） 人 円 非被用者 （特例給付） 人 円

9,481,000

757,000

8,270,000

2,518,000

2,500,000

732 7,320,000
64311,898 130,210,000

124,700

124,800

2,144,000

311,000

（保育園５、認定こども園２、放課後児童クラブ５、子育て支援センター、ファミリー・サポート・センター）

104,219,630

40,260,00039,480,000

4,472,000

5,931,000

669

2,525

2,632 4,026

526,177,017

190,998,627

287,583,828

258,105,000

5,100

10,035,000

27,285,000

円

2 児 童 措 置 費 1,075,116,000 44,782,098

23,185

25,550,080

円 円

1,030,333,902

13,953,000

2,100,000

19,250

60 300,000
3,215,000

1,797,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

施設型給付費 円

（保育所） （認定こども園）

・まくらざき保育園 円 ・立神 海の風こども園 円
・妙見保育園 円 ・べっぷ里山こども園 円
・火の神保育園 円 ・南九州勝縁こども園 円
・富士保育園 円 ・かつめこども園 円
・第２ふじ保育園 円 ・しらゆきこども園 円
・頴娃保育園 円 ・阿多こども園 円
・マミーズランド保育園 円 ・あおば幼稚園 円

・坊津もりの風保育園 円
保育所等入所状況 （単位：人）

70,316,390
81,482,760

円

534,460

2,528,390

101,842,110

757,460

施
設
区
分

市内（全ての入所児童状況） 市外（枕崎市認定による入所児童状況）

施設名 設置法人
利 用
定 員

４月初日
在籍者数

途 中
入 所

途 中
退 所

３ 月 末
在籍者数

施設名 設置法人
４月初日
在籍者数

途 中
入 所

途 中
退 所

３ 月 末
在籍者数

認

定

こ

ど

も

園

立 神 海 の 風 こども園 社会福祉法人 10 10 4 4 10
べ っ ぷ 里 山 〃 〃 15 5 2 2 5

小 計 25 15 6 6 15 小 計 0 0 0 0

２
号
・
３
号

保
育
所

ま く ら ざ き 保 育 園 社会福祉法人 70 70 11 3 78 頴 娃 保 育 園 社会福祉法人 1 1
妙 見 〃 〃 90 81 7 2 86 マミーズランド 〃 〃 1 1 0
火 の 神 〃 〃 50 44 5 3 46
富 士 〃 〃 50 42

5760 2
7 1 48

2 57

認
定
こ
ど
も
園

立 神 海 の 風 こども園 〃 90 98 22 7 113 南 九 州 勝 縁 こども園 社会福祉法人 1 1
べ っ ぷ 里 山 〃 〃 80 62 9

し ら ゆ き 〃 〃 1
71 か つ め 〃 学 校 法 人

社会福祉法人 1

11 0
1
1

あ お ば 幼 稚 園 学 校 法 人 1 0
保 育 園 社会福祉法人 1

阿 多 〃

1
1

490 454 63 18 499 5

坊津もりの風

合 計

保育所等入所合計

定 員
(市内)

４月初日
在籍者数

途 中
入 所

5

途 中
退 所

515 469 69 24 514
5小 計 3

519

3

515 472 74 27

3

３ 月 末
在籍者数

3 5

1,109,090

627,427,870

123,138,040

第 ２ ふ じ 〃 〃

合 計

小 計

224,750

円円

83,780,130

943,960
482,560
72,220

認
定
区
分

１
号

91,097,230

69,118,320

154
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

母子寡婦福祉会運営費補助 円
母子家庭自立支援給付金 円

国
市

児童厚生員報酬等 円
片平山児童センター管理運営委託（指定管理） 円

国 児童館・児童センター遊戯室空調整備工事 円
県 児童センターフェンス改修工事 円
繰入金

利用状況（延人数）
諸収入
市

児童クラブ設置育成事業 円
(別府、わんぱく1、わんぱく2、妙見、まくらざき、ひっとべ)
地域組織（母親クラブ）活動育成費補助　１件 円
児童福祉施設併設型民間児童館事業補助（別府児童館） 円

放課後児童クラブ等環境整備支援事業 円
（別府、わんぱく、妙見、まくらざき、ひっとべ、ファミリー・サポート・センター）
福祉施設・相談所の感染防止支援事業 円

847,000

中 学 生 高 校 生 一般その他

2,665,000

児 童 館 158 人 214 人 42 人 2 人
小 学 生

111
2,309

区 分

428

幼 児

185 48

1,600,000

1,540
9

児 童 厚 生
施 設 費

3

14,142,788
40

母 子 福 祉 費 3,157,076

14,494,000

53,550,000

6,219,000

円円

3,061,924

4,847,000

11

8,200,000

90

計

269

円

1,465 人

2,796,000

計

361,076

399
75児童センター

150,000

70,000

3,243,465

3,081,000

4
47,812,828 5,737,172

10,976,000

388,224

373,467

32,929,004

1,881 人



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

円 円 円

家庭児童相談室における相談件数

市

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費（2,240件） 円
子育て世帯への臨時特別給付金給付事業事務費 円

国

ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費（222世帯） 円
児童扶養手当受給者　 世帯 円

国 年金受給者 世帯 円
追加給付 世帯 円

家計急変者 世帯 円
再支給 世帯 円

ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業事務費 円

5
家 庭 児 童
相 談 室 費

78,732

6
27,313,000 23,649,029 3,663,971

19

22,400,000
1,249,029

件 数
家 族 関 係

3,650,000
2 190,000

33,989,956 7,510,044
33,290,000

207 13,770,000

1,601,000

7
ひとり親世帯
臨時特別給付
金給付事業費

子 育 て 世 帯
への臨時特別
給 付 金 給 付
事 業 費

41,500,000

1,522,268

区 分 区 分

そ の 他

件
2

222 14,820,000

699,956

13 860,000
73

件 数

環 境 福 祉

計

2性格、生活習慣等

12 心 身 障 害
知 能 、 言 語

件

学 校 生 活 等 2

非 行

1

156
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

国
市 診療報酬明細書検討報酬(レセプト点検業務） 円

嘱託医委託 円
介護保険認定料 円
生活保護版レセプト管理システムリース料 円
生活困窮者子どもの学習支援事業委託 円
家計改善支援事業委託 円

人口1,000人に対する保護率

国
県
市

扶助別支給状況

世帯類型別保護開始の状況

世帯

世帯類型別保護廃止の状況

世帯

3 生 活 保 護 費 359,898,984

円 円

4,690,132

世帯8

高 齢 者

100.00

世 帯

3
世 帯

世 帯

6

563,497

180,043,298

傷病障害
そ の 他

世 帯
2

そ の 他

世　　帯

世帯

211,734,610

0.00

370,828,000

1
3,785,776

52,247,016

住 宅
1,199,392教 育

〃

〃

6,800,303

保

護

費

〃
215,220

〃

29,130,028

出 産

介 護
〃

2

生 業

医 療

〃
596,787

合 計

516,461 0.16

677,258
1.45

65.68

保 護 率

構　成　比

16.3

鹿 児 島 県

24.11

‰

支 給 額
2 年 度
77,708,696

1

世帯3

母 子

世　　帯

10.2

18.7

県 下 全 市36,206,405 18.6

8.3226,821,183

枕 崎 市

円

0.21
世 帯

％

世帯

円

23

計

528,000
25,974

世帯

世帯

14

3,365,539

505,800
1,118,473

855,259

円

葬 祭 218,420

322,366,760

施設事務費

〃

305,413,151

生 活
元 年 度

412,146,000

区 分

扶 助 費

扶 助 86,864,626

生 活 保 護
総 務 費

41,318,000

34,500,224

285,404,451

37,532,224

755,904

322,366,760

3,032,000

計

傷病障害

2　年　度

高 齢 者
区　　分

母 子

世帯

区　　分
世 帯

区 分

14

48,461,240

全 国 平 均

世帯0.07
0.00



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

原因別保護開始の状況

世帯 世帯 世帯
人 人 人

原因別保護廃止の状況

世帯
人

入院、入院外別（延人員）

人 人 人

保護状況の推移 （年平均件数） （年延件数）

‰

1
1

7

世 帯 員
の 傷 病

人

世帯1 世帯

老 齢
に よ る

転 入

2

仕 送 の 増

3

そ の 他

世帯
人

人

併　　　　　　　　　　　　給

21060

世帯
1 人

270

世帯 1
人

単　　　　　　　　　　　　給

12 人
1,636

計

4

人

人

そ の 他

30

28

生 活 扶 助

157

世 帯 世 帯 人 員

区　　分
精 神

196

2 204
20,448 215174

163
16511.6

130
145

10.8

10.2 158 115

20,882 183 193225

92
128

19,964 167

11
元

23

10.6

250
11245
1011.6

31181 6
8

146
105

209

100

114
130

6
人 員

207

人 員
112

167

人 員 世 帯

194
169

23

164 478

25
15231
144

160
176

403

182

2

3
2

5

4
3

人 員

1
1

1
1

1436

589
546
529

86 483
458

1

1
44

1

23

出 産 扶 助
世 帯

9
人 員

4
598

世 帯

計

計
人 員 世 帯

生 業 扶 助 葬 祭 扶 助
人 員

人29
世帯

4807

住 宅 扶 助

91

世帯
4

世 帯 世 帯
197

1,242

年金等の減
少及び喪失

人 4

人

4

合 計

1

医 療 扶 助

1,695

人
世帯

人

円

59 394

世　　帯

円

区　　分

2 14
2 人

計そ の 他

18

4

扶養引取り

150

人

死 亡

世 帯 人 員

人

保護率

21,228

入 院 外

21,646
29

世帯
年 度

被 保 護

195

人員

人　　員

世　　帯

区　　分

6

人

3世帯10

社会保障給
付 金 の 増

入 院

人

精 神 そ の 他

10

推計人口

人　　員

48
59

世帯

4 世帯

世帯

就 労 開 始

5 人
4

世 帯 主
の 傷 病

世帯

世帯世帯

転 出施 設 入 所

人

仕送りの減
少

円

3

教 育 扶 助

32

預貯金の減
少

23

5
1

32

25

5
10

8 23

119

介 護 扶 助

計

働いていた
者の離別等

158
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⑷ その他事業
妊婦健康診査 受診者数 人(延べ1,090回）

繰越明許費 新生児聴覚検査助成事業 助成人数 人
産婦健康診査（3～4か月健診時実施） 受診者数 人
産婦健康診査（医療機関委託） 受診者数 人(延べ142回）
妊婦、両親学級（初妊婦講座）　　　 開催回数 回、 参加人員 人

繰越明許費 乳児食生活教室 開催回数 回、 参加人員 人
プレママ栄養教室 開催回数 回、 参加人員 人
妊産婦、乳幼児訪問指導 実施人員 人
むし歯予防としてのフッ素塗布 実施人員 人
乳児健診（３・７か月児） 実施人員 人

国 幼児歯科健診 実施人員 人
県 すくすくお誕生日教室 開催回数 回、 参加人員 組
地方債 子育てサロン 開催回数 回、 参加人員 人

すこやか親子教室（参加人員は延数） 開催回数 回、 参加人員 組
手数料 乳児家庭全戸訪問事業 訪問件数 件
寄附金 養育支援訪問事業 訪問件数 件
繰入金 産後ケア事業 利用者数 人、 利用日数 日

不妊治療費助成事業 円
諸収入 産科医療体制確保支援事業補助 　 円
市 養育医療給付事業 円

市町村保健活動 　
保健師等活動状況

母子保健衛生事業 円 家庭訪問 人 健康相談 人 健康教育 人
献血推進事業 円
枕崎市献血推進協議会負担金

母子保健推進員による育児等健康支援事業 年８回実施 献血者 人 人
研修会回数 回、 参加人員 人 救急医療施設運営事業 （在宅当番医制）委託 円

地域活動 件 （病院群輪番制）補助 円
１歳６か月児健康診査事業  市町村委嘱医師傷害保険料 円

実施回数 回、 受診者数 人 食生活改善推進員連絡協議会運営費補助 円
３歳児健康診査事業 ドクターヘリ等負担金 円

実施回数 回、 受診者数 人 健康まくらざき21中間評価事業 円

50,620

3

209

31
1,233,900

494,000
2,800

394,042

400ml

91,608

68,965,953

111

200ml 4

66,648,556

17,263,975

〃

円

503,812,000

4,600,000

円

6,606,000

522,834

842,965,000

1

⑵

8 133

保 健 衛 生
総 務 費

2,867,000

10,000,000

21,669,775

1,451,278

6,606,000

1 保 健 衛 生 費

衛 生 費

3

4,330

26
113

81

4,080,000

8

8

293

252,238,541

409

　健康に出産し、丈夫に育てるために、産前産後から育児に至るまで
の一貫した事業を実施した。

⑴

⑶

0

181

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

196

円

177,600

244

22

178

228
75

予 算 現 額

8

694

138

272,078,025

767,393,047

支 出 済 額 不 用 額

16

款　　　項　　　目

8

4

289,342,000

430,557,444

3,351,000
7,950,442

72
81

43

371

1

5

1

495,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額款　　　項　　　目

各種健康診査受診状況
市立病院負担金 円
不採算地区病院の運営に要する経費負担金 円
救急医療の確保に要する経費負担金 円
児童手当に要する経費負担金 円
医師の派遣を受けることに要する経費負担金 円
企業債償還利子に要する経費負担金 円
共済追加費用に要する経費負担金 円
企業債元金償還金に要する経費負担金 円
建設改良費に係る経費負担金 円
基礎年金拠出金にかかる公的負担金に要する経費 円

がん検診事業 円

国
県
地方債

繰入金

諸収入

市

保健推進員活動事業 円
高血圧対策事業 円

　市民の健康保持のため40歳以上（子宮頸がん検診は20歳以上）を対
象に検診等を実施し、要医療者には医療機関での受診を勧め、要指
導・異常なしの者には健康教育・健康相談を行った。

100.0
人

２歳６か月児 歯科 健診

健 康 相 談

8.1

２ 歳 児 歯 科 健 診

人

59

261
663

55.1

133

1 人100.0

％100.0

(0.9%)

569,000

3,598,000

82

円

１ 歳 ６ か 月 児 健 診

３ か 月 児 健 診

1,206

107

82
96

13.3

７ か 月 児 健 診

14,668

130

腹部超音波検診

844,000

対 象 者

肺 が ん 検 診

1,334

健 康 教 育

8,142

43,546,000 27,590,997

6601,007,000

長 寿 健 診

9,821

15,955,003

4,626,000

円

422,000

人

３ 歳 児 歯 科 健 診

区　　　　　　　分

１歳６か月児 歯科 健診

３ 歳 児 健 診

14,098,000

受 診 率
98,845,000

受 診 者 数

円

対 象 者 数

421,000

130,312,000

2

2,383,000

4,489,000

181

1,082
8.1

8.2

1,184
1,138

14,668

14,668

18,877,154

(4.4%)

29 (5.3%)

25

むし歯有病者(率)

(18.8%)

(0.0%)

99.3

352.3

134

96

111

計

人

68

4.5

受 診 者

14,668

83.2

19.6
受 診 率

549

大 腸 が ん 検 診
7,300,000

1,190
子宮頸がん検診 11.6

乳 が ん 検 診

区 分

10,000,000

2,381,687

胃 が ん 検 診

健 康 増 進
事 業 費

4,325,200

2,396,060

成 人 歯 科 検 診
訪 問 指 導

4,975,797

％

111

160
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額款　　　項　　　目

市民の健康保持、伝染病予防のため各種検診や予防接種を実施した。

繰越明許費 定期予防接種 円
定期予防接種実施状況

国
地方債

手数料
繰入金

市
むし歯予防 円
保育園、幼稚園での歯科衛生指導

回 受診者数 人 （コロナ感染症対策のため中止）

小中学校での歯科衛生指導
教室 受診者数 人

風しん５期予防接種等実施状況

ロタウイルス予防接種（任意予防接種） 実施者延数 人 円
インフルエンザ予防接種（任意予防接種） 実施者延数 人 円
風しん予防接種（任意予防接種） 実施者数 人 円
結核健康診断 円
結核健康診断実施状況

医療提供体制維持・感染防止備品等備蓄事業 円
感染防止備品等備蓄事業 円
感染防止物品等配布事業 円
ＰＣＲ検査助成事業 円
新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 円

34.9

14,726,000

89.0 ％

109 人
％

114.1
101.7350小 児 用 肺 炎 球 菌

Ｂ Ｃ Ｇ

水 痘

6,051

325

82.3

344

149

523

234

644

351

97

89,006

340

対 象 者 数

6,606,000

人
231

うち抗体検査 実施 者数 312 人

（ 抗 体 検 査 実 施 率 ）

人うち予防接種実施者数

うち予防接種対象者数

計

16.8 ％

（予防接種実施率）

1859

事業所

人

（ 抗 体 非 保 有 率 ）

一 般

無 料 ク ー ポ ン 対 象 者 数

171
人8,239

153
1,599

123.1

実 施 率

成 人 肺 炎 球 菌 27.5

14

計 75.1
68.3

1,722,036
49,000

8,470

1,151
区 分

1,322
74.0

8,342

実 施 者 数

人

181

14.0

12,108

72.5

97.4

102.0
111.5

408,439

39,909,072

1,169,600

261

3 予 防 費 86,079,000 24,832,585

円

4,560,117
22,900,000

日 本 脳 炎

154,298

百 日 咳 ・ ジ フ テ リ ア

ヒ ブ

混 合
227

89

風 し ん ・ 麻 し ん 233

イ ン フ ル エ ン ザ

破 傷 風 ・ ジ フ テ リ ア

円

12,300,000

54,640,415

二 種

区 分

混 合

円

破傷風・不活化ポリオ
四 種

9,094

361 人 106.2 ％

99.5

0 0

1

Ｂ 型 肝 炎

55 0.0子 宮 頸 が ん

78

10

ロ タ ウ イ ル ス 69

対 象 者 数 受 診 者 数

344
-

208

101

207
1,180

％

15.6

受 診 率

5,633,749
930,000
426,250
698,940

3,264,415



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額款　　　項　　　目

国
地方債

使用料 墓地草刈等業務委託（年４回） 　 円
繰入金 川路墓地ガードパイプ設置工事 円

立神墓地駐車場整備工事 円
諸収入
市 公民館墓地水道使用料補助（23地区、40箇所） 円

衛生自治団体連合会補助 　 円
ヤンバルトサカヤスデ薬剤補助分 円

生活環境保全事業 円

水道事業会計出資金 円
水道事業会計補助金 円

地区簡易水道施設事業補助 円
木口屋水道組合（配水管漏水修理） 円
鳥越・奥ヶ平水道組合（貯水タンクフロート修理） 円
駒水水道組合（滅菌機薬注ポンプ取替工事） 円
真茅水道組合（滅菌機薬注ポンプ取替工事） 円
松崎水道組合（水源地施設改修工事） 円

1,900,000

440,000

658,790

58,600,000
1,980,000

4

58,600,000

　衛自連、公民館、女性団体、老人クラブ、青少年各団体等市民各位の協力を得ながら、環
境衛生、地域の美化等に対する意識の向上を図った。
　また、公民館との連携を図りながら衛生害虫の発生状況の調査と薬剤散布を実施し、衛生
害虫の駆除・抑制に努めた。
　市営墓地については、草刈等の業務委託による環境整備に努めた。

100,000

3,241,165

環 境 衛 生 費 80,048,000

円

72,049,519

円

7,998,481

円

8,000,000
208,354

90,000

544,000
137,000

1,248,500
1,137,840

222,000

4,970,951

21,000

497,926
30,000

74,000

162
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額款　　　項　　　目

水質検査 円

県 海岸漂着物地域対策推進事業 円
繰入金

環境保全促進事業補助 円
諸収入
市 悪臭検査事業 円

○市内各河川水質検査
採水日 年 月 日

年 月 日
年 月 日
年 月

  市内11河川のうち、21箇所について年４回の調査を実施した。

30

1,000MPN/100mℓ以下

生物化学的

5.3～7.8
7.9

酸 素 量
水素イオン

（SS）

浮 遊

（日之出町）

5

円

4,797,000 4,198,488公 害 対 策 費

3

環境基準

C 5㎎/ℓ以上

A7.5㎎/ℓ以上

5.9～9.6
2.2

8.5

※

9.8
範 囲尻 無 川

Ｃ

1.1～3.9

　検査結果のうち有機性汚濁の代表的な指標であるＢＯＤでみると、環境基準の達成率は85.7％となった。本市最大河川である花渡川については、４箇所の採水地
点のうち４箇所とも基準値をクリアしている。今後も公共下水道への接続や合併浄化槽への転換を図らなければならない。馬追川河口においては、事業所排水等に
よる汚濁が見られるが、下水道区域外の１事業所が汚水処理設備を設置し、今後の改善が期待される。

7.1
4.9～36.07.3～7.5

5,800
1,400～11,000

22,000～350,000

（ 河 口 ） 198,000

0.5
3.2～12.0

1.4～12.0 7.6～10.0
5.2

2,100～33,000

2.3

13,000～220,000

7.6～9.9

8.6

4.2
神 園 川

Ｂ
平 均

0.5～5.7

（宝寿庵橋）

範 囲

平 均

0.7

（ 河 口 ）

16

（新花渡橋）

7.7

平 均

Ｂ
平 均

Ｅ

田 ノ 川 範 囲

範 囲

日

（ 河 口 ）

10

Ｅ
範 囲馬 追 川

6.5～8.5

7.0

令和

6.9～7.2

平 均

2

地点地点欄のＡ、Ｂ、Ｃ、Ｅは、枕
崎市の河川をきれいにする条例
に基づく水質保全目標値類型を
示す。

11令和
令和

21

花 渡 川 7.2～9.1
Ａ

2.7～25.0

0.5～2.0 3.0～8.2
1.9

範 囲

4.5

5.0

（PH）

1,398,058

2

182 8
52令和

1,500,000

1,300,400

円 円

項目

598,512

濃 度
（DO）

A 2㎎/ℓ以下

物 質 量

A25㎎/ℓ以下

7.7

5.6 5.6

8.0

E10㎎/ℓ以下

B 3㎎/ℓ以下

E 2㎎/ℓ以上

B25㎎/ℓ以下

3.3～7.8

C50㎎/ℓ以下C 5㎎/ℓ以下

（BOD）
大 腸 菌 群 数

7.5～7.8

酸素要求量

 E 

溶 存

1,387,100

4,850

1.0～2.6

0.5～0.7

3.0～6.2

5,000MPN/100mℓ以下B 5㎎/ℓ以上

7.4～7.6

平 均 7.4

7.5～7.8

中 洲 川

7.0～7.2

7.5

0.5～0.7
6.97.1

Ｃ
Ｂ

717,500

772,640

73,250

15,525

2,300～7,900

490,000

330,000

Ａ

110,000～2,200,000
Ｅ



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額款　　　項　　　目

○市内地先海域水質検査
採水日 年 月 日

年 月 日

市内地先10海域で年２回の調査を実施した。有機性汚濁の代表的な指標であるＣＯＤでみると、環境基準の達成率は80.0％であった。

ウミガメ保護監視員委嘱 円
自然保護監視員委嘱 円
河川浄化推進員委嘱 円

1.8～2.0

平 均

23～130

　1,000MPN/100mℓ以下

77

12

16

地 点

範 囲
平 均

湾 内

台 場 沖

尻無川沖

平 均 77

23～130

2～9.3
6

4.5～20

4.5～110
57

溶 存

円

4

（DO）

2

不検出

（油分等）
抽 出 物 質

（ﾉﾙﾏﾝﾍｷｻﾝ）
大 腸 菌 群 数

6.9～7.1

6.9～7.2
1.3

（PH）
酸 素 量

1.38.2

7.8～8.3

8.2～8.2

不検出

不検出
不検出

不検出

不検出

7.5㎎/ℓ以上
6.7～6.7

不検出
6.8～7.4

7.1

令和

花 渡 川
河 口

平 均

2 12令和 項 目
8

8.2

不検出範 囲

1,300

6.7～6.9

不検出

不検出
不検出

8.1～8.1

1,300～1,3007.2～7.5

86,500

不検出
13,000～160,000

7.4
6.9～7.7

418

12,100

2
6.9～7.1 不検出

不検出
7.4

不検出

6.9～7.8

7.0
200～24,000

1.3

1.2～1.4

検出されないこと

7.1

不検出6.7

1.6
1.6～1.6

7.0

不検出

円円

水素イオン

松崎ヶ鼻

環 境 基 準

濃 度

8.3
8.2～8.3

平 均

8.2
枕崎港内

範 囲

2㎎/ℓ以下
（COD）

1.3

8.3

範 囲

範 囲

範 囲 1.0～1.6

8.3
範 囲
平 均

8.2～8.2

8.1～8.2

平 均

平 均

範 囲
8.2

1.6

8.2

港 内

1.1～1.5

0.9～1.3

8.2～8.3

1.2～2.0

な ぎ さ
温 泉 沖

範 囲 8.1～8.2仁 田 浦
平 均

仁田浦沖

白 沢

8.2～8.2

範 囲

米 浦 湾

222,000

8.1

1.7～3.2

45～790
7.1

不検出
2.1

382,800

108,000

不検出
6.7～7.51.1～3.0

8.2～8.3

1.1

7.3

7.1～7.9

0.8～1.7

7.5

6.8

平 均 不検出

酸素要求量
化 学 的

2.5

1.5～1.7
1.6
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額款　　　項　　　目

枕崎市環境基本計画策定業務委託 円
公衆便所清掃委託（41箇所） 円
浄化槽点検管理業務委託（37箇所） 円

国 南薩地区衛生管理組合負担金 円
県 うち枕崎共同斎場負担金 円
地方債 うち内鍋清掃センター負担金 円

うち新クリーンセンター施設整備事業負担金 円
手数料 うち最終処分場負担金 円
繰入金 うちし尿処理業務負担金 円
市

循環型社会形成推進交付金事業補助 円
５人槽 基

　６～７人槽 基
８～10人槽 基
単独撤去 基
宅内配管補助 基

県合併処理浄化槽推進市町村協議会負担金 円

ごみ収集委託 円
ごみ収集状況

災害等廃棄物処理委託 円

ゴミ収集・運搬事業従事者支援事業 円
ゴミ収集所・感染予防注意喚起用多言語看板設置事業 円
家庭用電気式生ごみ処理機購入費助成事業 円
ごみ分別促進アプリ「さんあ～る」導入 円

900,000
12,000

213,400

1,279,300
792,000
437,000

215,899,603

元年度

不燃物可燃物

円

91,300,000

1 清 掃 総 務 費 339,153,000 336,835,603

2 清 掃 費 339,153,000 336,835,603

円

22,945,000

2,317,397

2,317,397

円

5,779,000

3

3,913,360
2,733,500

6,766,000
233,936,000

990,000

95,969,000
94,420,000
6,095,000

39,978,000

46,742,300

22,195,000

53,989

２年度

計
（単位：ｔ）

4,767
4,900

3,821

4,068

539

585

257

51

3,976 238
247

資源

38

553

42

30年度
区分

13

398,250

4,617



　 高年齢者就業機会確保事業費補助(シルバー人材センター) 円
　雇用開発支援事業費等補助（地域就業機会創出・拡大事業費）        円

国 　高年齢者就業機会確保事業費等補助 円
繰入金
市

勤労青少年福利厚生事業 円

教養講座講師謝金 円
教養講座会場使用料等 円

新規雇用創出就労環境改善事業 円

雇用調整助成金申請費支援事業 円
雇用維持等支援事業 円

101,825

11,771,565

回 数
人

211
生 花 教 室

305

21
38

着 装 と 礼 法

223,000

回

72

22

80

31,804,0001 労 働 諸 費

款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額

5 労 働 費

23,736,221

23,736,22131,804,000

円 円

875,000
10,289,000

　働く青少年の健全な余暇利用の場として教養講座を開講して人間性豊かな勤労青少年の育
成に努めた。

11,700,000
100,000

11,936,221

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

不 用 額

8,067,779

参 加 人 員行 事 名

11,164,000
8,067,779

73,831

425,831

教 養 講 座 参 加 状 況

352,000

21
計

ヨ ガ 教 室
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款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

繰越明許費

繰越明許費

県
手数料
諸収入
市 農地法による各種許認可等申請の取扱実績

農地法第３条許可申請(農地の移転・設定) 件 ㎡
　〃　第４条　　〃　(農地を耕作地以外に転用) 件 ㎡

会議の開催状況 　〃　第５条　　〃　(権利の移転及び設定を伴う農地転用) 件 ㎡
農業委員会総会(農地、農業振興、その他) 回

農業経営基盤強化促進法による所有権移転 件 ㎡
委員14人　(農業委員10人　農地利用最適化推進委員４人) 

経営改善支援体制整備事業 円
機構集積支援事業 円
改正農地法を適正かつ円滑に施行するため主に次の事業を行った。
農地の権利移動・賃借等調査
広報紙・折込・ホームページでの農地賃借料の情報提供
農地利用状況調査 認定農業者等への利用権の設定等の促進

農業者年金業務
農業者年金加入者及び待期者 人 認定農業者等への利用集積 件
農業者年金受給者 人 農地流動化推進会議 回

35
12

円

0

44,838,568

　農用地について利用権の設定の申出又はあっせんの申出を受けて利用関係の調整に努め、
認定農業者等への農用地の利用集積を促進した。

45,030

948

0

ha

22,891

　

17

278

42

　農業経営者が経営感覚に優れ、効果的・安定的な経営体を目指し向上していくため、経営
の基礎となる簿記・パソコン記帳講習・決算指導・経営分析等についてのパソコン記帳指導
会を実施した。(開催回数　６回)

25

40,387

96

　

444,200

8,946,000

2,906,205

1

1

6,142,000

農 業 費 371,717,000

48,080,411

320,736,432

48,658,000農業委員会費

6,142,000

6 農 林 水 産 業 費 956,544,000

円 円

428,500

38,261,711

13

　

67,799,584882,602,416

22,245

577,589



款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

妙見センター管理費 円
妙見センター管理委託 円

地方債 妙見センター利用者数 人

使用料 農村運動広場管理費 円
手数料 農村運動広場利用者数 人
諸収入
市 紅茶母樹園管理費 円

公用車維持管理費 円

中山間地域等直接支払推進事業 円

繰越明許費

中山間地域等直接支払交付金 円
国
県
繰入金

農業振興資金貸付金(預託金) 円
諸収入

市
市農林技術協会補助　 円

農村生活研究グループ育成費補助 円

人・農地プラン（地域農業マスタープラン）作成事業 円

円

1,200

1,500,000

910

466,834 224,908

4,406,434

1,633,158

397,408

　中山間地域等直接支払交付金制度の円滑な推進を図るため、現地確認や説明会等を実施し
た。

102,000

5,935

19,000

円

3,535,730104,562,000

円

3,097,704

3 100,249,000

農 業 総 務 費

農 業 振 興 費

6,142,000

101,026,2702

49,385
29,101,905

99,057,326

65,005,095

1,503,814

　農業生産の維持を図りつつ、多面的機能を確保し、耕作放棄を防止することを目的に、対
象となる３団体に交付金を交付した。

8,500,000

　農業近代化資金が速やかに農家に貸し付けられ、農業経営の改善が図られるよう、農協に
20,000千円の預託を行った。

69,128

3,772

4,800,000

21,030,000

24,981,618

5,693,477

20,000,000

　本市農業の振興を図るために、振興方策の検討や技術の指導など、各種活動を行う農林技
術協会に対して補助した。
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款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

南薩地域農政推進協議会負担金 円 水田農業確立推進活動事業 円
県農業機械連絡協議会負担金 円
ＪＡ南さつま地域農業振興協議会負担金 円 農業者経営所得安定対策推進事業 円
さつま半島グリーン・ツーリズム協議会負担金 円
市甘しょ対策協議会負担金 円 農業後継者育成対策事業 円
南さつま施設きんかん価格安定対策事業負担金 円
県桜島防災営農推進協議会負担金 円 茶業振興対策事業 円
加世田常潤高等学校農業後継者育成対策協議会負担金 円 茶の品評会に要する経費の一部を補助することにより、産地銘柄の確立に取組んだ。
県園芸振興協議会負担金 円
野菜価格安定対策事業負担金 円 産地生産基盤パワーアップ事業基金事業（土づくりの展開の取り組み） 円

農業経営基盤強化資金利子補助 円 鳥獣被害対策事業 円
農業情報管理システム関係経費 円 捕獲報償金等 円
農地中間管理事業 円 鳥獣被害対策実践事業補助 円
農業次世代人材投資事業 円 その他補助金等 円

収入保険制度加入助成事業 円 枕崎さえみどりＰＲ事業 円

有害鳥獣遠隔ＩＣＴ捕獲器等補助事業 円
「枕崎の、農体験。」農泊・修学旅行受入準備事業 円
「枕崎の、緑茶。」ブランド発信事業 円
「枕崎の、特産品。」発信事業 円
「枕崎の、茶・果樹。」チャレンジ改植支援事業 円
花いっぱい応援事業 円
新規農作物導入取り組み支援事業 円

2,522
830,500

5,298,903
10,474,957

855,000

1,746,005

2,460,000

992,000

1,630,900

6,575,691

345,160

174,000

100,000

4,254,000

96,000

3,947,845

48,000
71,000

円

173,000

570,940

75,000

5,000
21,000

3,674
8,000

112,000

円

76,000

4,800,000

25,000

37,614

156,170

円

879,000



款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

県畜産協会負担金 円
クリーン堆肥センター負担金 円

国 県肉用牛振興協議会負担金 円
県
市 デーリィサポートかごしま運営補助 円

クリーン堆肥センター　４ｔダンプ更新（ステンレス深ダンプ） 円

クリーン堆肥センター　高圧ケーブル修繕 円

資源リサイクル畜産環境整備事業 円

肉用牛生産者経営継続対策事業 円

「枕崎の、牛肉。」ふるさと給食活用事業 円

ＡＳＦ侵入防止対策事業（令和元年度繰越明許費分） 円

円

1,585,000

308,000

 クリーン堆肥センターで使用中のダンプのギア不調のため修理見積を依頼した結果、修理
代が高額なうえ、使用開始25年が経過していることを勘案し更新した。

100,950

799,200

10,000

アフリカ豚コレラの侵入防止のため、養豚場内への野生イノシシの侵入防止対策を行った。

3,290,000

59,000
92,307

7,733,575

　ヘルパー利用組合であるデーリィサポートかごしまの円滑な運営と、ゆとりある酪農経営
の確立に努めた。

円

4

3,900,000

16,653,000

円

畜 産 業 費

262,000

2,412,968

100,000
10,240,032

14,240,032
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款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

基幹水利施設管理事業事務委託(南薩西部地区) 円

県 国営造成施設管理体制整備促進事業 円
地方債

県営畑地帯総合整備事業（担い手支援型）南薩地区負担金 円
分担金 事業費　 60,000,000円　　給水栓更新　122箇所、制水弁等更新　12箇所、

埋設管移設工　Ｌ＝693ｍ
使用料
手数料 県営農地整備事業（通作・畑網）山口地区負担金 円
財産収入 事業費　 40,000,000円　　道路整備　Ｌ＝984ｍ

繰入金 県営農地整備事業（通作・保全）枕崎１期地区負担金 円
事業費　 78,300,000円　　法面補修工一式

市
県営農業水路等長寿命化・防災減災事業（南薩（基）1期地区・ 円
2期地区）負担金
事業費　 188,300,000円　　システム更新（工事）一式

県営農業水路等長寿命化・防災減災事業（中島ため池地区）負担金 円
事業費　3,000,000円　　　取水ゲート補修（工事）一基

農村地域防災減災事業（桜山地区）計画書作成業務委託 円

多面的機能支払交付金 円

多面的機能支払推進事業 円

農道砂利散布及び施設維持管理 円

土地改良事業団体連合会一般賦課金 円

土地改良事業団体連合会特別賦課金 円
　

26,932,356

295,100

26,803,366

7,201,875

320,593

6,000,000

8,600,000

600,000

8,000

2,948,029

1,479,210

6,621,643
9,210,376

16,834,500

1,506,400

32,900,000

21,286,467

50,000

5

円

101,595,000農 地 費

12,600

4,301,643

円

92,384,624

30,548

7,000,000

円



款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

農業農村整備情報センター会費 円

南薩地区畑地かんがい更新事業推進協議会負担金 円

未登記対策経費 円
（山崩地区ほか分筆測量図作成業務委託）

手数料
市

2,307,043

53,027

円

30,000

18,597,292 203,708

8,805,768

8,747,968

林 業 費

1

18,801,000

円

2

林 業 総 務 費 8,906,000 100,232

円

57,800

172
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款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

治山林道調査測量及び管理費 円
 治山事業等の調査及び林道等の維持管理に努めた。
国
県 松くい虫防除対策事業 円
諸収入 南薩地域観光地周辺等環境整備事業（シロアリ駆除）

市 林業就労改善推進事業補助 円

森林経営管理推進事業（森林環境譲与税活用） 円
妙見の森防護柵設置等

林道新設事業（森林環境譲与税活用） 円
大谷山内ケ谷線調査設計委託

南薩地域森林・林業振興協議会負担金 円
県造林協会費 円
県治山林道協会負担金 円
県治山林道協会特別会費 円
南薩流域森林・林業活性化センター負担金 円
県林業労働力確保支援センター負担金 円

森林環境譲与税基金積立金 円
(単位：千円)

地元産材活用支援事業（妙見の森木材製品設置） 円

424,000

16,000

2,261,949

590,175

13,000

58,710
10,500

138,600

5,500,000

12,000

2

385,000

10,000

林 業 振 興 費

円

9,895,000

2,750,000
6,549,524

103,476

円

192,000

9,791,524

年 度 中 取 崩 し ２ 年 度 末 残 高
605

元 年 度 末 残 高

371,590

1,029

円

300,000

424
年 度 中 積 立



款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

漁港使用料徴収委託 円
係留施設使用料×2/3×8/10＋野積場使用料×2/3×5/10

県 (委託料限度額：200,000円/月)
手数料
市 漁港使用料徴収実績（R2.4～R3.3実績）

高度衛生管理型荷さばき所管理委託 円
管理費　1,270,500円×12月

外来船誘致対策(船員入浴券の発行) 円
市内各浴場共通の券を入港漁船員に発行し、長い航海の労をねぎらった。
400円×970枚 420円×724枚

国
県 産業後継者育成奨励金 円
寄附金 漁業及び水産加工業　新規従事した8名
諸収入

輸出先国の市場変化に対応した食品等の製造施設等整備緊急支援事業 円
市

食品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備緊急対策整備事業 円
（令和元年度繰越明許費分）

15,246,000

278

387,493,600

20,978,489

漁 船

5,900,000

円64
金　　　　額

件 114,946

5,833,608

434,420,511

22,757,308543,268,692

水産業振興費 455,399,000

1

3

水産業総務費

566,026,000水 産 業 費

63,874,000

2

20,313,556

21,017,938

件　　数

62,795,181

円円

24,372,000

660,022

20,053,333

41,684,733

692,080

使 用 区 分

8,291,603

800,000

2,343,049
野 積 場
定期航路船以外の船舶

414
72

計

359,436,000

円

1,078,819
2,400,000

92,510

174
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款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

水揚優秀船の表彰 南薩地区水産業改良普及事業推進協議会負担金 円
外来漁船水揚優秀船の表彰 円 水産都市協議会負担金 円

(単位：千円) 海上保安協会負担金 円
枕崎港国際化対策推進協議会負担金 円
県貿易協会負担金 円
かつお鮮魚販路対策協会負担金 円
水産センター運営費負担金 円
日本カツオ学会会費 円
枕崎漁港保税協議会運営負担金 円

水産多面的機能発揮対策支援事業負担金 円
地元水揚優秀船の表彰 円

(単位：千円) 200カイリ対策費(入漁料)補助 円

枕崎水産振興会運営費補助 円

水産振興資金貸付金（預託金） 円
鹿児島県信用漁業協同組合枕崎支店　 

地域振興推進事業（かつおのぼり掲揚場整備工事） 円

沿岸漁業振興対策事業 産業開発促進条例適用船舶奨励金 円
イカ柴投入事業委託 円
沖堤防沖ほか３箇所に40束投入した。 ガンバル漁業生産者の市場使用委託手数料等支援事業 円

豊かな海づくりパイロット事業負担金 円
ヒラメ稚魚を放流した。

イセエビ放流事業補助 円
抱卵イセエビ88.6kgを放流した。

4,306
5,337

30,990

466,322
50,000

613,000

898,000

水揚金額

3,229,640

212,961
328,549

第 15 岬 洋 丸

金比羅丸(宮崎)

7,000
35,000

30,000

沿岸漁船

422,845
15,761

正 栄 丸
凪 Ⅱ

区 分

第 3 協 洋 丸

883,520

第 11 旭 丸
水揚金額

1,427,650

かつお船

中 小 型

TAIYO CHUUK
まき網船
海 外

地元定置

円

区 分

円

　枕崎漁港利用漁船で、年間
を通じ水揚げが最も多く、本
市水産業振興に大きく貢献し
た漁船に対し、漁業種類、船
籍ごとに水揚優秀船として漁
協総会時に表彰した。

　地元漁船の中で、年間を通
じ水揚げが最も多く、本市水
産業振興に大きく貢献した漁
船に対し、漁業種類ごとに水
揚優秀船として漁協総会時に
表彰した。

10,000

20,990

まき網船

286,000

船　　　名

船　　　名

193,000

364,800

2,024,100

円

1,144,864

119,000

第 3 魁 丸

金比羅丸(大分)

地元旋網 豊 徳 丸

6,020,000

75,000

20,000,000

6,572,000

5,987,062

1,900,000



款　　　項　　　目 予 算 現 額 支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額

県漁港漁場協会負担金 円

地方債 漁港関係事業負担金 円
広域漁港整備事業(特定）負担金 円

市 ： 円
：-9ｍ泊地新設、-9ｍ岸壁新設

　　
水産基盤機能保全事業負担金 円

： 円
：白沢津漁港浚渫工事

　
漁港海岸保全事業（高潮）負担金 円

： 円
：離岸堤ブロック製作、パラペット嵩上げ

県単漁港整備事業負担金 円
： 円
：白沢津漁港西側護岸整備工事

3 漁 港 建 設 費 46,753,000

円

事業内容

事 業 費 350,587,000
27,510,000

9,662,000事 業 費

事業内容
276,700,000

553,000

491,000

事業内容

3,800,000
事業費

事業内容

45,562,000

700,00046,053,000

円

45,500,000

円

1,932,000

12,320,000
事業費

39,900,000

176
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繰越明許費

地方債
市

優良従業員の表彰 円
市内事業所の永年勤続優良従業員４人に、市長賞として賞状と記念品を贈った。

繰越明許費
通り会街路灯維持費補助(10通り会) 円
県中小企業団体中央会補助 円

国 中小企業育成補助 円
県
繰入金 さつま鰹節協会負担金 円

県特産品協会負担金 円
諸収入 南薩地域「食」による地域活性化事業負担金 円

市 商工振興資金貸付金(預託金) 円
鹿児島銀行枕崎支店 円
南日本銀行枕崎支店 円
鹿児島信用金庫枕崎支店 円
鹿児島興業信用組合枕崎支店 円

商工振興資金利子補給補助（５件） 円
商店等新規出店支援事業補助（12件） 円
食のまち魅力発信事業補助 円

チャレンジショップ促進支援事業補助（２件） 円

1,110,000

17,600

247,000
90,000

3,332,000

12,500,000

50,000,000
1,064
61,700

135,000

商 工 費

1 商 工 総 務 費

2 商工業振興費

予 算 現 額

44,141,000

円

526,609,000

43,395,496

支 出 済 額

416,477,726

円

32,120,000

7

397,438,000

款　　　項　　　目 不 用 額

78,011,274

1,900,000

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

43,295,496

69,104,739

12,500,000

50,000,000
12,500,000

3,312,000

745,504

12,500,000

850,000

100,000

205,900
221,307,000

17,400,000

7,300,361

296,213,261

32,120,000



予 算 現 額 支 出 済 額款　　　項　　　目 不 用 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

枕崎ブランド発信事業 円
国内における枕崎ブランド販路開拓事業委託 円
海外プロモーション事業委託 円
トップセールス等経費 円

中小企業等事業継続支援事業 円
タクシー利用フードデリバリー支援事業 円
「枕崎の、味と旅。」グルメ・宿泊クーポン券発行事業 円
「枕崎の、使（つか）エール。」プレミアム付商品券発行事業 円
「枕崎の、ていねい・本物。」枕崎ブランド価値向上PR事業 円
新型コロナウイルス関連緊急経営支援利子補助事業 円
事業者応援資金支給事業 円
「新しい生活様式」に対応するための営業スタイル推進事業 円
外国人技能実習生受入支援事業 円
新型コロナウイルス関連資金対応利子補給・保証料支援事業 円

消費者行政活性化事業 円

県
市

市

企業訪問等経費 円
県企業誘致推進協議会負担金 円
かごしま企業家交流協会負担金 円
企業誘致促進補助 円26,280,000

18,406,238

127,559,671

3,496,000

122,620

205,900

16,197

45,045,260

281,544
8,746,664
20,000,000
880,000

2,006,849
2,234,000 227,151

1,222,065
784,784

円 円円

2,006,849

478,803

569,000

消 費 者 行 政
推 進 費

3

9,344,000
500,000

9,966,620

　市の総合的な発展と若者の定住を図るため、かごしま企業家交流協会が開催する研修会や
ホームページ等を活用した企業誘致関連情報の発信など、幅広く企業誘致活動を行った。
(立地協定２件締結）

44,000
110,000

4 企 業 誘 致 費 26,929,000 26,450,197

178
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予 算 現 額 支 出 済 額款　　　項　　　目 不 用 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　観光客誘致のため、観光キャンペーンや様々な広告媒体を活用したＰＲ活動に努めた。

国
地方債

使用料
繰入金 ％

諸収入
市 火之神公園清掃業務委託 円

火之神公園キャンプ場除草作業等委託 円
枕崎駅前観光案内所管理委託（指定管理） 円
駅舎及び駅周辺施設管理費 円

国内外観光客誘客事業 円

さつま黒潮｢きばらん海｣枕崎港まつり負担金 円
薩摩半島観光振興協議会負担金 円
観光かごしま大キャンペーン推進協議会負担金 円
県観光連盟負担金 円
県総合観光ガイドブック作成事業負担金 円
自転車を活用したまちづくりを推進する全国市区町村長の会 円

市観光協会補助（運営費補助、観光交流推進事業補助） 円

火之神公園整備事業 円
観光振興対策事業（港通りプロムナード照明設備LED化） 円

GoTo枕崎キャンペーン事業 円
コロナ復興ぐるっと枕崎スタンプラリー事業 円5,435,500

2,376,000

114,000

5,188,000

563,834

159,000

7,339,918

118,000

418,191

皆減

12,562,000

958,867

10,000

2,852,000

540,000

円

5 55,867,000

人40,119 36,975来 園 者

円

前 年 度 比

100,000

7,664,000

２ 年 度30 年 度

48,411,923観 光 費

元 年 度区 分

7,455,077

円

8,765 8,355

17,900,000

プ ー ル

　火之神公園は、四季を通じて多くの行楽客で賑わう。令和２年度の来園者は令和元年度に
比べ減少した。また、プールは新型コロナウイルス感染症の影響により開設しなかった。

5,100,000
75,691

13,200,000
29,398

人
0

人 56.520,898

12,106,834



繰越明許費

道路賠償責任保険料 円

手数料 日本道路協会会費 円
諸収入 川辺地区土木協会会費 円
市 県市町村社会基盤整備推進協議会会費 円

九州国道協会会費 円

県単砂防事業負担金 円
土石流危険渓流中洲川 測量設計 L=140.0m

地方債

市

1,000,000

6,087,265

540,960

　家屋の浸水被害等を防止し、地域住民の安全を確保するため、渓流保全工の測量設計を実
施し、地元負担金（事業費の10％）を支出した。

259,620

106,942,000

支 出 済 額

円

10,510,806

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

1 土 木 総 務 費 34,323,000

円

1

8

41,485,000

土 木 費

184,885

74,735砂 防 費

33,813,065

34,138,115

190

1,000,000

1,179,568,000

7,087,2652 7,162,000

41,225,380

324,860

1,062,115,194

土 木 管 理 費

30,000
65,000
66,000
60,000

180
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支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

繰越明許費

未登記対策経費 円
（市道西ノ迫東線外分筆測量図作成業務委託ほか）

地方債

市

道路作業員報酬等（５人) 円
重機械運転手報酬等（２人） 円

国
地方債 維持補修　４件（道路施設修繕４件） 円

使用料 市道雑草伐採委託 円
シルバー人材センター　L＝ 132.1km 円

繰入金 公民館委託(20公民館)　L＝ 100.6km 円
市道法面伐採業務等 円

市
道路維持補修工事費 円
道路舗装補修工事 11路線　L＝544.1ｍ 円
側溝改修（蓋版設置等を含む）工事　42路線　L＝1,319.2ｍ 円
交通安全施設（転落防止柵）工事　３路線　L＝98.3ｍ 円

原材料購入 円

街路植栽維持管理費 円
国道225号維持管理費（手づくりさつま路） 円

521,702
832,976

1,602,700

4,375,098

14,783,372

9,851,322

34,076,389

2,461,000

11,401,000
48,000,000

7,140,672

4,104,223

347,678
1,278,423

102,922,000

5,206,732

155,216,756

円

7,451,322

3,075,244

道路橋りょう費2

43,133,635

道路橋りょう
総 務 費

10,199,000

円

道路橋りょう
維 持 費

523,854,000

1

158,292,000
2

26,600,000

2,400,000

416,827,777

1,981,760

6,040,000

8,156,256

1,916,200

34,138,000

46,200,000

円



支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

防災・安全交付金事業（橋梁補修事業） 円
橋梁詳細点検業務委託 Ｎ＝16橋
橋梁補修技術支援業務委託（馬追橋外４橋） 円
橋梁補修工事（馬追橋外４橋） 円

交通安全施設設置工事 円
区画線(中央線・外側線等)　８路線　延長 L＝728.6ｍ
防護柵(ガードレール・転落防止柵等)　８路線　延長 L＝176.8ｍ
道路反射鏡　６路線　ｎ=７基

駅前広場駐輪場屋根設置工事 円

公用車リース料（２ｔダンプ） 円

6,925,000
2,761,000

642,224

935,000

4,500,000

　歩行者及び自動車の交通安全を図るため、区画線(中央線・外側線等)や防護柵等の交通安
全施設整備を実施した。

63,044,000

　防災・安全交付金事業により、市道の橋りょう長寿命化修繕計画における橋梁詳細点検、
現場技術支援業務委託と、馬追橋外４橋（竹中橋・二本木橋・円妙ヶ堀橋・瀧ノ下橋）の補
修工事を実施した。

円

円 円

53,358,000

円
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支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

地区道路舗装等補助 円
７地区  舗装工事　L＝19.0ｍ  排水路工事　L＝13.0ｍ

繰越明許費 　　　  改修工事　L＝86.7ｍ                          　計118.7ｍ

市道整備事業 円
国 測量設計業務委託　１路線　L＝ 100.0ｍ　 円
地方債 改良舗装工事　　　８路線　L＝1614.4ｍ 円

市 防災・安全交付金事業（擁壁・法面変状対策事業） 円
木口屋金山線法面変状対策測量設計業務委託 円
若葉篭原線法面変状対策工事 円
若葉篭原線法面変状対策工事（令和元年度繰越明許費分） 円

防災・安全交付金事業（道路改良事業） 円
街路３・６・15号線道路改良事業 円
道路改良工事

街路４号線道路改良事業 円
道路改良工事

街路104の１号線道路改良事業 円
道路改良工事

小江平木場線外道路改良事業（冠水対策） 円
送水管移設補償・道路改良工事

神浦木浦線道路改良事業 円
測量設計業務委託

土木積算システム関係経費 円

測量機器経費 円

77,819,000
2,181,000

4,960,000

30,000,000

1,537,578

80,000,000

26,378,000

160,600,000

28,430,000

61,338,000

5,451,000

98,079,000

7,487,000

42,799,000

37,584

355,363,000 681,301

102,922,000

251,759,699
3

円 円

道 路 新 設
改 良 費

87,299,000

3,860,699

1,528,000

13,912,000

円



支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

都市計画協会会費 円
県市町村街路事業促進協議会会費 円

市

防災・安全交付金事業（立神通線道路改築事業） 円
立神通線道路改築工事 円

国 立神通線建物等調査業務委託（令和元年度繰越明許費分） 円
地方債 立神通線公有財産購入費（令和元年度繰越明許費分） 円

立神通線補償補填及び賠償金（令和元年度繰越明許費分） 円
市

22,287,000

715,000

47,000

7,000,000

154,168

12,709,000
642,000

13,930,000

8,427,000

494,000,000

6,253,832

177,853

9,800,000

都 市 計 画
総 務 費

円円

8,249,147

492,662,457都 市 計 画 費3

28,917,000

1

道 路 事 業 費 28,762,8322

22,000

1,337,543

円
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支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

公園作業員報酬等（２人） 円
公園施設等修繕 円

国 公園施設等維持管理委託（シルバー人材センター等） 円
地方債

社会資本整備総合交付金事業（公園施設長寿命化対策支援事業） 円
使用料 塩浜公園野球場ベンチ外改築設計業務委託 円
繰入金 塩浜公園野球場１塁側ベンチ改築工事 円

塩浜公園テニスコートフェンス更新工事 円
市 塩浜公園テニスコート改修工事 円

味園公園外遊具更新工事 円
台場公園外照明灯更新工事 円
片平山公園防護柵更新工事 円
片平山公園展望台改築工事 円

社会資本整備総合交付金事業（都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業） 円
台場公園・瀬戸公園トイレ改修工事設計業務委託 円
台場公園西側トイレ改修工事 円
台場公園東側トイレ改修工事 円
瀬戸公園トイレ改修工事 円
久保公園トイレ改築工事設計業務委託 円
久保公園トイレ改築工事 円

公園施設用原材料費 円

公共施設の感染予防支援事業 円492,800

1,944,800

66,200,000
2,816,000

165,176

13,450,000

2,986,522
1,431,965
3,160,196

726,285

17,742,000

38,000,000

1,320,000

円

1,005,522

55,900,000

52,500,000

5,000,000

公 園 費

円

124,390,000

円

3

5,469,200
3,806,000

1,599,400

2,768,600
7,037,000

13,395,000

19,498,000
11,429,000

1,925,000
9,258,193

123,384,478



支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

公共下水道事業会計負担金 円
公共下水道事業会計補助金 円

繰入金

市

繰越明許費

市営住宅維持修繕事業 円
亀沢団地（簡平）102、106、108号屋根防水工事 円

県 遠見番団地浴室換気扇設置工事 円
使用料 住宅火災警報器取替工事 円

第二金山団地１号棟浄化槽№2原水ポンプ不良取替工事 円
手数料 桜山、木場団地外床補修工事 円
繰入金 その他維持修繕 円

諸収入 施設管理委託 円
潟山団地用地測量等委託 円
亀沢団地501号白蟻被害補修工事 円
桜山団地（木造）解体工事 円
火之神団地（104号、202号）解体工事 円

市営住宅管理状況 （令和３年３月31日現在）
 市営住宅 特定優良賃貸住宅
管理戸数 戸 管理戸数 戸
入居者数 入居者数
空き家数 空き家数

770,000

3,271,380

7,096,609

257,266,000

352,000
1,034,000

257,400
1,411,829

9,900,000

2,007,774

2,700,000
2,860,000

460,758

10

78
9

13,500

368
290

44,809,601

320,000

17,080

2,265,819

円

100,248,181

725,819

円

0332,266,000

住 宅 管 理 費1

4 住 宅 費

4

円

下 水 道 費

1

106,534,000

50,286,000

4,020,000

75,000,000

37,000,000
295,266,000

4,400,000

332,266,000

49,560,181
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支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

社会資本整備総合交付金事業（市営住宅長寿命化事業） 円
市営住宅長寿命化工事 円

国 亀沢団地３号棟外壁・屋根 円
地方債 亀沢団地４号棟外壁・屋根 円

市営住宅長寿命化工事設計業務委託 円
市 亀沢団地４号、５号棟外壁・屋根

防災・安全交付金事業（公営住宅等ストック総合改善事業） 円
火之神団地102号棟耐震診断業務委託

繰越明許費

ヘリポート管理運営委託（指定管理） 円
ヘリポート標識補修工事 円

使用料 ターミナルビル漏水補修工事 円
消防ポンプ車点検・消火資機材整備 円

繰入金 空港跡地外周部伐採業務委託 円

市

1,628,000

1,160,000
671,407
814,000

1,540,000

3,997,874

円円

4,300,000

21,560,000

13,695,000

2,543,601

1

52,228,000

空 港 費 13,695,000

2 住 宅 建 設 費

3

5

ヘ リ ポ ー ト
管 理 費

住環境整備費 4,020,000

631,000

11,151,399
5,921,000

47,960,000

1,100,000

4,020,000

26,400,000

49,588,000
1,540,000

2,853,525

31,500,000

18,557,000

11,151,399

円

0

2,543,601

50,688,000

0



消防団員等被服・新入団員被服一式 円
消防団員報酬 円

使用料 消防団員退職報償金 ７人 円
手数料 消防団員退職報償金掛金 円
繰入金 消防団員等公務災害補償金掛金 円

消防学校入校負担金 円
諸収入 県消防協会・川辺支部負担金 円

市   消防団活動状況 令和２年度

　

出動手当 延べ 人 円
訓練手当 延べ 人 円
出会手当 延べ 人 円
消防学校訓練手当 延べ 人 円
学校旅費 延べ 人 円

消防用水使用年間負担金（136.9ｔ） 円
消防車庫爆裂補修工事（金山分団金山班・別府北分団下山班） 円2,676,000

15,2003

件数

種別

123

自然災害

10,493,443

291,300
6,850

4

予防
広報

210,950

9 消 防 費

1 351,361,557

114,287

2,500,000

円

消 防 費 361,855,000

491,601,000

支 出 済 額

475,720,194

334,081,078
14,455,242

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

不 用 額

15,880,806

1

款　　　項　　　目

円

予 算 現 額

555,940
12,264,000

火 災
災 害 出 動

行方不明 定期訓練

2,224,000

571,161
4,992,000

訓 練 防火
指導

計

232

1,742

1

機関員

18

184,462

9,880

49,500

新入団

45

467,400

その他

6

防災訓練

3

6,619,600

188
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支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

火災発生状況 令和２年中

救急出場状況 令和２年中

救助出動状況 令和２年中

消防学校等入校旅費 円

消防通信システム保守業務委託 円

自家用電気工作物保安管理業務委託 円
高規格救急指示料 円

種別

円円

2

計
半 焼 部分焼

転院
搬送

件数

全 焼

円

1

計

ぼ や
林 野

建 物 火 災
船 舶 その他

1 17

医師
搬送

3 597

12

急病
そ の 他

1,140

1,098

1,865,600

22,000
99,000

その他

出場
件数

車 両

種別
火災
事故

自損
行為

1

280

1,640,640

自然
災害

水難
事故

交通
事故

労働
災害

一般
負傷

加害
事故

運動
競技

3 61 9 4 145 1 4 620 282 4 7

搬送
件数

1 58 8 4 142 1 280 4

搬送
人員

1 65 8 4 142 1 3 597 1,101

種別
火災
事故

自然
災害

水難
事故

交通
事故

機械
事故

建物
等の
事故

ｶﾞｽ･
酸欠
事故

爆発
事故

その
他の
事故

計

出動
件数

3 13 4 20

救助
人員

2 10 3 15



支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

使用料及び賃借料 円
（うち消防車管理費　527,472円）

備品購入費（消防・救急車用資機材ほか） 円

県防災情報ネットワーク回線利用負担金 円
南薩地域消防救急デジタル無線共通波基地局保守業務負担金 円
薩摩地域救急業務高度化協議会負担金 円
消防学校等入校負担金 円
全国・県消防長会負担金 円
全国・県消防協会負担金 円
県消防署長会負担金 円
安全運転管理協議会負担金 円
枕崎市防火委員会補助 円
人間ドック（２日ドック　７人　１日ドック　１人 ） 円

消火栓設置費負担金（移設２基　岩崎町・寿町） 円

地方債 消防団小型動力ポンプ資機材一式更新事業（２組） 円

繰入金 女性消防士採用に伴う庁舎改修工事等 円

市 屈折はしご車オーバーホール事業 円

高機能簡易型指令システム更新事業 円

10,646,680

33,504,400

4,968,700

円円

292,620

92,950

100,100

15,200,000

2,516,380

2 55,509,000消 防 施 設 費

円

37,500,000

55,216,380

2,350,480

62,100

2,303,290
100,000

194,400

17,000

961,568

1,173,000

31,700
2,250

4,752,000

100,000

190
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支 出 済 額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明不 用 額款　　　項　　　目 予 算 現 額

排水機場発電機等保守点検業務委託 円
平田潟地区２箇所・田畑地区１箇所

県
地方債 排水ポンプ等施設維持管理業務委託 円

繰入金 深浦排水樋門点検業務委託 円

市 排水機場光熱水費 円

水防倉庫シャッター改修工事ほか修繕 円

排水機場整備事業 円
　深浦排水樋門水位計取替工事

全国市長会防災・減災費用保険料 円
県防災行政無線運営協議会負担金 円

国 県防災情報ネットワーク回線使用料負担金 円
地方債 県防災ヘリ連絡協議会負担金 円

防火防災訓練災害補償等共済掛金 円
手数料 全国瞬時警報システム（J-ALERT）保守点検委託 円
市 自主防災組織育成補助 円

防災行政無線戸別受信機等設置事業補助 円

防災活動支援事業 円
防災倉庫新築工事 円
防災倉庫新築工事設計業務委託料 円
防災倉庫新築工事確認申請及び完成検査手数料 円
感染予防対策調査業務委託料 円
感染予防対策調査業務消耗品費 円
避難所での感染症等の予防対策に係る消耗品費 円
避難所での感染症等の予防対策に係る備品購入費 円

32,663,227

22,656,700
283,772
176,355

1,226,400
30,000

759,000
7,531,000

1,870,000

682,000
20,0005,042,665

26,700,000

64,356,165

13,500

4,437,835

656,908

1,852,332

133,760

463,320

396,725

32,600,000

154,000
1,800,000

円 円

4 災 害 対 策 費 68,794,000

5,443,000 4,786,0923 水 防 費

円

182,693
246,500

22,000

1,098,460

662,000

1,207,064

26,701,000

1,000,000
396,000



繰越明許費

各種研修会等に参加し、教育委員会の活性化と教育行政の充実・発展に努めた。
定例教育委員会　12回　　　臨時教育委員会　６回

国
地方債 幼稚園就園助成 円

手数料
財産収入

繰入金 小・中連携教育の推進 円

諸収入 教職員研修経費 円

市 スクールソーシャルワーカー活用事業 円

スクールカウンセラー配置事業 円

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

1 教 育 総 務 費 113,365,713

款　　　項　　　目 予 算 現 額

57,664,000

3,700,000

50,000

13,262,000
94,801,013

2,700

10 教 育 費

円

1,521,211,000 1,414,814,391

不 用 額

48,732,609

円 円

支 出 済 額

116,832,000 3,466,287

744,000

18,813

　若者が暮らしやすく子供を育てやすい環境をつくり、市民の定住化と人口増対策に資する
ため、同時に２人以上を幼稚園に就園させている世帯に対して就園助成金を交付し、就園費
の負担軽減を図った。

1,067,155

555,555

25,000

1,400,000

150,000

192
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

奨学資金貸付金 円
就学機会の拡充を図るため、奨学金制度の活用に努めた。

人

奨学金システム導入委託料 円
貸付・償還状況等の適格な管理を行うために奨学金管理システムを導入

集団宿泊学習事業 円

参加者： 枕崎小学校
別府小学校 引率者を含む122人

立神小学校

中学校
参加者： 枕崎中学校

別府中学校

教職員住宅譲渡代金償還金 円

9

短 大
継 続

円 円

計
新 規

区 分

17人
36人

4

69人

6 2
02

小学校

3

高 専
人1 人

22

大 学 年度末貸付金累計専 修 計

17
人

円1,234,030,050高 校
人 12,960,00020

年度末貸付金累計

12,960,000

1,493,726

2
年 度 貸 付 金2

元

1,246,990,050
人

2,673,000

175,624

66人
17人

引率者を含む83人

37
6

16 3

円



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

繰越明許費

就学援助費 円

国
使用料
繰入金

円
市

教材備品 円
一般備品 円
図書備品 円
学校警備業務委託 円

スクールバス運行経費 円

修 学 旅 行 費

小　　　　　　計

510,600新入学児童学用品費（入学前支給）

31,500

小　　　　　　計

8,092,936331,691,064

円

学 校 管 理 費 171,492,000

26,950,000

1,820,308

1,123,320

165,541,6821

円

3,620,000

円

2 小 学 校 費 343,404,000

2,445,890

1,522,000
772,613

844,800

医 療 費

修 学 旅 行 費

学 用 品 費 等

84,560

学 校 給 食 費
968,820
616,000

167,990就

学

奨

励

費

特

別

支

援

教

育

153,330

5,950,318

合　　　　　　　　計

　心身ともに健全で豊かな心をもった児童を育てるため、衛生面、安全面に重点を置きなが
ら、教育環境づくりに努めた。

学 用 品 費 等
新 入 学 児 童 学 用 品 費

2,021,634

6,402,848
455,589

区　　　　　　　　分 援    助    費

学 校 給 食 費

新 入 学 児 童 学 用 品 費

11,567,371

10,598,551

　就学援助費については、経済的理由により、就学困難と認められる児童に対し、必要な援
助を行い、義務教育の円滑な推進に資した。

11,567,371

260,056
55,377,500

82,954,126

194



195

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

校務用パソコン経費 円
校務支援システム経費 円
小学校パソコン経費 円
小学校フィジカルプログラミング教材購入 円
タイムレコーダー購入 円

公立学校情報機器整備費 円
タブレット端末 円
遠隔学習用機器（Webカメラ） 円
家庭学習用モバイルWi-Fiルータ 円

開かれた学校づくり推進事業 円

繰越明許費

体験学習 円
国
県
繰入金

理科教育等設備整備費 円
市 理科教育の振興を図るため、理科備品購入を行い、設備の充実に努めた。

特別支援教育支援員事業 円

教職員研修経費 円

小学校外国語教育推進事業 円
市内各小学校に英語補助員を配置し、小学校の外国語教育の充実を図った。

3,620,000

1,225,40933,668,000 28,822,5912

5,616,000
2,392,064

教 育 振 興 費

　手づくり農園等の体験学習を通して勤労の尊さ、働く喜びを味わわせるとともに、環境の
美化を図った。

　市内４校の特別な教育支援を要する児童が在籍する学級に支援員を配置し、適切な支援を
行った。

972,037

95,219

15,822,761

61,924

4,040,928

37,730

6,814,527
14,000,000

952,247
554,950

　小学校において、各種分野における優れた知識・技能を有する地域の社会人を講師として
活用し、特色ある開かれた学校づくりを図った。

499,844
18,453,600

54,979,255

1,611,170
105,600

53,262,485

1,870,000

円 円 円



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

教育心理検査等委託

教師用指導書等購入
国の指導要領に基づいた小学校教師用指導書等を購入した。

学校運営協議会（コミュニティスクール） 円

スクール・サポート・スタッフ配置事業 円
各小学校にスタッフを１名配置（11月～３月）し、教員の「働き方改革」の実現を図った。

学びの保障のための教育体制整備事業

学校保健特別対策事業

学校の施設・設備の維持補修、樹木伐採を行い、安全性の向上と学校の環境づくりに努めた。

国 　 放送設備改修工事、プール修繕、投光器取付工事ほか 円
繰入金 漏水修理、浄化槽クリフトスイッチ不良取替工事ほか 円

５年教室補修、クライムロープ取替修繕ほか 円
市 電気設備改修工事、トイレ・保健室電線配線改修、 円

倒木伐採ほか
錠受け及びカバー修理 円

住宅床補修・ガス給湯器取替工事・給湯器配管工事ほか 円

小学校の感染防止支援事業 円

785,473

1,600,000

476,527
3,000,000

542,740

学 校 等 維 持
修 繕 費

円

3
5,862,000 5,076,527

674,790

立神小学校

7,150

円

別府小学校

62,400

1,324,968

447,668

1,381,080

2,010,894

317,524

円

円

4,528,697

1,186,000

桜山小学校
枕崎小学校

教職員住宅

旧金山小学校

　地域と一体となって子供たちを育む「地域とともにある学校」を目指した取組を推進す
る。先行的に枕崎小学校に学校運営協議会を設置し、年５回､学校運営協議会を開催した。

1,694,000

円

437,072

円 円
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

国
地方債

校内通信ネットワーク整備委託 円
繰入金

学校施設環境改善交付金事業（防災機能強化事業） 円
市 (令和元年度繰越明許費分）

別府小学校６、22号棟（校舎）非構造部材耐震化工事 円
事務費 円

学校施設環境改善交付金事業（防災機能強化事業） 円
枕崎小学校27号棟（校舎）非構造部材耐震化工事 円
事務費 円

学校施設環境改善交付金事業（大規模改造事業） 円
枕崎小学校22号棟（トイレ）大規模改造質的整備工事 円
事務費 円

枕崎小学校グラウンド整備工事 円
枕崎小学校屋内運動場屋根改修工事　 円
枕崎小学校法面改修工事 円
桜山小学校ブランコ修繕及び防護柵設置工事 円
桜山小学校4-1号棟階段手摺改修工事 円
桜山小学校4-2号棟２階廊下及び音楽室手摺設置工事 円
別府小学校６、19号棟廊下防滑シート張り外工事 円
別府小学校図書室空調設備改修工事 円
別府小学校６、22号棟（校舎）非構造部材耐震化工事（単独分） 円
立神小学校プール改修工事 円
立神小学校13-1、13-2号棟南側窓防水工事 円

　 　

8,889,779

132,250,264 131,736

14,000,000

円

13,860,000

7,815,000

106,480

757,900

924,000

学 校 施 設
整 備 費

2,563,000

13,619,243

2,832,000

610,000

円円

22,440,000

43,243

24,899,000

15,248,970

4
132,382,000

　豊かな心をもった児童を育てる教育環境をつくるために、学校の施設・設備の充実に努め
るとともに、学校内の環境整備を行い、安全性の向上に努め、潤いのある学校づくりに努め
た。

25,630,000

726,000

85,100,000

13,576,000

32,428

24,931,428

143,000

24,260,485

43,243

13,903,243



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

繰越明許費

心身ともに健全で豊かな心をもった生徒を育てる教育環境づくりに努めた。

国 就学援助費 円
使用料
繰入金

諸収入
市

教材備品 円
一般備品 円
図書備品 円
学校警備業務委託 円

200,841,613

円

49,650

115,513,048

190,200
1,972,435

9,136,073

8,848,306

円

3,220,000

28,990

11,982,387

学 用 品 費 等

学 校 管 理 費 120,950,000 5,436,952

33,090

　就学援助費については、経済的理由により、就学困難と認められる生徒に対し、必要な援
助を行い、義務教育の円滑な推進に資した。

学 校 給 食 費

特

別

支

援

教

育

73,610

287,767

20,000
165,167

円
区　　　　　　　　分

4,101,655

援    助    費

703,706
1,800,000

円

36,513,500

8,450,000

216,044,000

1

3 中 学 校 費

小　        　計

学 用 品 費 等

30,660

新 入 学 生 徒 学 用 品 費

学 校 給 食 費
体 育 実 技 購 入 費

新入学生徒学用品費(入学前支給)

小　　　　　　計

9,136,073

修 学 旅 行 費

1,368,125

就

学

奨

励

費

762,312

修 学 旅 行 費

新 入 学 生 徒 学 用 品 費

医 療 費

844,800
1,196,462

合　　　　　　　　計

214,520

70,301,938
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

校務用パソコン経費 円
校務支援システム経費 円
中学校パソコン教室機器等保守業務 円
タイムレコーダー購入 円

公立学校情報機器整備費 円
タブレット端末 円
遠隔学習用機器（Webカメラ） 円
家庭学習用モバイルWi-Fiルーター 円

開かれた学校づくり推進事業 円

繰越明許費

外国青年招致事業 円
国
県
繰入金

勤労体験学習 円
市

理科教育等設備整備費 円
理科教育の振興を図るため、理科備品購入を行い、設備の充実に努めた。

特別支援教育支援員事業 円

教職員研修経費 円

13,833,024

　市内４校の特別な教育支援を要する生徒が在籍する学級に支援員を配置し、適切な支援を
行った。

　中学校において、各種分野における優れた知識・技能を有する地域の社会人を講師として
活用し、特色ある開かれた学校づくりを図った。

51,584

2 教 育 振 興 費 2,908,029

9,918,026

3,220,000

3,002,947

145,695

3,714,336

36,671,000

1,124,200

　外国語指導助手による中学校の英語指導が推進され、英語力の向上に役立った。また、小
学校における英語に親しむ活動や市民との国際交流を図った。

35,369,245

　手づくり農園等の体験学習を通して勤労の尊さ、働く喜びを味わわせるとともに、環境の
美化を図った。

521,136

36,499,165

3,689,960

円

4,752,440

31,911

1,024,320
105,600

円

30,542,971

4,707,000

9,000,000

円

542,850



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

英語検定補助事業
市内全中学校に在籍する全生徒を対象として、１人年１回、英語検定料の半額を助成する。

教育心理等検査委託

教師用指導書等購入
国の指導要領に基づいた中学校教師用指導書等を購入した。

学校運営協議会（コミュニティスクール） 円

スクール・サポート・スタッフ配置事業 円
各中学校にスタッフを１名配置し、教員の「働き方改革」の実現を図った。
（枕崎中：９月～３月、桜山中・別府中・立神中：11月～３月）

学びの保障のための教育体制整備事業

学校保健特別対策事業

学校の施設・設備の維持補修、樹木伐採を行い、安全性の向上と学校の環境づくりに努めた。

国 枕崎中学校 渡り廊下取合部補修及び柱脚部破断修理・天井爆裂補修ほか 円
繰入金 桜山中学校 浄化槽蓋製作取付工事、ＨＵＢ修理、自火報設備補修ほか 円

別府中学校 図書室空調設備工事、便所排水トラップ取替ほか 円
市 立神中学校 消火栓ポンプ制御盤改修工事、理科室照明器具補修取替ほか 円

教職員住宅 浄化槽修繕、ブロワー交換、植木の剪定ほか 円

中学校の感染防止支援事業 円

493,370
2,381,027

882,564

1,700,000

3

168,300

162,708

円 円

5,934,000

3,000,000

351,436

492,939

5,582,564

円

学 校 等 維 持
修 繕 費

円919,736

2,157,329

65,000

　地域と一体となって子供たちを育む「地域とともにある学校」を目指した取組を推進す
る。先行的に枕崎中学校に学校運営協議会を設置し、年５回､学校運営協議会を開催した。

208,200

1,113,020

円

4,023,919 円

1,771,000

6,774,632 円

円
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

国
地方債 校内通信ネットワーク整備委託 円

繰入金 枕崎中学校家庭科室網戸、第２理科室換気扇取付工事 円
桜山中学校自転車置き場外改修工事 円

市 別府中学校技術室外壁及び渡り廊下改修工事 円
立神中学校理科室、職員室屋根防水工事 円
立神中学校プール循環設備修繕工事 円

私立幼稚園協会補助 円
私立幼稚園の教職員の資質向上のための研修費を助成した。

国
県 子育てのための施設等利用給付事業（保育料償還払い） 円
市

子育てのための施設等利用給付事業（預かり保育料償還払い） 円

副食費の施設による徴収に係る補足給付費 円

幼稚園の感染防止支援事業 円

9,948,000
2,331,000

31,501,030

12,375,000

円

7,700,000

　豊かな心をもった生徒を育てる教育環境をつくるために、学校施設・設備等の整備を行
い、安全性の向上や潤いのある学校づくりに努めた。

円

学 校 施 設
整 備 費

4

幼 稚 園 費

49,203,030

4 821,480

3,285,970

708,550

30,286,000

252,515

円

52,489,000

15,750,515

　満3歳児から5歳児までの子どもを通園させている世帯を対象に、月額25,700円を上限に保
育料を償還払いした。

満3歳児から5歳児までの子どもを通園させている保育を必要とする世帯を対象に、月額
11,300円（3歳から5歳児の世帯）または16,300円（満3歳児のいる市町村民税非課税世帯）
を上限に預かり保育料を償還払いした｡

814,000

484,000

4,125,000

79,280

1,266,570

　満3歳児から5歳児までの子どもを通園させている世帯のうち、年収360万円未満相当また
は第3子以降の子がいる世帯を対象に、月額4,500円を上限に副食費を償還払いした。

1,000,000

26,410,120

25,500,000

29,464,520

11,402,020
5,687,500



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

国
地方債

寄附金 市民大学 円
繰入金
諸収入

ふるさと再発見講座　６回 (参加者　延べ87人)
市

サン・フレッシュ枕崎管理運営委託 （指定管理） 円
社会教育学級開設 円 サン・フレッシュ枕崎管理費（コロナ対策備品購入等） 円

家庭教育手帳作成 円

人 時間 地域学校協働活動事業 円

コミュニティ助成事業（宝くじ）補助 円
東白沢公民館 円
板敷公民館 円

成人式 円 亀沢公民館 円

郷土民芸保存会補助(11団体13種目) 円
文化協会運営補助 円

成人式　PCR検査費用助成事業 円
文化振興基金積立金 円

生涯学習フェスティバル（中止） 円

自治公民館運営費補助 円
自治公民館連絡協議会補助 円 小学校芸術鑑賞機会創出事業 円

200,000
148,000

214,500

185,000
245,000

5,600,000

円 1,813,212
4,195,000

　新成人自ら成人式実行委員会を設置し、内容や運営の検討を行
い、さらに充実した成人式を行った。(新成人参加者134人)

1,613,212
年 度 中 取 崩 し

127.5

78,500

5
2,423

158

229,000

家 庭 教 育 学 級 ( 小 ･ 中 学 校 )

22

円

102,611,000

268

円

13.0

　｢明日の社会を担う心豊かでたくましい人づくり｣を目指して、人間として豊かな心を持
ち、たくましく生きぬく活力ある市民の育成をテーマに、関係機関・団体と連携協力し、生
涯学習推進体制の整備・促進、学習機会や学習情報提供の充実を図った。また、市民の生涯
学習活動を促進することにより、心身ともに健康で豊かな人間の育成に努めた。

53,940

円

延 時 間

　生涯学習活動を通しての学習機会や学習の場の充実などに努め、
家庭教育及び地域社会教育の推進を図った。

365,342,000

開設数 参 加 人 員

9

17,171,631

　生きがいのある人生を送るとともに、潤いと活力ある郷土づくりに資するため、専門課程
コースを実施した。

174.0

1

3,800,000

5,600,000

200,000

11,430

高 齢 者 学 級

2,804,768

8

２ 年 度 末 残 高

33.5
1,800,000
1,300,000
2,500,000

9,200,000

2,622,918

社 会 教 育
総 務 費

合 計

学 級 名

円

1,400,000

社 会 教 育 費5

年 度 中 積 立
200,000

元 年 度 末 残 高

家庭教育学級(幼稚園･保育園)

円

716,740

348,170,369

40,476

2,849

751,564

88,406,232

400,000

円

99,806,232

202
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

県公民館連絡協議会負担金 円

国 公民館講座開設 円
使用料
諸収入
市

講座 人

地区公民館改修事業 円
桜山地区公民館空調新設工事

地区公民館管理費（コロナ対策備品購入等） 円1,379,334

176

27
1,277

円

公 民 館 講 座

地 域 づ く り 成 人 講 座
941

講 座 数

19,424,376

計

参 加 延 べ 人 員

91

144,000

133

2

青 少 年 育 成 講 座

645,624

12
講 座 名

28,000
17,962,456

　生涯学習の拠点として市民各層の学習要求を満たし、心豊かな人間性を醸成し、生きがい
に満ちた生活を営み、進んで人づくり・まちづくりに参加してもらうために公民館講座を開
設し、学習の場を広めた。

20,070,000

円

26,500

193,600

1リ ク エ ス ト 講 座

56
22

公 民 館 費

円

133,920
1,300,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

市民会館(中央公民館)利用状況
　
国
地方債

使用料
繰入金

諸収入
市

ホール・ステージ利用状況

市民会館熱源（ヒートポンプチラー）更新工事 円

総合文化祭 円

市民会館管理費（コロナ対策備品購入等） 円

71
94

848,804

6

２年度利用割合

一 般

和 室

元 年 度

282
94

99

5,830

そ の 他

100

100△ 27

219 回 88

計

92

回

△ 122

10第 2 会 議 室

ホ ワ イ エ

424

増 減

15
△ 86

159
△ 65
△ 76

800,000
区 分

83

円

3,969,18581,480,815市 民 会 館 費

減 免
％

90
12234 ％回

29

△ 21

△ 13
△ 32

71

6

人

0

そ の 他

62,810,000

△ 433
0

25
1

映画、講演会

344,476
　新型コロナウィルス感染症対策として内容の変更を行い、日頃の創作活動の発表を行っ
た。特に「市民芸能祭」では、出演団体の事前撮影を行い、「ビデオ上映会」として開催し
た。

回
316

456
人6,914

回
人

4 回

85,450,000

円

大会、講習会

29
0

△ 683
楽 屋 控 室 4

444

31
89

２ 年 度

196
159第 3 会 議 室

1,902

第 4 会 議 室

12ホ ー ル

17

302

1,469

ス テ ー ジ

3

音楽、芸能

計

768 人
回 数 4

人

420
2,000,000

15,529,312

円

62,800,000
351,083

第 1 会 議 室

区 分

延 人 員

100

回

94

利 用 回 数

38

回

8
476

448

204
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

読書活動

国
地方債

使用料
市

蔵書数
年間受入冊数 冊 (購入 1,705冊、寄贈・献本 115冊)
年間廃棄冊数 冊
年度末蔵書数 冊

読書感想文コンクール
応募数 73点(小学校41点、中学校26点、高校6点)
受　賞 特選20点 入選　34点 佳作 19点

利用状況
年間入館者数 人

(一般9,133人、学生・生徒220人、児童2,010人)
開館日数 日 (一日平均 約49.0人)
登録者数　　　 人

(一般 489人、学生・生徒23人、児童125人、幼児16人)
貸出冊数 冊

(一般17,482冊、学生・生徒1,222冊、児童6,993冊)

市立図書館管理運営委託（指定管理） 円
図書館施設整備事業 円
内部改修工事 円
仮設図書館等への図書等移送業務委託 円
仮設図書館賃貸借料及び空調設備賃借料 円

新しい生活様式・図書館パワーアップ事業 円

4

3,861,000

7,236,859

円 円

67,852

5,878,400

126,111,000

824

図 書 館 費

11,363

232

0

円

77,700,000

653

119,211,559

7,100,000

25,697

87,474,400

1,820

・市が行う「６・７ヶ月児健診」「ふれあい子育てサロン」「すくすくお誕生日教室」
にて図書館利用案内や育児書・絵本の紹介と読み聞かせの実演を実施し、乳幼児期から
の読み聞かせの重要性のＰＲ(新型コロナウイルス感染拡大予防のためパンフレットの
み配布）
・市内各幼稚園・保育園で、延べ804人に出前読み聞かせを実施
・公民館講座・小・中学校等での読み聞かせ　年５回
・おはなしのへや（絵本と紙芝居の読み聞かせ）毎月23日（参加者延べ２人）
・図書館だより発行(毎月１回)・お知らせ版への折込チラシ発行・ホームページの更新
（随時）
・「ふれあい図書館まつり」では読書感想文コンクール表彰式及び読書講演会を実施
　 (新型コロナウイルス感染症の影響で中止）文集・賞状・記念品（絵本）の配布
・主な「本の展示」　フレッシュなあなたにすすめる本展・新一年生にすすめる本展・
高齢者にすすめる本展など
・こどもの読書週間にあわせたテーマ展示「出会えたね。とびっきりの１冊に。」本展
・全国読書週間にあわせたテーマ展示「犯人は誰！？ミステリー展」
・読書推進事業　ブックドクターあきひろ氏「コロナ禍楽しく元気欲♪」参加者20人
　　　　　　　　アーサー・ビナード氏トークイベント　2回　参加者延べ22人
・出前授業　講師：アーサー・ビナード氏　立神中165人
・絵本専門士による「ファーストブック講座」の実施　参加者12人
・あたまイキイキ！脳活性音読塾（年６回）参加者延べ104人
・小・中・高生を対象とした図書館体験ボランティア事業の実施（小学生14人）
・職場体験・研修 　中学生延べ２人・高校生延べ２人・教員延べ７人
・図書館ボランティア受入れ　２名，延べ12回
・読書感想文書き方教室　(新型コロナウイルス感染症の影響で中止）
・市内の読書活動関係者や団体を対象とした｢子ども読書活動推進研修会｣の開催
・読み聞かせボランティアグループ連絡会の活動推進
・各地区館等（配本所）の図書入れ替え（年１回）
・雑誌リサイクルデー（年２回）の実施
・夏のこども図書館まつり（工作会・しおり作成）参加者４人
・わくワーククラブ（登録者８名）10回実施　参加者延べ32人

77,735,000

6,899,441

24,043,000

34,410,735



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

主な催し物

国 枕崎の埋蔵文化財展

使用料 インスタグラム展～南薩のインスタグラマーより～

繰入金

諸収入 海老原喜之助と郷土の群像展＆吉井淳二スケッチ展

市 夏休み親子木工教室

福岡工業大学吹奏楽団オンラインライブ

枕崎中学校吹奏楽部お別れ演奏会

第54回市総合文化祭展示部門

抽象絵画の先駆者～山口長男展　

スズキコージの大魔法画展

円
利用状況

南溟館（美術館）安心安全確保事業 円

％

南溟館改修事業 円

7/5～8/2

8/8～8/20 351

1

11

28

％72.8

市外

10/23～11/3

日
％

5,981 人
開館日数 幼・小学生

2.724.5

1

中・高校生

％構 成 比

大人
215

8/22～9/22

100.0
人

19

413

46

597

29

　新型コロナウィルス感染症対策を施しながら、各種の企画展や催し
を開催し、芸術文化の意識の高揚と施設の利用拡充に努めた。

4,400

2222,015

人 38.28,218

　文化庁の文化芸術創造拠点形成事業を活用し、特別企画展として絵本作家のスズキ
コージ氏による絵本原画展「スズキコージの大魔法画展」を開催した。催しとして、ス
ズキ氏によるライブペイント、また詩人のアーサー・ビナード氏とのトークショーも開
催した。

％ 40.9

計
人

人

8/23

8,655,297

16

アートミュージアム拠点（南溟館）推進事業

利用日数

11

アートストリート～親子スケッチ教室

戦後復興75年のあゆみ～我がまちふるさと枕崎写真展～　

1

21

23

517

人
利 用 者 数

94日

29725

56

11

円

人

5 27,721,000

円

南 溟 館 費

円

11,904,356

25,054,173 2,666,827

7,624,000
6/16～7/3

5,200

431

12/13～2/14

日　　　程

9/19

5/19～6/13

9/22

１日平均

9/20

11/8～12/6

主 な 催 し 物

5,500,000

関好明日本画作品展

　新型コロナウィルス感染症対策臨時交付金を活用し、大型空気清浄機をはじめ、サー
モグラフィカメラ、自動消毒噴霧器、結界パーテーションなどを購入し配置した。また
南溟館の土足入館化のため、館内床の改修工事を行った。

6,925,284

　令和３年度組織機構改革に伴う南溟館事務所改修工事を行った。

1

2,554,000

3,362

21,417
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

市

利用状況

青少年の育成

市

子ども会育成連絡協議会補助 円

電話相談・心の悩み110番 円
　親子関係など青少年や保護者の悩みの相談

　指導者、リーダーの研修会等を実施し、地域の子ども会活動の推進と青少年の健全育成に
努めた。

　生涯学習情報を提供する場として、視聴覚教材を選定し、学校教育並びに社会教育の向上
のために利用促進を図り、情報提供システムの整備充実に努めた。

7 青少年育成費

利 用 者 数

視 聴 覚
ライブラリー費

74,480

10,420

76,000
6

5130年度
利 用 本 数

37

221,000

人12,227

円

3,303,000

円

5,207

184,266

1,520

　豊かな情操を持ち、心身ともに健全な青少年の育成を図るために、家庭、学校、地域が一
体となって、子ども会活動の推進、青少年の社会参加の促進等各関係団体と連携を図り、実
施した。

元年度
本

58

5,473

２年度

3,118,734

区 分

円



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

繰越明許費

スポーツ推進委員 円
委員報酬（定例委員会10回ほか） 円

県 費用弁償 円
地方債

社会教育指導員報酬等 ２人 円
諸収入
市 生涯スポーツ推進事業謝金 円

なぎなた授業経費 円
学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業 円

市スポーツ少年団運営費補助 円
市体育協会運営費補助 円
市体育協会運営補助 円
川辺地区駅伝競走大会参加補助 円
川辺地区体育大会選手派遣補助 円
種目別市民体育大会補助 円

九州大会・全国大会出場補助 円

川辺地区スポーツ推進委員連絡協議会負担金(15人) 円
県スポーツ推進委員協議会負担金(15人) 円
川辺地区駅伝運営委員会負担金 円
南薩地区体育協会連絡協議会負担金 円

70,000

273,000
287,240

112,000

1

391,281,1126

965,700

保 健 体 育
総 務 費

保 健 体 育 費

57,889,000

円

133,000

449,303,000

691,900

18,000

32,320

76,000

305,000
54,000

14,240

541,000

3,949,168

200,070

20,000

19,650

円

888,179

7,197,888

円

18,200

50,824,000

25,972
4,900,000

51,941,849

57,000,821
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

2023年に延期が決定した「燃ゆる感動かごしま国体」の開催に向け、機運の醸成を図った。

県 公用車管理費 円
市 燃ゆる感動かごしま国体枕崎市実行委員会負担金 円

国
諸収入
市

全国市長会学校災害賠償補償保険 円
学校医・学校歯科医・学校薬剤師委託料 円
学校産業医委託料 円
衛生検査委託料 円
各種検診等委託料 円
中学校県・地区体育大会出場補助 円
市学校保健会運営補助 円
市学校体育連盟運営補助 円
日本スポーツ振興センター負担金 円
川辺地区結核対策委員会負担金 円

学校保健特別対策事業 円
新型コロナウイルス感染症緊急対策事業 円

円

345,712

393,300

9,200

1,737,000

円

1,265,440

学 校 保 健
体 育 費

3
15,555,000

2
国民体育大会
推 進 費

3,010,000 2,664,288

円

　小・中学校の児童生徒、教職員の定期健康診断と諸検査を実施し、病気の予防・早期発見
に努めた。
　また、新型コロナウイルス感染症による需要の増加に伴った急激なマスク不足や学校の臨
時休業からの再開にあたり、集団感染リスクを避けるための保健衛生用品等の整備に必要な
経費を補助し、学校生活を安全に過ごす体制つくりを行った。

2,194,288

14,593,939

525,390

144,000
7,538,376

1,120,000

30,906

941,989

961,061

200,000
112,000

1,155,323

200,707

458,700

229,000

13,839,549

470,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

総合体育館管理人委託 円
総合体育館等清掃作業委託 円

繰越明許費 総合体育館電気保守点検委託 円
総合体育館・武道館消防設備等点検委託 円
総合体育館防火対象物点検業務委託 円

国 グラウンドキーパー委託 円
県 県体育施設協会分担金 円
地方債

地域振興推進事業（スポーツ交流拠点整備事業） 円
使用料 スポーツ交流拠点整備事業（市営野球場改修事業） 円

繰入金 社会体育施設における感染症予防事業 円
総合体育館競技環境整備事業 円

諸収入
施設の利用状況

市

庭 球 場455弓 道 場
1,211

2,295,722

利 用 人 員

市 営 プ ー ル

1,518,000

167,914,000

5,000

36,999,000

深 浦 グ ラ ウ ン ド
塩 浜 運 動 場
施 設 名

人

野 球 場

利 用 人 員

5,323 3,749

施 設 名
31,442

円 円

4 272,717,000体 育 施 設 費

14,439

84,700

武 道 館
人体 育 館

2,794,170

2,000,000

2,749,921

17,500,000

円

93,200,000

48,400

161,040
271,872

2,203,480

12,655

3,700,000

80,001,920
19,946,989

1,237,130

219,098,830

50,824,000
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

国
地方債 給食対象人員 人 (小学校　1,005人、中学校　546人) 令和2年5月1日現在

給食延食数 食
繰入金 給食日数 日

日
諸収入
市 調理配送等業務委託 円

衛生保守管理業務委託 円
空調機器保守点検業務委託 円
ボイラー保守点検業務委託 円
電気設備保守管理業務委託 円
消防設備保守点検業務委託 円
食品微生物検査 円
厨房機器更新 円

学校給食費返還等事業 円
学校給食費助成事業 円
学校給食納入業者支援事業 円

市
海洋センター艇庫シャッター修繕 円

8,635,000

170,100

1,479,000
1,551

447,480

299,125

714,403
1,225,300

　児童･生徒へ安全、安心な学校給食の提供に努めるとともに、食育の一環としての地産地
消の拡大など、学校給食の充実を図った。

　青少年の健全育成と海洋思想の普及のためのカッター大会については、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため中止とした。

小学校　195

430,320

1,036,200

104,644

1,518,000

83,380

2,104,122

1,160,356

550,000

中学校　194

52,800,000

154,000

1,265,000
6

海 洋
セ ン タ ー 費

5
学 校 給 食
セ ン タ ー 費

98,867,000

円

73,148,878

96,762,878

13,000,000

円

535,000

円

8,600,000



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

繰越明許費

５月中旬豪雨による災害復旧費 円
金山川外流木除去 円

地方債 真茅６号線外道路 円

寄附金 台風10号及び９月中旬豪雨による災害復旧費 円
公共土木施設倒木除去・崩土除去・路面清掃等 円

市 交通安全施設（道路反射鏡）復旧 円
山内木口屋線外道路 円
落川外河川 円
原材料費 円

繰越明許費

市単独林道施設災害復旧事業 円
野平国見線（県単林道事業） 円

繰越明許費 野平国見線（県単林道事業）２工区 円

５月豪雨による災害復旧費 円
県 農業用施設災害２地区 円
地方債 林道野平国見線災害復旧 円

寄附金
市

856,000

440,000

300,000

998,000
141,900

7,913,420

499,100

28,192,100

1,400,000

15,051,900

3,500,000
12,213,420

2,600,000

759,800

759,800

1,003,000

2,544,000

19,237,200

6,786,580

19,452,263

2,000,000

30,000,000

円

78,142,737

3,400,000

20,240,200

10,684,500

1

1
単 独 災 害
復 旧 費

円

単 独 災 害
復 旧 費

139,965,000

2
農 林 水 産 施 設
災 害 復 旧 費

81,584,000

21,000,000

公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

災 害 復 旧 費

1

11

21,000,000

5,069,600

1,139,900

147,000

1,500,000

38,340,000

11,664,423

20,240,200

11,000,000

円

5,175,777

42,370,000
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

７月豪雨による災害復旧費 円
農業用施設災害１地区 円
林道野平国見線災害復旧　３工区 円

台風10号及び９月豪雨災害復旧費 円
農業用施設災害７地区 円

　林道野平国見線災害復旧 円

繰越明許費 ７月豪雨による災害復旧費 円
農地・農業用施設災害３地区 円
上記のうち２地区の調査設計委託料 円

県 工事雑費・事務費 円
地方債

市

台風10号による災害復旧費 円
小学校施設等 件 円

地方債 中学校施設等 件 円
諸収入 小学校倒木除去作業 件 円

中学校倒木除去作業 件 円
市 火之神集会場外 円

市民会館 円
市立図書館 円
南溟館 円
市営野球場 円

378,680
3,600,000

1,829,000

2,777,520

15,978,680

補 助 災 害
復 旧 費

3

3,408,000
740,000

2,668,000

12,000,000

12,652,000

1,388,000

2

文 教 施 設
災 害 復 旧 費

4,165,520

10,095,409

200,000

1,092,699

単 独 災 害
復 旧 費

12,652,0001

2,200,000

15,978,680 8,265,32051,584,000

27,340,000

円 円 円

1,778,680

12,000,000

1,263,892

264,000
211,200

11,388,108

1,448,410

135,552

11,388,108
9

1,263,892

2,345,788

11,388,108

275,000

1,132,624
3

1,951,334

12
8



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

体育施設等ナイター・照明設備 円
武道館 円
市営プール 円
海洋センター 円

繰越明許費

台風10号による災害復旧 円
市役所東側駐輪場屋根 円

地方債 防災ヘリ格納庫 円
枕崎福祉作業所 円

諸収入 福祉会館 円
平田潟下流排水機場外屋根・雨樋復旧 円

市 火之神公園 円
公園施設 円
市営住宅 円

台風10号による災害復旧費 円
２災第２号駒場公園災害復旧工事に伴う工事雑費

繰越明許費

市

567,600
72,600

242,000

円 円

488,000
95,700

597,300

808,500

1,776,800

8,800,000

48,129

4

1
単 独 災 害
復 旧 費

20,648,000 18,274,200

10,900,000

4,030,000

その他公共施設
等 災 害 復 旧 費

2
補 助 災 害
復 旧 費

4,081,000

円

82,500

48,129

2,373,800

2,376,671

2,871

5,625,400

18,322,329

4,030,000

24,729,000

3,220,075
4,154,125

18,274,200

913,000
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説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

使用料 実質公債費比率 (

諸収入

市

市債の状況 (単位：円)

○元金 円
（うち繰上償還　　41,001,310円）

○利子 円
円
円

1,084,087,92412 公 債 費

円

3,048,913,203

9.9 ％)
前年度

340,808

２ 年 度 末 残 高

22,756,671623,811,985

975,076

875,943,000
利　　　子

5,537,709

7,146,657,015

円

33,802,576

一時借入金利子

102,887,122

2,022,237

11,200,452,684

246,833,341

49,275,990

3,515,472

1,243,500,000

3,940,719 28,730
101,966,695

38,530,000

3,960,000
1,044,564,802

39,425,808長 期 債 利 子

長 期 債 元 金

39,425,808

97,314

39,523,122

442,869
15,822,684

1,044,564,802

7,087,376

21,051
660,000

288,090

248,13057,040,000

238,964,8542,992,021,057

56,363,366

83,917,410
9,517,694

22,329,951

18,510,000

131,760,147

330,750,751

7,398,788,030

２ 年 度 償 還 額

19,763,403

2,626,752
13,500,000 819,542

11,853,165

％

元　　　金

(3か年平均)

295,857,000

２ 年 度 借 入 額

9.3

元 年 度 末 残 高

1,026,202,281

21,233,643

98,904,816

124,296,646

円

36,652,000

1,085,063,000

165,562,723

4,620,000
11,001,517,486

58,200,000 58,200,000九州信用漁業協同組合連合会

借 入 先

財 務 省 財 政 融 資 資 金
日 本 郵 政 公 社
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構
鹿 児 島 銀 行
南 さ つ ま 農 業 協 同 組 合

鹿 児 島 信 用 金 庫

計
国 土 交 通 省
鹿 児 島 県
県 市 町 村 振 興 協 会
全 国 市 有 物 件 災 害 共 済 会
鹿 児 島 興 業 信 用 組 合



説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款　　　項　　　目 予 算 現 額 不 用 額支 出 済 額

千代田保有地購入事業　　 円
400㎡のうち400㎡取得

市

(単位：千円)

財産収入

市

309,300
２ 年 度 末 残 高

50,000 50,000

48,686,000 234

0

309,350
年 度 中 取 崩 し

39,059

元 年 度 末 残 高

10,941

48,685,766

年 度 中 積 立

48,685,766

土 地 開 発
基 金 費

2

234

円円 円

48,735,76613 諸 支 出 金

1
普 通 財 産
取 得 費

48,736,000

50

216


